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１.

─

デジタルトランスフォーメーションの促進に向けて
（「ＤＸ銘柄」等の選定）

　経済産業省は、我が国企業の戦略的IT利活用の促進に向けた取組の一環として、東

京証券取引所と共同で、中長期的な企業価値の向上や競争力の強化のために、経営革

新、収益水準・生産性の向上をもたらす積極的なIT利活用に取り組んでいる企業を「攻

めのIT経営銘柄」として2015年より選定してきました。その後、2020年からデジタル

技術を前提として、ビジネスモデル等を抜本的に変革し、新たな成長・競争力強化に

つなげていく「デジタルトランスフォーメーション（DX）」に取り組む企業を「デジタ

ルトランスフォーメーション銘柄（DX銘柄）」として選定しています。さらに2022年か

らは、情報処理推進機構が共催団体として加わり、3 者共同で実施しています。

　あらゆる要素がデジタル化されていくSociety5.0に向けて、既存のビジネスモデル

や産業構造を根底から覆し、破壊する事例（デジタルディスラプション）も現れてきて

いるなど、DXは中長期的な企業価値向上において、一層重要な要素となりつつありま

す。こうした社会変化の中で、企業はデジタル技術による変化が自社にもたらすリス

ク・機会を踏まえた経営ビジョン、ビジネスモデルを策定し、その方策としてデジタ

ル技術を組み込んだ経営戦略をステークホルダーへ示すとともに、経営者自らがリー

ダーシップを発揮してステークホルダーへ情報発信を行い、課題の把握分析を通じ、

戦略の見直しを行っていくことでガバナンスの役割を果たすことが重要です。

　経済産業省では、これまでに企業のDXに関する自主的取組を促すため、デジタル技

術による社会変革を踏まえた経営ビジョンの策定・公表など、経営者に求められる対

応を取りまとめた「デジタルガバナンス・コード」の策定（令和2年11月9日）及び「デ

ジタルガバナンス・コード2.0」として、デジタル人材の育成・確保やSX/GXとの関わ

り等の新たなトピックを踏まえた改訂（令和4年9月13日）を実施しました。

　「DX銘柄」の選定にあたっては、「DX認定」の取得を条件としており、デジタルガバナ

ンス・コード2.0に紐づく「DX認定」と「DX銘柄」の有機的な連動を図っています。

DX銘柄選定の取組は、東京証券取引所に上場している企業の中から、企業価値の向

上につながるDXを推進するための仕組みを社内に構築し、優れたデジタル活用の実績

が表れている企業を選定することで、目標となる企業モデルを広く波及させるととも

に、デジタル技術の利活用の重要性に関する経営者の意識変革を促すことを目的とし

ています。また、投資家を含むステークホルダーへの紹介を通して評価を受ける枠組

みにより、企業によるDXの更なる促進を図っています。

　さらに、DXの裾野を広げていく観点で、「DX銘柄」に選定されていない企業の中から、

特に企業価値貢献部分において、注目されるべき取組を実施している企業について、

「デジタルトランスフォーメーション注目企業（DX注目企業）」として選定するととも

に、企業の競争力強化に資するDXの推進を強く後押しするため、「DX銘柄」選定企業の

中から、業種の枠を超えて、“デジタル時代を先導する企業”を、「DXグランプリ」とし

て選定しています。また、2023年からは、特に優れた取組を継続している企業を「DXプ

ラチナ企業」として選定しています。
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「ＤＸ銘柄２０２４」等は以下のプロセスを経て選定いたしました。　

① 「ＤＸ調査２０２４」の実施

東京証券取引所（プライム、スタンダード、マザーズ）上場会社約3,800社を対象に「DX調査2024」を実施。

調査回答いただいた企業344社のうち、東京証券取引所に上場※かつ「DX認定」を取得している企業を選

定対象としました。

※ 市場区分は調査終了（2023年12月21日18時）時点

②　一次評価：「選択式項目」及び財務指標によるスコアリング

アンケート調査の「選択式項目」及びROE・PBRに基づき、スコアリングを実施し、一定基準以上の企業を、

候補企業として選定しました。

※ スコアリング基準についてはDX銘柄評価委員会にて決定

③　二次評価及び最終選考

一次評価で選定された候補企業を対象に、アンケート調査の「記述回答（企業価値貢献、DX実現能力、ステ

ークホルダーへの開示）」について、DX銘柄評価委員が評価を実施。当該結果を基に、DX銘柄評価委員会に

よる最終審査を実施し、業種ごとに優れた企業を「DX銘柄2024」として選定しています。

また、「DX銘柄2024」に選定されていない企業の中から、特に企業価値貢献部分において、

注目される取組を実施している企業を、DX銘柄評価委員会の審査により「DX注目企業2024」として選定し

ました。さらに、企業の競争力強化に資するDXの推進を強く後押しするため、「DX銘柄2024」選定企業の中

から、業種の枠を超えて、“デジタル時代を先導する企業”を、「DXグランプリ2024」として選定しています。

2-1.

─

「ＤＸ銘柄２０２４」等の選定プロセス

「ＤＸ銘柄２０２４」選定プロセス
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「ＤＸプラチナ企業２０２４-２０２６」は以下のプロセスを経て選定いたしました。

①下記の要件を満たす企業を選定

<DXプラチナ企業選定要件＞

　・3年連続でDX銘柄に選定されていること

　・過去にDXグランプリに選定されていること

②銘柄評価委員会における審査

  ※選定期間は3年とする

●ＤＸプラチナ企業２０２４-２０２６　選定企業一覧

2-2.

─

「ＤＸプラチナ企業２０２４- ２０２６」の選定プロセス

株式会社日立製作所
DXグランプリ２０２１

受賞

株式会社トプコン
DXグランプリ２０２３

受賞
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デジタルガバナンス・コードの柱立てに沿った評価項目にて評価を実施しました。なお、

一次評価の項目は、「デジタルガバナンス・コード2.0」の（３）取組例と対応しています。

■一次評価の評価項目（大分類）

 Ⅰ.ビジョン・ビジネスモデル

 Ⅱ.戦略

 Ⅱ-①.組織づくり・人材・企業文化に関する方策

 Ⅱ-②.ITシステム・デジタル技術活用環境の整備に関する方策

 Ⅲ.成果と重要な成果指標

 Ⅳ.ガバナンスシステム

 

■設問の詳細
 
<ビジョン・ビジネスモデル>

1-1  デジタル技術による社会及び競争環境の変化が自社にもたらす影響（リスク・機会）を踏まえ、経営方針および

経営計画（中期経営計画・統合報告書等）において、DXの推進に向けたビジョンを掲げていますか。

1-2 その内容を株主・投資家等のステークホルダーに開示していますか。

2-1 DXの推進に向けたビジョンを実現するため、適切なビジネスモデルを設計していますか。

3-1 ビジネスモデルを実現するために、DX推進においてエコシステム等、企業間連携を主導していますか。

4-1 自社にとどまらず、社会や業界の課題解決に向けてDXを牽引しようとしていますか。

5-1  デジタルによるビジネスモデルの変革が、経営方針転換やグローバル展開等に迅速に対応できるものとなってい

ますか。

 
<戦略>

6-1 DXを推進するための戦略が具体化されていますか。

6-2 その内容をステークホルダーに開示していますか。

7-1  経営戦略において、データとデジタル技術を活用して既存ビジネスの変革を目指す取組（顧客関係やマーケティ

ング、既存の製品やサービス、オペレーション等の変革による満足度向上等）が明示されており、その取組が実施

され、効果が出ていますか。

8-1  経営戦略において、データとデジタル技術を活用した新規ビジネス創出について明示されており、その取組が実

施され、効果が出ていますか。

9-1 Q7及び8で回答した取組について、統合報告書等でステークホルダーに開示していますか。

10-1  経営状況や事業の運営状況を把握できる仕組み（システム）があり、そこから得られるデータをふまえて経営・

事業の意思決定が実施されていますか。

 
<組織づくり・人材・企業文化に関する方策>

11-1  DXの推進をミッションとする責任者（Chief Digital Officerとしての役割）、CTO（企業の競争優位性をつくる

技術や研究開発の統括責任者、Chief Technology Officer ）、CIO（ITに関する統括責任者、Chief Information 

Officer）、データに関する責任者（Chief Data Officer）が、組織上位置付けられ、ミッション・役割を含め明確

に定義され任命されていますか（他の役割との兼任でもかまいません）。

12-1  スキルマトリックス等により、経営層（経営者及び取締役・執行役員等）の保有スキルを可視化し、ステークホル

ダーに向けて公表していますか。

13-1  取締役会や経営会議等の場において、経営トップが最新のデジタル技術や新たな活用事例に関する情報交換を定

期的に行うとともに、自社の戦略への落とし込みについて自ら主体的に検討を行っていますか。

14-1  経営トップが最新のデジタル技術や新たな活用事例を知る機会として、どのようなものがありますか。（複数回

答可）

15-1 DXを推進する、組織上位置付けられた専任組織がありますか。

15-2 上記組織のリソース（人材）および権限は十分ですか。

3.

─

評価のポイント （一次評価）
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16-1 DX推進を支える人材として、どのような人材が必要かが明確になっており、確保のための取組を実施しています 

 か（計画的な育成、中途採用、外部からの出向、事業部門・IT担当部門間の人事異動等）

17-1  DXの推進にあたり、オープンイノベーション、社外アドバイザー・パートナーの活用、スタートアップ企業との

協業など、これまでのIT分野での受発注関係と異なる外部リソースの活用を実施していますか。

18-1  DX推進のための予算が一定の金額または一定の比率確保されていますか。またそれは他のIT予算と別で管理さ

れており、IT予算の増減による影響を受けないようになっていますか。

19-1  全社員が、デジタル技術を抵抗なく活用し、自らの業務を変革していくことを支援する仕組み（教育・人事評価

制度等）がありますか。

20-1  DXの推進にあたり、新しい挑戦を促すとともに、継続的に挑戦し、積極的に挑戦していこうとするマインドセッ

ト醸成を目指した、活動を支援する制度、仕組みがありますか。

21-1  デジタルに関する専門知識を身につけた社員が、その知識を活用し、より実践的なスキルを身につけられるよう

な人材配置の仕組みがありますか。

22-1 自社のデジタル人材育成・確保に関する考え方が、外部に対しても効果的にアピールされていますか。

23-1  社員一人ひとりが、仕事のやり方や行動をどのように変えるべきかが分かるような、経営ビジョンの実現に向け

たデジタル活用の行動指針を定め、公開していますか。

<ITシステム・デジタル技術活用環境の整備に関する方策>

24-1  ビジネス環境の変化に迅速に対応できるよう、既存の情報システムおよびデータが、新たに導入する最新デジタ

ル技術とスムーズかつ短期間に連携できるとともに、既存データを活用できるようになっていますか。

25-1  全社の情報システムが戦略実現の足かせとならないように、定期的にビジネス環境や利用状況をふまえ、情報資

産の現状を分析・評価し、課題を把握できていますか。

26-1  Q25-1で実施した分析・評価の結果を受け、技術的負債（レガシーシステム）が発生しないよう、必要な対策を実

施できていますか。またそれを実施するための体制（組織や役割分担）を整えていますか。

27-1  情報システムの全社最適を目指し、全社のデータ整合性を確保するとともに、事業部単位での個別最適による複

雑化・ブラックボックス化を回避するための仕組みがありますか。

28-1  全社最適で策定された計画の実行段階においては、各事業部門が自己の利害に固執して全体最適から離れてしま

わないよう注意を払いながら、オーナーシップをもって、その完遂に向けて努力していますか。

<成果と重要な成果指標>

29-1 実施している取組について、達成状況を確認するKPIを設定していますか。

30-1 企業価値向上に関係するKPIについて、ステークホルダーに開示していますか。

31-1 デジタル時代に適応した企業変革が実現できているかについて、指標（定量・定性）を定め、評価していますか。

<ガバナンスシステム>

32-1  企業価値向上のためのDX推進について、経営トップが経営方針・経営計画やメディア等でメッセージを発信し

ていますか。

33-1  経営トップとDX推進部署の責任者（CDO・CTO・CIO・CDXO等）が定期的にコミュニケーションを取っていますか。

34-1  経営トップが事業部門やITシステム部門等と協力しながら、デジタル技術に係る動向や自社のITシステムの現

状を踏まえた課題を把握・分析し、戦略の見直しに反映していますか。

35-1 企業価値向上のためのDX推進に関して、取締役会・経営会議で報告・議論されていますか。

36-1  経営者がサイバーセキュリティリスクを経営リスクの1つとして認識し、CISO等の責任者を任命するなど管理体

制を構築するとともに、サイバーセキュリティ対策のためのリソース（予算、人材）を確保していますか。

37-1  サイバーセキュリティリスクとして守るべき情報を特定し、リスクに対応するための計画（システム的・人的）

を策定するとともに、防御のための仕組み・体制を構築していますか。

38-1  サイバーセキュリティリスクに対応できる体制の構築に向けた取組として、情報処理安全確保支援士（登録セキ

スぺ、登録情報セキュリティスペシャリスト）の取得を会社として奨励していますか。

39-1  サイバーセキュリティを経営リスクの一つと捉え、その取組を前提としたリスクの性質・度合いに応じて、サイ

バーセキュリティ報告書、CSR報告書、サステナビリティレポートや有価証券報告書等への記載を通じて開示を

行っていますか。
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以下の「企業価値貢献」および「DX実現能力」の観点から評価を行いました。

着眼点の詳細は次ページに記載しています。

■企業価値貢献についての考え方

企業価値貢献は、デジタル技術を用いた

「A.既存ビジネスモデルの深化」および「B.業態変革・新規ビジネスモデルの創出」の2つ

に分けます。

→「A.既存ビジネスモデルの深化」よりも、「B.業態変革・新規ビジネスモデルの創出」を

より高く評価します。

3.

─

評価のポイント （二次評価）
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以下の着眼点は「デジタルガバナンス・コード2.0」の（２）望ましい方向性と対応しています。

3.

─

評価のポイント （二次評価）

1） 企業価値貢献の着眼点

２） DX実現能力の着眼点
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3.

─

評価のポイント （二次評価）
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評価委員会の設置

「DX銘柄2024」等の選定にあたっては、評価指標等の策定及び銘柄の選定を行うため、学識経験者、デジタルの専門家、

投資家等からなる「DX銘柄2024評価委員会」を設置しました。

ＤＸ銘柄２０２４評価委員会

＜委員長＞

　伊藤　邦雄 一橋大学ＣＦＯ教育研究センター長

＜委員＞

　井口　譲二  ニッセイアセットマネジメント株式会社　　

　臼井　俊文  株式会社ファイブ・シーズ　   シニア・エグゼクティブ・アドバイザー

　内山　悟志  株式会社アイ・ティ・アール　   会長　エグゼクティブ・アナリスト

　片倉　正美  ＥＹ新日本有限責任監査法人　   理事長

　川津　篤子  デロイトトーマツリスクアドバイザリー合同会社　 パートナー

　山藤　昌志  株式会社三菱総合研究所　政策・経済センター　 主席研究員　研究提言チーフ

　田口　潤  株式会社インプレス    編集主幹　IT　Leadersプロデューサー

　寺沢　徹  アセットマネジメントOne株式会社　運用本部　  エグゼクティブESGアドバイザー

　三谷　慶一郎  株式会社NTTデータ経営研究所　   主席研究員  エグゼクティブ・コンサルタント

　山野井　聡  ガートナージャパン株式会社　 

4.

─

「ＤＸ銘柄２０２４」等の選定の体制

執行役員　運用本部副本部長　 
チーフ・コーポレートガバナンス・オフィサー

リサーチ＆アドバイザリ部門
マネージングバイスプレジデント
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■ＤＸプラチナ企業２０２４-２０２６　（業種順）

証券コード 法人名 業種 銘柄23 銘柄22 銘柄21 銘柄20 攻め19 攻め18 攻め17

6501 株式会社日立製作所 電気機器 ● ● ★ ● ●

7732 株式会社トプコン 精密機器 ★ ● ● ●

■ＤＸプラチナ企業２０２３-２０２５　（業種順）

証券コード 法人名 業種 銘柄23 銘柄22 銘柄21 銘柄20 攻め19 攻め18 攻め17

4519 中外製薬株式会社 医薬品 ◎ ★ ● ●

6301 株式会社小松製作所 機械 ◎ ● ● ★ ● ●

9830 トラスコ中山株式会社 卸売業 ◎ ● ● ★

5.
─

ＤＸプラチナ企業２０２４- ２０２６ ・ ＤＸプラチナ企業２０２３- ２０２５ 選定企業

〈過去選定歴〉

〈過去選定歴〉

※DXプラチナ企業2024-2026のグランプリ受賞履歴は、●→★マーク

※DXプラチナ企業2023-2025のグランプリ受賞履歴は、●→★マーク。プラチナ受賞履歴は◎マーク

※過去選定歴に記載している「銘柄」は、「DX銘柄」、「攻め」は、「攻めのIT経営銘柄」の略称
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■ ＤＸグランプリ２０２４　（業種順）

証券コード 法人名 業種 銘柄23 銘柄22 銘柄21 銘柄20 攻め19 攻め18 攻め17

5938 株式会社ＬＩＸＩＬ 金属製品 ● ●

7011 三菱重工業株式会社 機械

7936 株式会社アシックス その他製品 ●

■ ＤＸ銘柄２０２４　（業種順 証券コード順）※DXグランプリ企業を除く

証券コード 法人名 業種 銘柄23 銘柄22 銘柄21 銘柄20 攻め19 攻め18 攻め17

2871 株式会社ニチレイ 食料品

3591 株式会社ワコールホールディングス 繊維製品

3407 旭化成株式会社 化学 ● ● ●

4568 第一三共株式会社 医薬品 ●

5108 株式会社ブリヂストン ゴム製品 ● ● ● ● ● ● ●

5201 ＡＧＣ株式会社 ガラス・土石製品 ● ● ●

5411 ＪＦＥホールディングス株式会社 鉄鋼 ● ● ● ● ●

6367 ダイキン工業株式会社 機械 ● ●

6645 オムロン株式会社 電気機器

6841 横河電機株式会社 電気機器

7259 株式会社アイシン 輸送用機器

9143 ＳＧホールディングス株式会社 陸運業 ● ●

9101 日本郵船株式会社 海運業 ● ● ●

9201 日本航空株式会社 空運業 ● ● ●

9301 三菱倉庫株式会社 倉庫・運輸関連業

9434 ソフトバンク株式会社 情報・通信業 ● ● ●

3132 マクニカホールディングス株式会社 卸売業

2678 アスクル株式会社 小売業 ●

8316 株式会社三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 ●

8601 株式会社大和証券グループ本社 証券、商品先物取引業 ● ● ●

8253 株式会社クレディセゾン その他金融業 ●

4544 Ｈ．Ｕ．グループホールディングス株式会社 サービス業 ●

6.

─

ＤＸグランプリ２０２４ ・ ＤＸ銘柄２０２４ 選定企業

〈過去選定歴〉

〈過去選定歴〉

※過去選定歴に記載している「銘柄」は、「DX銘柄」、「攻め」は、「攻めのIT経営銘柄」の略称
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7.

─

ＤＸ注目企業２０２４　選定企業

証券コード 法人名 業種

1333 マルハニチロ株式会社 水産・農林業

4901 富士フイルムホールディングス株式会社 化学

4507 塩野義製薬株式会社 医薬品

5333 日本碍子株式会社 ガラス・土石製品

5711 三菱マテリアル株式会社 非鉄金属

6902 株式会社デンソー 輸送用機器

7911 ＴＯＰＰＡＮホールディングス株式会社 その他製品

9501 東京電力ホールディングス株式会社 電気・ガス業

9064 ヤマトホールディングス株式会社 陸運業

9104 株式会社商船三井 海運業

9233 アジア航測株式会社 空運業

4768 株式会社大塚商会 情報・通信業

2768 双日株式会社 卸売業

8174 日本瓦斯株式会社 小売業

8354 株式会社ふくおかフィナンシャルグループ 銀行業

8616 東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社 証券、商品先物取引業

7199 プレミアグループ株式会社 その他金融業

8439 東京センチュリー株式会社 その他金融業

2980 ＳＲＥホールディングス株式会社 不動産業

9216 ビーウィズ株式会社 サービス業

9715 トランス・コスモス株式会社 サービス業

■ＤＸ注目企業２０２４　（業種順 証券コード順）
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─

ＤＸグランプリ２０２４
─

ＤＸ銘柄２０２４
─ 

選定企業
─

取り組み紹介
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「世界中の誰もが願う、豊かで快適な住まいの実現」を目指し、世界をリードする技術やイノベーションで高品質な製品を開発・提供して

きたLIXIL。多岐にわたる複雑な事業領域の中で、再現性の高いグローバルな成長の基盤としてDX推進に力を入れています。社内での「デ

ジタルの民主化」にも成功し、新たなテクノロジーの活用にも積極的に取り組む同社のDXを実現したポイントやその価値観について取締

役代表執行役社長兼CEOの瀬戸欣哉氏、執行役専務Marketing・Digital担当 兼 Chief Digital Officerの金澤祐悟氏に伺いました。

オンライン接客サービスが、顧客満足度向上だけでなく、従業員

の子育て支援につながっているところが素晴らしい。

新規ビジネスも、単純に物売りからサービスへのシフトというだ

けでなく、値引競争から付加価値で勝負する世界へゲームチェン

ジさせようとしていることを評価したい。DXに限らず非常に多

岐にわたる変革を推し進めているが、それらが企業のパーパスと

明確に結びついており、従業員のパワーのベクトルを揃えること

に寄与している。

株式会社LIXIL
─

　金属製品　
─

　5938　

─

DXの取り組み状況 審査員コメント

DXグランプリ企業
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DXをバリューストリーム全体に一気通貫し、
お客様に最大価値を届ける

株式会社LIXIL

取締役　

代表執行役社長 

兼 CEO

瀬戸 欣哉
（せと・きんや）

―DXを推進するための戦略についてお聞か

せください

瀬戸）LIXILでは中長期の経営指標を達成す

るための道筋として「LIXIL Playbook」を策

定し、これに示した戦略の着実な実行を通じ

て、競争優位性の向上と、収益性の高い企業

への変革を図っています。そこに、インフレ

ーションとサプライチェーンにおける課題へ

の対応、日本事業の最適化と新たな事業成長

の追求、ウォーター事業における海外事業の

成長促進、環境戦略の事業戦略への統合、新

たなコア事業の創出という５つの優先課題を

お い て い ま す。こ れ ら の 課 題 を 解 決 し

Playbookの内容を実現するため、IT基盤を

強化し、カスタマーエクスペリエンス（CX）・

従業員エクスペリエンス（EX）を高めていく

「LIXIL デジタルトランスフォーメーション 

ロードマップ」を策定し、積極的にDXに取

り組んでいます。このロードマップでは、

CX領域としてデジタルプラットフォーム構

築やデジタルショールームによる既存ビジネ

ス変革、AI・IoT活用やスマートホームと

IoTサービス事業拡大による新規ビジネス開

発の２点への取り組みを挙げています。また、

EX領域ではERP高度化による生産性の向上

を行っています。ほかにも、IT組織としてア

ジャイルな働き方の確立や、ITインフラ、サ

イバーセキュリティの強化など社内外に対し

てDXソリューションの実現を目指していま

す。世界は、非常に早いスピードで未曾有の

変化を遂げています。デジタル技術は、

LIXILだけでなく、業界全体を変革する重要

な戦略手段の１つだと考えています。

―DXの取り組みとその成果について具体的

にお聞かせください。

金澤）LIXILは、より価値の高いCXを提供

すべく、DX推進に取り組んできました。そ

のため、従業員の働き方にもデジタル技術を

積極的に取り入れることで生産性の向上によ

りEXを高め、独自の製品・サービスを生み

出すとともに、エンゲージメントの向上を進

めています。その成果として代表的な事例を

挙げますと、コロナ禍を契機にこれまでのデ

ジタルサービスをベースに新たなオンライン

サービスを構築し「LIXILオンラインショー

ルーム」を2020 年春に導入しました。LIXIL

オンラインショールームは、従来型のプロセ

スでの販売モデルから顧客体験を一変しまし

た。購入検討中のエンドユーザーの時間短縮

を主としたユーザーメリットを叶えるほか、

ビジネスパートナーの効率化にも寄与し、コ

スト削減と販売サイクルの短縮にも貢献しま

した。その結果、成約率や成約スピードの向

上にも繋がっています。アフターコロナの現

在においてもリアルとオンラインを組み合わ

せたハイブリッド型サービスを提供していま

す。その後も、耳が不自由な方、日本語が母

―まずはDX推進にかかわる貴社の経営ビジ

ョンやビジネスモデルについて改めて教えく

ださい。

瀬戸）LIXILは、人びとの住まいの夢を実現

するため、LIXILのPurpose（存在意義）に「世

界中の誰もが願う、豊かで快適な住まいの実

現」を掲げ、先進的な技術と製品を開発、提

供しています。これまで、日本のものづくり

の伝統を礎に、世界をリードする技術やイノ

ベーションで、日々の暮らしの課題を解決す

る高品質な製品をグローバルで幅広く提供し

てきました。

　高い競争力を持ち、持続的な成長ができる、

より機動的で起業家精神にあふれた企業とな

るため、ガバナンス体制の強化や成長を加速

させ、財務体質を強化するための事業ポート

フォリオの最適化、基幹事業における生産性

と効率性を高め、シナジーを創出するための

積極的な取り組みなど、事業を変革する基盤

としてDXを推進しています。

　LIXILの事業領域は、再現性という観点か

らみると複雑な構造になっています。この複

雑な仕事をできる限り分解して、単純なもの

に変えてシステムにしていくことで再現性を

高める必要があります。そのためにデジタル

化が重要なカギになると考えています。

DXグランプリ企業
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株式会社LIXIL

―急速なＤＸを実現したポイントについてお

聞かせください。

瀬戸）新型コロナウイルス感染症の拡大が始

まったとき、企業として構造改革を推進する

チャンスと捉えて、すでに推進していた変革

を、更に加速させることで、将来の成長につ

国語でない方からも相談を受けられるよう、

AI音 声 認 識 文 字 起 こ し 支 援 ア プ リ

「AmiVoice ScribeAssist」を活用した接客サ

ービスの提供を始めるなど、CX向上を目指

した活動を続けています。EX領域では、デ

ジタルをこれまで以上に活用し、よりアジャ

イルで起業家精神にあふれた企業文化の構築

を目指し、従業員各々が部門の枠を超えて、

自らの業務を見直し、創意工夫をしながら、

自律的にデジタル化を推進していく「デジタ

ルの民主化」が急速に浸透しています。2021

年からプログラミング言語などを必要としな

い「ノーコード」でアプリ開発ができるツー

ルを導入し、デジタル基礎教育を提供すると

ともに、専門知識のない従業員がシチズンデ

ベロッパーとして、独自の業務ツールを開発

できる環境を整えています。「市民開発者」推

進の取り組みを現場に浸透させるため、まず、

全役員がノーコードのアプリ開発ツールであ

るGoogle AppSheetの研修を受け、自らアプ

リを作成するという課題を与えられ、実行し

ました。役員たちが開発したアプリは、社内

コミュニケーションツールであるWorkplace

などを通じて全従業員に共有され、それを目

にした従業員の間に、自分たちもアプリを開

発できるという認識が生まれ、この取り組み

が広がっていくという流れが生まれました。

自分が開発した業務用のアプリが現場で使わ

れるようになったことで、自らが業務プロセ

スの改善に貢献したという達成感、そしてこ

れからも自発的に行動し、課題を解決しよう

とする強いチャレンジ精神が伝わってきま

す。この意欲がEXの向上になっていると考

えています。

―先ほどAIについてお話がありましたが、

AIの導入にも積極的に取り組んでいるのでし

ょうか。

瀬戸）新しい技術、AIの導入にも一生懸命取

ていましたが、AIはインターネットを上回る

インパクトがあると思います。

金澤）AIはこれから、この事業のみならず日

本の全ての業界を変えていくと感じているの

で、どれだけこのテクノロジーを早く取り入

れ、よりユーザーに寄り添っていけるかとい

うところには力を入れていきたいです。

―DXを推進するきっかけについて課題や狙

いも踏まえて詳しくお聞かせください。

金澤）DXの推進を始めたきっかけの１つに、

新築住宅着工戸数の減少があります。日本の

住宅着工は今後も減少していく見通しです。

更に少子高齢化が進み、総世帯数は一層減少

に転じると予想される一方、国内の住宅スト

ック数は、世帯数を上回っています。世帯数

と住宅ストックとの乖離が進むことで、空き

家の増加も課題となり、こうした問題をふま

えてリフォーム事業に注力していく必要があ

りました。リフォームは新築に比べてエンド

ユーザーの関与が大きく、単純にシェアが高

いものが売れるということは期待しにくいた

め、CXを上げることが勝ち抜いていくため

の唯一の方法と考えた我々にとっては、その

ためのDX推進が急務でした。しかし当時の

LIXILは事業拡大と成長に向けた合併・買収

が多かったためにシステムがバラバラで、メ

インフレームを利用した古いシステムも多

く、システムを１つに統合するのは困難な状

況でした。システムに限らず、プロセス、部品、

商品としても多様性が高いという我々の事業

領域固有の問題もあり、より多くのチャレン

ジが必要だったと思います。DXを進めるに

あたっては、SoRとSoEを分離し2つを粗結

合にし、SoE側をアジャイルに変えていくこ

とを始めとした再現性を高めることが最初の

課題でした。

り組んでいます。フィロソフィーとしては、

先述の「デジタルの民主化」と同じで、生成

AIを民主化していきたいと考えています。特

定の人・プロジェクトで生成AIを用いてメ

リットを生み出すのではなく、従業員全体で

活用し生産性を上げていくため、安全に使え

る環境の構築も行っています。

　技術面でいいますと、まだまだ活用してい

く中で課題も出てきているので現場レベルで

使えるようフィードバックしていくことが必

要だと考えています。そのため、生成AIの

エンジニアを含めたチームを立ち上げ、かな

り精力的に活動しています。

―ここまでAIに注力している理由やAIに対

する考えをお聞かせください。

瀬戸）AIはかなり重要だと思っています。

我々が以前、別の会社を始めたころ、インタ

ーネットという凄い技術をどう応用すれば１

番良いビジネスにできるかという発想で考え

執行役専務

Marketing・Digital担当 

兼 Chief Digital Officer

金澤 祐悟
（かなざわ・ゆうご）

DXグランプリ企業
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株式会社LIXIL

CXを更に向上することを目指していきます。

LIXILには、生成AIツール開発の内製エン

ジニアチームがあり、従業員の生産性向上の

ためのツールを生み出しています。それらは、

これまでも使っていたオフィスツールに組み

込まれており、例えばメールツールの中で返

信する文章を提案してくれたりするような形

で、業務の質と効率を向上させるための支援

を行っており、4500 名を超える従業員が日々

活用しています。適応した教育コンテンツを

用意することで、デジタルに苦手意識がある

人も安心してAIを活用できる環境を整えて

います。また、コンシューマーに対しては、

例えばたくさんあるキッチンから、AIのアシ

ストを受けて、不安なく楽しみながら選ぶこ

とができるというような、AIを効果的に活用

したエクスペリエンス向上の変革を進めてい

きます。

ルダウンしていくものだと考えています。た

だ、トリクルダウンだけだと途中で苦手意識

や技能不足で止まってしまう点も出てくると

思うので、現場でその技術を活用している人

や、それが好きな人、リスキリングした人を

取り上げて、デジタル部門を中心に社内に発

信しています。そうすると、それが更にモチ

ベーションとなり一層前向きにツールを宣伝

したり、活用したりというところに繋がって

いきます。こういう流れでテクノロジーのフ

ァンをつくり、それをちゃんと見つけて、更

に社内に発信、共有していくことで、新しい

ツールの価値をより多くの従業員に浸透させ

ることができたのだと思います。

―最後に、DXを今後どのように展開してい

くか、今後のさらなるDXへ生かすビジョン

をお聞かせください。

瀬戸）これから生成AIの徹底活用で、EXと

わる当社に関わる人達の体験、流通店やコン

トラクターの体験価値も上げていかないと、

コンシューマーへの価値提供には至りませ

ん。しかし、LIXILが大きく変革させたいの

は、コンシューマーの体験を変えるというと

ころです。そのために関わる人達の体験まで

手広くリードして革新を起こしていく姿勢

に、LIXILならではのDXがあると思います。

また、デジタル部門ではアジャイルな働き方

を 実 現 す る フ レ ー ム ワ ー ク「 ス ク ラ ム

(Scrum)」手法を導入し、アジャイルな働き方

を推進することで、市場の変化や顧客ニーズ

に迅速に対応する組織体制で機敏に対応して

いることも特徴の１つだと感じています。

―「デジタルの民主化」など全社的なDXの

取り組みを感じますが、従業員全体のモチベ

ーションを高めていくコツなどはあります

か。

瀬戸）新しいテクノロジーは基本的にトリク

DXグランプリ企業

ながる基盤を構築してきました。デジタル技

術は単なるツールではなく、従業員の働き方

にも変革をもたらしています。従業員がオン

ラインでつながりながら働き、デジタル技術

を活用して生産性を向上させ、イノベーショ

ンを起こすことで、お客様にとっての価値を

最大化することに尽力してきました。従業員

が仕事と家庭のニーズを両立し、より柔軟な

働き方ができる環境を迅速に整備した結果、

こうした取り組みが功を奏し、魅力的な職場

として企業の評価が高まり、事業展開する多

くの国で労働市場がひっ迫しているにも関わ

らず、有能な人材を惹きつけることができて

います。

金澤「）デジタルの民主化」がLIXILで順調に

広がった理由の１つには、最高経営責任者であ

る瀬戸欣哉をはじめとする役員や管理職が、

フラットで風通しの良い社内風土づくりに力

をいれてきたこともあると思います。

―貴社ならではのDX、貴社のDXの特徴に

ついてお聞かせください。

金澤）CXを向上させるとき、エンドユーザ

ーだけに注力しても実現が難しいです。

　LIXILは製造業であり、BtoBの事業でも

あるため、バリューを最終的なコンシューマ

ーに届けるまでには社内や、流通店、コント

ラクターなど多くの人達が関与します。その

全体がデジタル化していないと、本当のCX

を上げていくことはできません。住宅設備・

建材の業界には、複雑なバリューストリーム

があり、そこを一気通貫で効率化していかな

ければいけません。そのため、当社に関わる

周りのプロセスも変える必要がありました。

　例えばLIXILが提供する水まわり商材に特

化したシステム「e-Connection（通称・イイ

コネ）」は、代理店様や施工業者様が、見積も

りや発注などをオンラインで完結できるシス

テムです。価値提供するまでのプロセスに携
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サステナブルで安全・安心・快適な社会の実現のため長年、DXに取り組んできた三菱重工業。最先端の技術を活かすノウハウと、その洞

察力を持った人財を武器に幅広い事業で製品・サービスとデジタル技術を「かしこく、つなぐ」ことをコンセプトに新たな価値を生み出し、

提供してきました。同社が時代の変化の中で変わらず、DXに取り組み変革を成功させてきた鍵や、その戦略について取締役社長CEOの

泉澤清次氏にお話を聞きました。

当企業のBMの変革は①脱炭素化を目指すエナジートランジションと②ΣSynX(シグ

マシンクス）に代表される社会インフラのスマート化の２本の成長領域から成り立

つ。①日本政府が目指すカーボンニュートラルの２０５０年の達成に対して、MHI製

品や技術を実装する顧客のために２０４０年までの自社の先行達成を打ち出してお

り、しかも具体的ロードマップも年々具体化されてきている。発電システムの高効率

ガスタービンへの置き換え、燃料へのアンモニアの混合、水素への燃料転換などが具

体例である。②先進制御技術を集約したプラットフォームがΣSynX(シグマシンク

ス）であり、e-commerce、物流などへのワンストップソリューションとして各方面へ

の導入が進んでいる。本邦を代表する社会課題解決企業であり、DXを大きな武器とし

てさらなる成長が期待できる。

三菱重工業株式会社
─

　機械　

─

　7011　

─

DXの取り組み状況 審査員コメント

DXグランプリ企業
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DXでデジタル技術とモノづくりを
「かしこく・つなぐ」

三菱重工業株式会社

三菱重工業株式会社

取締役社長CEO
泉澤 清次

（いずみさわ・せいじ）

DXが意味を成していくと考えております。

　当社グループでは長年、機械と電子制御で

最適化を狙っていたメカトロニクスの時代か

らデジタルの融合と向き合ってきました。今

は、最先端のデジタル技術やネットワーク技

術、AIや生成AIなどの新しいテクノロジー

をどのように使い、どのように繋げていくの

かという点にアプローチし、我々にしかでき

ないDXに向けて取り組んでいます。

―DXを推進するためにどのような戦略を行

ってきましたか。

泉澤）まず、DX推進のために従来からある

技術基盤の共有化とグループ内の展開を目的

として、2022 年7 月に「デジタルイノベーシ

ョン本部」を新設しました。

　この新体制の下、クリエイティブな製品を

生み出すため、グループ全体で２万人強のデ

ジタルイノベーション人材の育成、事業の顧

客接点に関するデジタルサービス、オペレー

ションなどのアジャイル開発を推進する組織

を設置し、アジャイル開発の社内浸透を強め、

デジタルエクスペリエンス推進やデジタルプ

ラットフォームの開発に取り組んでいます。

　また当社グループが利活用できるデジタル

環境の基盤を整備するために、デジタルイノ

ベーションブランドのΣSynX（シグマシン

クス）を立ち上げました。このΣSynXは、

エコシステム、プロダクト、標準ツール、セ

キュリティの４つの要素を含み、「かしこく・

つなぐ」をコンセプトにしています。

　ΣSynXを支える技術基盤として、当社グ

ループは700 以上の技術分野、数千規模に及

ぶポンプやガスエンジンなどの機械モジュー

ルや、宇宙ロケットやGTCC（ガスタービン・

コンバインドサイクル発電プラント）などの

複雑機械の開発から運用・保守に至る多様な

データ・ノウハウを保有しています。

　長年のノウハウや最新の知見を、標準ツー

ルとして全ての事業分野で活用できるデジタ

ル基盤を整備し、それを用いて、知能化、統

合監視※や運用保守最適化等のデジタルプラ

ットフォームとして横展開を進めています。

※「統合監視」：単体設備システムの管理からより広範

な複合設備の集中管理が可能な監視制御

―DXの取り組みについて具体的にお聞かせ

ください。

泉澤）当社グループは喫緊の社会課題を、モ

ノづくり（ハードウェアや機械群）をデジタ

ル技術で「かしこく・つなぐ」ことでリアリ

ティのあるソリューションとして、解決して

いこうとする取り組みを行っております。

　具体的に言いますと、当社グループの製品

であるガスタービンは、天然ガスを使って効

率よく発電しますが、これと、気体からCO2

を効率よく取り除くCO2 回収装置がありま

す。いずれも世界シェアトップです。それら

ガスタービンやCO2 回収装置は、複雑な機械

―まずはDX推進にかかわる貴社の経営ビジ

ョンやビジネスモデルについて改めて教えて

ください。

泉澤）DX推進の上流にある三菱重工グルー

プのミッションは、「長い歴史の中で培われ

た技術に最先端の知見をとりいれ、変化する

社会課題の解決に挑み、人々の豊かな暮らし

を実現すること」です。当社グループの目指

す社会は、サステナブルで安全・安心・快適

な社会の実現であり、これを実現するために、

「課題解決に向けて、地域・顧客に応じたリ

アリティのあるソリューションを提供するこ

と」「モノづくりを起点として、バリューチェ

ーンの上流・下流に仕事の幅を広げ、社会の

変革を実現するエコシステムの結節点（ハブ）

になること」の２点に注力しています。

　DXは、これらを実現する最先端の知見の

重要な要素です。製造業の現場においては、

従来人間が担っていた、知覚、認知、行動、

操作のような要素がデジタル化され、それが

知能として機械と協調する世界が既に存在し

ます。今後は、デジタル空間にて担保される

範囲が拡張され、こうした人間のタスク、判

断やコミュニケーションが物理機能の仮想

化、シミュレーション、機械の機能向上、製

造技術伝承、業務効率化等、多様な局面で

DXグランプリ企業
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ウを有しています。これらをデジタルモジュ

ールとして整備し組み合わせることで、新し

いプロダクトやエコシステムを提供する可能

性は無限大になります。デジタルイノベーシ

ョンを担う専門組織の人材が起点となり、こ

れら当社グループの保有技術とノウハウを活

用し、お客様の多様なニーズに適応させるた

めに、新しいソリューション提案や、サービ

ス展開・流用、社共通課題へのアプローチを

事業部門と協働で迅速に実行してきたこと

が、DXソリューションに成功した要因だと

考えております。

　ΣSynXというコンセプトを導入して、当

社グループのデジタル技術の方向性をまとめ

たことも成功の要因だと考えています。

―貴社ならではのDX、貴社のDXの特徴に

ついてお聞かせください。

泉澤）当社グループは事業分野が多く、30 以

上の異なる事業部門が存在し、700 以上の多

群で構成されますが、安全で確実に稼働させ

るために、高度な制御技術がその背後で活躍

しています。二つの異なる機械群をあたかも

１つのプラント機器のように最適に運用する

ことで、高効率でCO2を極限まで減らした火

力発電所を実現できます。これを可能とする

のが、デジタル制御技術であり、当社グルー

プは、既に最新のAI技術も活用しています。

エネルギーロスを最小とする運転、起動から

緊急時の停止条件まで確実な全体制御を実現

し、カーボンニュートラル電力の供給につな

げていきます。

　また、ΣSynXを搭載した物流機器と搬送

ロボットをデジタルの群制御で、最適な搬送

ルートを確保し、自動でコントロールするこ

とにより、物流倉庫の無人化・省人化やスル

ープットの最大化を可能とした倉庫内物流の

自動化ソリューションを実現しました。倉庫

入り口でのトラックの積み下ろしの自動化に

も取り組んでおり、物流2024 年問題の解決

に貢献したいと考えています。

　他にも、AI/ロボット活用により、高度技

能作業の支援・自動化、単純作業の置換、重

負荷作業の協働で将来の熟練者の不足・人手

不足を解消することや、MR（Mixed reality）

などの現実世界に仮想的な情報を重ね合わせ

て表示する技術を活用し機器据付工事のため

のマーキングやマーキング位置のデジタル表

示等で組み立ての効率化を図ることで、生産

技術の高度化に取り組んでいます。

　これらの取り組みによって、デジタル技術

を駆使して、会社の経営ビジョンを実現して

いきます。

―AIなど新しい技術が次々と進出していま

すが、これらを活用する上で意識している点

はございますか。

泉澤）最先端の技術の活用については、その

全てを自らで開発する必要は必ずしもなく、

す。その課題として、あらゆる仕事のやり方

を常に改善し続け、開発から製造、サービス

までの事業の循環スピードを上げること、製

品群とデジタル技術を“かしこく・つなぐ”こ

とで新たな価値を創造・提供することに着目

しています。

　また、グローバル社会の情勢は、資源・気

候変動・国際関係・技術において急速に変化

し、社会課題も複雑化しております。それに

伴い、当社グループのお客様は、省人化・自

律化・エナジートランジション/省エネのよ

うな課題をお持ちです。その為、リアリティ

のあるソリューションとして、早く、安く、

確実に製品やサービスをお客様へ届けるため

にDX推進に取り組み続けています。

―DX推進によって課題をどのように解決し

ましたか。また、DXが成功したポイントに

ついてもお聞かせいただけますと幸いです。

泉澤）１つめの課題として、事業の循環があ

ります。長い歴史の中で培われてきた多くの

技術標準や設計ノウハウを形式知化し、標準

のITツールとして集約し、共通の技術基盤

を整備することで、全ての事業分野でいつで

も安心して活用することを実現しました。ま

た、計画的にデジタルガバナンス、組織機能、

人材育成、デジタルプラットフォーム、カル

チャー・マインドセット変革等のDXの素地

を築いてきたことにより、変革を加速するこ

とができたのではないかと考えています。こ

のDXの基盤を、多くの技術分野を有する当

社グループでは、ベストプラクティスをIT

ツール化することで、迅速な横展開を行いま

した。

　２つめの課題は、新たな価値の創造・提供

です。VUCAと言われる先行きの見通せない

時代に対する柔軟な対応力で解決してきまし

た。当社グループは700 以上の技術分野を持

ち、幅広いニーズに対応できる技術・ノウハ

オープンイノベーションという形で、国内外

の最先端の技術を持っているところと連携す

ることが最適解の一つになると思います。そ

して、それをどう我々の今の実際の製品なり、

プロセスに使っていくのかが大切だと考えて

います。利用者目線でのデジタル技術を開発

していく人間、そしてそれを実際に実装して

いる人間、それを1ヶ所に集めて最先端技術

の活用について進めています。そしてその為

に、最先端技術が世の中でどう動いて、何に

使えることができそうなのかを洞察できる人

間の育成に努めます。

―貴社がDXを推進するきっかけについてお

聞かせください。

泉澤）高度成長期から長年、当社グループで

は自動化や省人化について取り組んでいまし

た。我々の目指す「サステナブルで安全・安心・

快適な社会の実現」の為には、その社会イン

フラを構成している機械製品の進化が必要で

DXグランプリ企業
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実装していかないと社会変革ができなくなっ

てくると感じています。しかし、これは当社

グループのみではできません。そのときに

DXは繋ぐという意味で大きな武器になると

思います。１つ１つの単体のデータやシステ

ムを動かすだけでなく、仲間と情報やデータ

を繋げていくことで、思想を共有し、同じ方

向を目指して進むため、DXで思いを繋ぐこ

とも大切にしていきます。こうしたそれぞれ

の想いをDXで繋いだ結果、当社グループの

エンジニアリング能力と多くの製品・技術を

ベースとしたモノづくりを起点として、エナ

ジートランジションを具現化するエコシステ

ムのハブになり、DXに取り組む産官学の多

くの信頼できる仲間とともに、これまでの枠

にとらわれず果敢にトライし、新たな価値創

出に挑戦していきます。

社グループが提供する機械システムを知能

化・自律化させるだけでなく、機械システム

同士の協調や社会システムの知能化を通じ

て、安全・安心なサステナブルな社会への基

盤づくりを目指すことであると考えていま

す。今後はこのビジョンを実現する為、DX

によるオペレーションの最適化を進め、製品・

事業の環境が変化していく中で当社グループ

も変革を進めていきたいと思います。また、

これまでの蓄積したノウハウを、エナジート

ランジションや、物流など社会インフラのス

マート化へ繋がるソリューションを継続的に

提供していく仕組み作りを加速していきたい

と考えています。

　またDXに限らず、様々な価値観や技術な

ど変化が激しい時代ですので、事業を取り巻

く環境が変わっていく中で、バリューチェー

ンやエコシステムなど、従来、個別に成り立

っていた仕組みを大きなシステムとして社会

様な技術を用いたDXが特徴の１つだと考え

ています。特に国内ではいわゆるオンリーワ

ンと言われる製品も多く保有しています。ま

たCTOの所掌部門に、R＆D、デジタルイノ

ベーション、バリューチェーンの最適化など

の活動を集約しています。

　そこで、これらの特徴を踏まえたDXの計

画を立案し実行してきました。前述のΣ

SynXはそれを集約したコンセプトです。こ

のΣSynXを通して、社内のベストプラクテ

ィスを共通のITツールとしてデジタル基盤

を充実させ、多様な製品をかしこくつなぐこ

とで顧客価値を創造する事を目指していま

す。

　また、技術の強みという視点では、ハード

ウェア以外に、長年の研究開発と実機検証に

基づく、モデリング＆シミュレーション技術

や各種プラントの遠隔監視や豊富な長期保守

実績データ、オペレーション＆メンテナンス

によるデータ・アナリティクス技術、多様な

製品や複雑な機械群のシステム制御、そして

それらに適用してきたAI技術の蓄積があげ

られます。これらも、ΣSynXとして集約し、

当社グループの多様な機械製品群への適用を

進めています。

　現在、省人化・省エネ化・脱炭素化の社会

ニーズに適合するために、機械システムは複

合化・複雑化の一途を辿っています。そのよ

うな複合化・複雑化した機械システムも、従

来の機械を組み合わせて、新しい要素を加え

ることで実現する、という考えを持つことで、

これまでニーズの変化に素早く対応してきま

した。この技術適合のスピード感もまた、当

社グループのDXの特徴だと思います。

―最後にDXを今後どのように展開し、社会

にどんな価値を提供したいとお考えでしょう

か。

泉澤）私たちのDXに関するビジョンは、当

DXグランプリ企業
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VISION2030に掲げている「誰もが一生涯、運動・スポーツに関わり、心と身体が健康で居続けられる世界の実現」を達成するため、グロ

ーバルに事業の場を広げているアシックス。時代の流れを見据え、DX推進の結果、業務の効率化や新たなコンテンツの提供など幅広く

可能性を広げてきました。更にDXの取り組みを通じてお客様の理解を深め、プロダクトのみならず、包括的な環境とサービスの提供で、

個々に寄り添うことを目指している同社。DX活用による新たなビジネスの確立や、人材育成について代表取締役社長COO富永満之氏にお

答えいただきました。

中長期経営計画でも、デジタル・パーソナル・サステナブルの3本柱のひと

つとして、DX戦略が適切に位置付けられている。また、「既存ビジネスの深化」

「新規ビジネスモデルの創出」においても、財務成果を期待させる内容となっ

ている。DXによるDTC（Direct to Customer）シフトの強化とそれにスポー

ツ工学研究所の商品開発力と品質の掛け合わせで中期経営計画2023の目標

の大幅達成を実現した。BI活用も進んでおり経営判断に活用されている。シ

ステム運営はグローバルで統合されている一方、機能役割に応じたグローバ

ルな拠点設置・人材配置を行っている。全世界で700名超のデジタルプロフ

ェッショナルを抱えDX実現能力も高い。

株式会社アシックス

DXの取り組み状況 審査員コメント

─

　その他製品　

─

　7936　

─

DXグランプリ企業
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DXを通じたグローバルコミュニケーションで
お客様の個々に寄り添う

株式会社アシックス

株式会社アシックス

代表取締役社長

COO

富永 満之
（とみなが・みつゆき）

め、本年度からは包括的に全社員がデジタル

を学べる環境を整え、更なるDX戦略推進に

取り組んでいきます。 また、技術面におきま

しても、2022 年には売り上げの約9 割を占め

る事業地域への基幹システムの導入が完了

し、現在はグローバル全体の顧客データや売

り上げ、在庫データをリアルタイムで見るこ

とができるようになりました。「見える化」を

進めることで、業務の効率化に取り組むこと

ができました。対話型生成AIの活用も開始

し、現段階では翻訳・要約・資料作成・情報

収集において活用が進んでいます。今後は、

商品デザインやビジネスでの積極的な活用も

視野に入れております。

―DXを推進するきっかけなどはあったので

しょうか？

富永）実は、2000 年代半ばグローバル化が一

気に進み、海外での売り上げ比率が一気に伸

びたころ、DXの取り組みは遅れていました。

―まずはDX推進に関する貴社の経営ビジョ

ンやビジネスモデルについて改めて教えてく

ださい。

富永）当社は、創業哲学である「健全な身体

に 健 全 な 精 神 が あ れ か し 」の も と、

VISION2030に掲げている誰もが一生涯、運

動・スポーツに関わり、心と身体が健康で居

続けられる世界の実現を目指しています。現

在は、経営基盤の強化のためにこれまで継続

的に投資をつづけてきたデジタル分野につい

ても、一層力を入れております。

また、これまでアスリートのパフォーマンス

向上を支える機能的なプロダクトを提供する

製造業として成長してきました。2007 年にア

シックスブランド直営店の1 号店を出店以降、

eコマースを含めたDTCチャネルを強化して

います。そして、その過程としてデジタルへ

の投資も行ってきました。中期経営計画2026

では、OneASICS経営を掲げており、成長基

盤を確固たるものとして、更なる成長のため

邁進していきます。

―DXを推進するための戦略についてお聞か

せください。

富永）DX推進という観点から言いますと、

IT知識のみではなくビジネス部門のデジタル

スキル向上も必要だと考えています。そのた

そのころというのが、ECサイトで商品を購

入するのが当たり前のような時代になってき

ていたのですが、当社の当時の売り上げの

ECサイト比率は数％でした。そこで売り上

げを伸ばす競合の中で、自社のリテールでe

コマース をやっていかなければならないと考

え、取り組みを進めてきました。今は、試行

錯誤しながらも、更なるDTCのプロダクト

やサービスの改良を目指しています。

―DX化に成功したポイントは

どのようにお考えでしょうか。

富永）先ほど、約9 割の事業地域

への基幹システムの導入を完了

したと述べましたが、これらの

導入を日本からでなく、ヨーロ

ッパから順次展開したことが、

DX化成功の一つの鍵になったと

考えています。日本は卸売業者

が多く、商習慣が複雑です。さ

らに弊社の日本国内事業では、あらゆる領域

の商品を販売しています。一方で、海外では

ランニングやテニスなどの強い商品を中心に

販売しているため、日本モデルを先に構築し

てから海外に展開すると、グローバル標準に

合いません。そこで、最初にマルチカントリ

ー・カレンシーの欧州から着手し、そこから

米国、中国、最も難易度の高い日本という順

番で進めてきました。

DXグランプリ企業
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―貴社のDXソリューションの事例を教えて

ください。

富永）2022 年からデータ・アナリティクスチ

ームをデジタル部門に創設し、社内のデータ

を一元的にデータ共有できる体制を構築しま

した。2023 年にはビジネス側の部門にもBI

チームを設置し、有効的なデータ活用や、ク

イックなデータ提供へのプロセスを確立して

います。BI推進における特徴的な取り組みで

言いますと、社内経営情報のダッシュボード

―貴社ならではのDX、また貴社のDXにつ

いてお聞かせください。

富永）DTCの販売チャネルや会員プログラ

ムである「OneASICS」をはじめ、ランニン

グアプリ「アシックスランキーパー」や、レ

ース登録プラットフォーム「レースロースタ

ー」などを通じて、ターゲットの包括的なタ

ッチポイントと顧客情報を有している点も、

エンゲージメントを高めることができる当社

らしい特徴ではないかと思います。また、デ

ジタル人財と事業のコアスキルの内製化を進

めていることも強みだと感じています。

―デジタル人財の体制について詳しくお聞か

せください。

富永）現在、当社ではアメリカ・カナダ・オ

ランダ・神戸・東京を中心に700 名以上の高

度なITスキルを保有したデジタル人財を配

置しています。デジタル組織の拠点を各地に

分散しており、それぞれの拠点からグローバ

ルのスコープで職責をリードし、GIE のデザ

インで業務執行しています。これからの時代、

一般ユーザーですらデジタルマーケティング

ができないといけないと考えています。そう

いった意味でも、一度個人のデジタルレベル

を見える化して、どのレベルを目指すのか、

そしてそれに合わせたトレーニングができる

仕組みを作っていきたいと考えています。ア

シックスが目指すグローバルコミュニケーシ

ョンにはデジタルが必要というところで、グ

ローバルで活躍できるデジタル人財の発掘・

育成に更に力を入れていく所存です。

―デジタルビジネスの内製化に取り組んだき

っかけはあるのでしょうか。

富永）はい。アシックスのようなビジネスモ

デルにとって、ITはやはりコアコンピテンシ

ーです。eコマースの売り上げは18.8%に達

し、最も割合の大きなチャネルです。ここで

デジタルビジネスを自社で行わず、アウトソ

ーシングしていてもアセットになりません。

また、これから更に、AIや新しいテクノロジ

ーが生まれたときに、もし外部のデジタルリ

ソースに依存しているとスキルやリテラシー

の不足で対応が遅くなるリスクを懸念しまし

た。こういった点に対して効率の悪さを感じ

たので、内製化で新しいビジネスの創造を目

指してきました。

―実際、デジタルビジネスに取り組んだ成果

をお聞かせください。

富永）新型コロナウイルスの影響は大きかっ

たといえます。卸の店舗が閉まり、eコマー

スの需要がぐんと増えました。お客さんも今

やシューズを履かずに購入するようになって

います。アメリカでは、シューズをサイズ違

いで2～3 足注文し、サイズが合わなかった

ものだけ返す。そんなビジネスモデルも確立

されています。

　また、ロイヤリティプログラムを作り、e

コマースと連携させました。ここで会員へ新

商品についてのタッチポイントを作ることが

できたのは１つの成果だと思います。我々は

更にそこから、ランナーに付加価値をつけた

いということでアプリケーションやレース登

録サイト運営会社の買収にも取り組みまし

た。これにより、これまではスポンサーにな

り、エキスポで販売するようなビジネスモデ

ルだったのが、現在はレース登録から始まり、

アプリを通じたトレーニングサポートやコミ

ュニティ形成によるランニングイベントなど

を提供するビジネスモデルへと進化していま

す。レース登録のプラットフォームの世界シ

ェアはアシックスがNo.１になりましたし、

競合他社と比べてもここは当社の強みだと思

います。

DXグランプリ企業
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「OneASICS経営」の一例として、会員プログ

ラムの利用者数を現在の945 万人から、3 年

後には3000 万人にまで増やすことを目指し

ています。お客様とコミュニケーションを取

り、データを収集・分析し、個々にあわせた

情報や、ブランドのメッセージを伝えていく

というモデルを深化させていきたいです。長

期ビジョン「VISION2030」へ向けて、DXの

取り組みを通じてお客様の理解を深め、商品

のみならず包括的な環境とサービスの提供を

通じて、モチベーションの維持や目標達成の

サポートを行い、個々に寄り添える会社にな

っていければと思っています。

―最後に、現在DXに取り組む企業にアドバ

イスやエールをお願いします。

富永）DXに取り組む初期段階では、スコー

プを絞って小規模でもいいので成果を出すこ

とにこだわるのが良いと考えます。そして、

取り組みが進んできたら、経営戦略とDXを

通じた課題解決をどのように整合させ、全社

としてデジタルを活かすかという視点が重要

になります。各部門で実施してきた「点」で

のDX活動を、戦略と文脈でつないで「線」に

し、全社を巻き込んで実績を積み上げること

で「面」とした結果、力強いDXになるのです。

また、DX推進においてはツールとそれを扱

う人のどちらも揃わないと真のDXとはいえ

ません。ツールを使いこなしビジネス戦略に

いかに結びつけるかがポイントになります。

そのためのデジタル人財の育成や教育に注力

することが重要です。デジタル人財は勝手に

育つわけではないですし、日本は世界競争力

ランキングで順位を下げており、他国に遅れ

をとっています。その環境下で、DXを力強

く推進するには、「国内外からのデジタル人

財登用」、「人財の育成」の2つの側面から人

財のアプローチすることが必要ではないかと

思います。

ルを意識したグローバル統一のセキュリティ

ポリシーの作成も行いました。現在はこれに

応じたセキュリティへの投資を行っておりま

す。最後に、データの漏洩リスクに対してプ

ロテクションを導入し、システム面を強化し

ています。情報セキュリティ専任チームが中

心となり、セキュリティの強化にむけて取り

組むほか、インシデントが発生したときのリ

アクションについても専門ベンダーの提案を

取り入れながら検討・準備を行っています。

―今後、更なる飛躍に向けDXをどのように

展開していくことをお考えでしょうか。

富永）これまでの取り組みにより、インフラ

やデータを取得する環境は整ってきました。

これからは、この基盤をフル活用する段階に

あると考えています。今、デジタル化が益々

進み、プロダクトやコンテンツはもっと面白

くなっていきますので、新しいイノベーショ

ンを作るところにも取り組みたいです。また

れだけの価値を提供しなければいけないと考

えています。そのためにも、個人情報の取扱

いについては厳重に行う必要があると思いま

す。

―具体的にどんな取り組みを行っているので

しょうか。

富永）大きく分けて３つ、ガバナンスの取り

組みを行っております。まず、2023 年4 月よ

りデータガバナンスボードというものを開設

し、定期的に関係者全員でデータに関して議

論する場を設けています。データの追加や整

備に関して議論し、ガバナンスボードの承認

がなければ変更できない仕様になっているの

で、全体最適から逸脱しないように管理をし

ています。次にセキュリティ基盤構築のため、

グローバルセキュリティチームを構成し、サ

イバーアタックなどの外部攻撃に対するセキ

ュリティを高め、恒常的に実施しています。

また、グローバルで異なる個人情報保護レベ

化を進めており、メールやパワーポイントを

廃止しています。これによって、グローバル

共通でダッシュボードを通じたミーティング

や数字の確認を行うことができるようになり

ました。現在、社内の様々な領域で約30 件

のダッシュボードを稼働させており、更なる

タイムリーな情報配信やデータ活用、業務の

効率化を目指しています。

　また、サプライチェーンの改革にもDXを

活用してきました。改革以前の体制時は、売

り上げや在庫管理にタイムラグが生じてお

り、経営判断の遅れや事業収益性の障壁とな

っていました。今後、トレーサビリティやサ

ステナビリティなど色々な課題が出てきます

ので、ネクストステップとして、生産まで含

めたサプライチェーンの見える化に取り組み

始めました。2023 年よりデジタル部門内のサ

プライチェーンソリューションチームに加

え、2024 年からは経理財務部門傘下にサプラ

イチェーン・トランスフォーメーション部を

新設し、これらを通じて、情報の可視化とマ

スターデータマネジメント強化による SCM

オペレーションの高度化や効率化を進めると

同時に、カテゴリーを超えたプロセスの標準

化と、グローバルレベルでのプロセス改善を、

データを活用した事業部門とデジタル部門が

緊密に連携し推進しています。この取り組み

によって、データを活用したグローバルに及

ぶサプライチェーン改革が達成できると考え

ています。

―多くのデータを取り扱う上で情報セキュリ

ティにはどのようにお考えでしょうか。

富永）やはりここが１番難しいところだと思

っています。我々は、コンセプチュアルにい

うとランナーのデータの全てを取ることがで

きます。しかし、ランナーからすると、レー

ス登録しただけで、アシックスへの情報提供

に許可を出したということではないので、そ

DXグランプリ企業
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株式会社ニチレイ

27

─

　食料品　

─

　2871　

─
経営ビジョン・

ビジネスモデル
ニチレイグループの経営ビジョンとして

「私たちは地球の恵みを活かしたものづく
りと、卓越した物流サービスを通じて、豊
かな食生活と健康を支えつづけます。」
また、長期経営目標として「2030 年の姿」
を掲げています。
●イノベーションの推進
●社会課題を解決する新たな価値の創造
●高付加価値化・資本効率最大化

・売上高１兆円
・海外売上高比率３０％
・営業利益率８％
・ROIC９％以上

これらを達成し、人々の豊かな食生活
と健康に貢献することを目指します。
そして、「DX」をこの目標を達成する重要
な手段として考えています。

戦略

　2021 年、グループ全体のビジョンおよ
び重要事項に紐づけて、「ニチレイグルー
プ DX戦略」を策定しました。
●ニチレイグループ５つの重要事項（マテ
リアリティ）

１．食と健康における新たな価値の創造
２．食品加工・生産技術力の強化と

　　　低温物流サービスの高度化
　３．持続可能な食の調達と 
　　　循環型社会の実現
　４．気候変動への取り組み
　５．多様な人財の確保と育成　
●ニチレイグループ DX戦略
　「従業員一人ひとりがごく当たり前にデ
ータ・テクノロジーを使いこなし、地球と

人々に新たな価値を提供し続けます。」
　DX戦略の「ごく当たり前に使いこなす」
とは、なにかをやりたいと思ったときに、
データやテクノロジーを手段のひとつとし
て抵抗なく取り入れられるよう「デジタル
を共通言語化すること」です。
　共通言語化とは、全ての従業員が、デジ
タルに対する知識やスキルを標準的に持ち
合わせている状態のことです。

ニチレイグループでは、データやテクノ
ロジーを活用したビジネス変革活動をDX
として位置づけています。グループの5つ
の重要事項に紐づけて、「価値創造DX」・

「生産・物流DX」・「サステナビリティ
DX」・「人財DX」そして「経営基盤DX」を
設定しました。
　これらの活動を通じて新たな価値を創出
し、グループのビジョンを実現します。

組織づくり・人材・ 

企業文化
　2022 年より、研修や講演会などのデジ
タル教育を開始し、あわせてDX活動の場
として「DIG!LAB（デジラボ）」を開設し
ました。更に、各部署でDX活動を牽引す
る「デジタルリーダー」の任命も進めてい
ます。デジタル教育の一環であるDX研修
では、レベルに応じて「DXブロンズ」「DX
シルバー」「DXゴールド」の3ステップの
プログラムを実施しています。上位のプロ
グラムを受講した従業員の中から、DX活
動を牽引する人財として「デジタルリーダ
ー」を任命します。このデジタルリーダー
は今後のDX活動の中心的役割を担い、そ
れぞれの現場の課題をデジタルで解決する
ことを目指します。「デジラボ」とは、DX

活動を通じて関わり合ったメンバーが築き
上げていくコミュニティのことです。
また、活動の成果を会社全体のDX推進に
生かしてもらうための仕組みでもあります。
社内ポータルサイトやTeams上で、従業
員同士が集い、支え合いながらともに変革
していく場を提供しています。

デジタル技術 

活用環境の整備
①企業文化

DX戦略の策定、DX研修の全社員の修
了などにより、グループ全体のデジタルリ
テラシーの底上げを図っています。特に意
欲や能力の高い者には、レベルに合わせた
研修プログラム等の提供をしております。
②基幹システム

SAP社 のS/4HANAなどの業務パッケ
ージをグループ全体で活用し、業務効率化
を進めています。またBIツールを用いて、
様々なデータを可視化して、経営・業務の
意思決定を行っています。
③ツール

Microsoft365を導入しコミュニケーショ
ン基盤を整備することで、従業員一人ひと

従業員一人ひとりが主役となって取り組むDX
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りに合わせた働きやすい労働環境の構築や、
パートナー企業との円滑なコミュニケーシ
ョンを進めています。また、RPAなど誰
でも使えるローコードツールを導入し、ペ
ーパーレスや業務の自動化を進めておりま
す。
④現場

生産ラインでのAIを活用した異物判定
や物流現場でのAGVを活用した自動搬送
など、生産工場や物流倉庫でのデジタルテ
クノロジーの導入により、省人化・省力化・
高度化を進めています。

DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
　まず、ニチレイグループ全社での取り組
みとしてデジタル教育が挙げられます。
　2022 年度から開始し、2024 年度までに
国内全社員約3,500 名が「DXブロンズ」を
修了する予定でした。ところが、トップ自
らが先んじて受講するなどニチレイグルー
プ全体としての意識を高めていくことで、
逆に社員の側の研修への取り組みも積極的
になるなど、トップダウンとボトムアップ
の双方からの促進で、2023 年度末に国内
全社員の受講が修了し、人数も対象者を拡
大し、約3,900 名となりました。このこと
により、DX戦略として掲げている「従業
員一人ひとりがごく当たり前にデータ・テ
クノロジーを使いこなし、地球と人々に新
たな価値を提供し続けます。」の第一歩が
踏み出せたと考えております。
　次に、ニチレイグループ各社での取り組
みを紹介します。ニチレイロジグループで
は、物流の2024 年問題に対応するため、
前述のAGVの自動搬送のような現場作業

を効率化する新しい仕組みを導入するとと
もに、事務作業においてもRPAを活用し
て効率化を図っています。それまで定型的
な業務に費やされていた時間を、付加価値
を創出する時間に置き換えています。2018
年に全国導入し、2024 年3 月末までに累
計40 万時間の業務がRPA化されました。
推進にあたってはDX部門だけでなく全国
の物流センターをはじめとする事業所の従
業員が自らシナリオの作成を行い、業務を
変革しています。ニチレイフーズでは、食
品工場の効率化を目指した独自のAI開発
を行っています。2023 年に稼働を開始し
た、冷凍米飯の新たな生産拠点であるキュ
ーレイの新工場では、画像認識AIを搭載
した2つの設備が新規導入されました。チ
ャーハンの製造過程で生じる焦げは、これ
までは人が取り除いていましたが、撮影し
た画像をもとに判定から除去までをロボッ
トが自動で実行できるようになりました。
見分けにくい焼豚との判別が正確に行える
ほか、具材の割合も判定し、そこから設備
トラブルも発見できるようになりました。

ガバナンス

ニチレイグループでは、持株会社である
ニチレイだけでなく各事業会社（ニチレイ
フーズ、ニチレイフレッシュ、ニチレイロ
ジグループ本社、ニチレイバイオサイエン
ス）においても、それぞれDXおよびITを
担当する部署を設置しています。各部署は
統括責任者のもとで、経営陣とも密に連携
しながらDX活動に取り組み、事業会社間
で連携しながら、グループ全体でのDX活
動を推進しています。また、グループ内だ

けでなく、社外パートナーとの連携や協創
も積極的に進めています。

今後の展開

　現在は、全社的な取り組みとして、DX
研修や講演会などのデジタル教育に加え、
DX活動を通じたコミュニティとして「デ
ジラボ」を開設しました。また各生産工場
や物流倉庫で積極的にデジタルテクノロジ
ーが導入されています。生活者やパートナ
ーとのデータ連携やテクノロジーの活用に
より、より一層の状況把握と、把握する情
報の粒度の詳細化を行い、求められる新た
な価値や、リスクの低減を図っていきます。
また、従業員一人ひとりのデータ・テクノ
ロジーの活用をより一層深化させて、業務
の自動化や省人化・省力化を徹底すること
で、従業員がより高度なことができるよう
にします。そして、企業活動としての持続
可能性と、地球環境の持続可能性を高める
観点でもデジタル活用を進めていきます。

委員コメント

　物流への取り組みは高く評価はできるが、
冷凍食品の製造やビジネスモデルそのもの
にインパクトを与える御社ならではのユニ
ークなDXを期待したい。既存ビジネスの
深化は重要な取り組みだが、最近まで経験
を有する熟練者が時間をかけてやっていた
こと自体が問題。もっとスピーディな展開
が求められる。物流関連のサービス展開は、
倉庫事業者としては欠かせない。

D X銘柄企業
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経営ビジョン・

ビジネスモデル
　当社は、日本、米国、欧州、中国を中心
にインナーウェア事業などを展開しており、

「一人ひとりの自分らしさや美しさに貢献
するために、からだとこころのいちばん近
いところで寄り添い続けること」をミッシ
ョンとしています。2023 年11 月に、中長
期経営戦略フレーム「VISION 2030」の達
成確度の向上に向けて中期経営計画（リバ
イズ）を策定し、お客さまの“自分らしさ”
に貢献できる商品やサービスを継続的に提
供できるワコールへ進化するべく、サプラ
イチェーンの再構築や管理基盤の強化を進
めています。また、これを達成するための
戦略として「デジタル技術による顧客との
深く、広く、長い関係性の構築と最適な顧
客体験の提供」を掲げており、顧客起点の
DXを推進しています。

戦略

　中核事業会社である㈱ワコールの2025 
年度をターゲットにした顧客戦略は、以下
の3つです。
１．サプライチェーンを顧客起点で再構築

し顧客データ、顧客の声、販売員の接客知

見を徹底的に活用

　顧客データだけでなく、当社の強みであ
る「顧客の声」「販売員の接客知見」につい
てもデジタルを活用して分析し、それを顧
客体験の提供に活かしていきます。
２．3D計測サービス「SCANBE」やアプリを

通じ、リアルとオンラインで一貫した満足

度の高い顧客体験を実現

　強みである販売員によるコンサルティン
グサービスに加え、3D計測サービスやア

プリを活用し、リアルとオンラインで一貫
した満足度の高い顧客体験の提供を行いま
す。また、販売員がオンライン上で商品レ
ビューを行うなど、お客さまの体験向上に
向けた取り組みをさまざまな角度から進め
ていきます。
３．LTV最大化に向け、ロイヤルカスタマ

ーの育成パスを特定し、管理指標を継続し

てモニタリング

　顧客データから、LTVの最大化に向け
たロイヤルカスタマーの育成を行っていき
ます。ロイヤルカスタマーの育成パスを特
定し、管理指標を継続的にモニタリングす
ることで、お客さまとの関係性を構築して
いきます。

組織づくり・人材・企業文化 

デジタル技術活用環境の整備

　当社では持続的な成長と事業効率向上の
両立を実現するため、DX戦略を重要な取
り組みと位置付けており、執行役員グルー
プDX推進担当（2023 年4 月より㈱ワコー
ル取締役執行役員マーケティング本部長を
兼任）をリーダーとしたグループ横断体制
のもと、DX戦略を推進しています。なお、
DX戦略に対する具体的な取り組み施策、
進捗状況については、定期的に取締役会へ
報告することとしています。また、中核事
業会社である㈱ワコールのDX推進につい
ては、マーケティング本部における顧客起
点DXを軸に、 各事業と連携して戦略実行

しています。マーケティング本部傘下には、
戦略部やコミュニケーションデザイン部の
ほか、デジタル技術を活用したサービスを
けん引するイノベーション戦略室、ボディ
データを収集・研究している人間科学研究
開発センターなどを編入しており、これら
部署が持つ技術や研究成果を、同社のマー
ケティング戦略に反映させやすい体制を築
いています。また、社長直轄の会議体とし
て主要組織が参加する「マーケティング会
議」を設置し、マーケティング本部、販売
部門、企画部門が連携することで課題解決
のスピードアップを図っています。
　人材施策については、経営幹部候補人材、
グローバルやEC、DX等の専門人材の補
完など、総合職の採用人員の３～５割程度
を経験者採用としていく方針を掲げていま
す。また、DX戦略の推進に必要なスキル
を持った人材を育成するため、リスキリン
グによる人材育成に取り組んでいます。そ
の他、社員が自ら異動先を希望できる「社
内公募」制度を活用し、イノベーションを
起こすことができる人材の育成に取り組ん
でいます。DXの推進部門であるイノベー
ション戦略室においては、メンバーの多く
が社内公募制度を活用して集まっており、
販売員出身者やクリエイター出身者など、
既存の職群役割に囚われない混成メンバー
で事業を推進しており、多様な価値観を活
かしてパフォーマンス最大化に繋げていま
す。

「未来の当たり前をつくる」顧客起点のDX

D X銘柄企業
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DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
■3D計測サービス

インナーウェアならではの対面接客のス
トレスに着目し、顧客体験を「よりストレ
スフリーに、より自由に」革新した3D計
測 サ ー ビ スを2019 年5 月に開始、約5
年間で延べ 21 万人以上が本サービスを体
験しています。2023 年5 月には自社公式
アプリ「WACOAL CARNET」へのデータ
連携を開始し、スマートフォンで閲覧可能
としました。お客さまが日常において自分
のからだと向き合うことができる体験を提
供することで、よりお客さまと深く、長く、
繋がることを目指します。
■蓄積されたデータの活用

1. サービス
ボディデータの分析から開発したカウン

セリングサービス「わたしに合うブラ診断」
を2023 年10 月にリリース。3D計測から
始まる「自分を知る」顧客体験の価値を強
化し、お客さまのタイパ（タイムパフォー
マンス）を意識した接客とよりパーソナラ
イズされた商品提案を実施しています。
2. モノづくり

3D計測を通じて取得したデータ分析に
より、従来のブラジャーの設計において常
識とされていた情報とは異なる新たな事実
の発見がありました。そのデータ分析をも
とに、より一人ひとりにフィットするパー
ソナライズ設計された商品を開発し、2023
年春夏シーズンから販売開始しています。

■オープンイノベーション

2020 年7 月、(株)三越伊勢丹ホールディ
ングスと協業し、3D計測サービスを活用
したアウターリコメンドサービス「Match
Palette」を開発しました。また、がん研有
明病院と乳がん罹患に伴う乳房再建手術の
共同研究を開始するなど、企業や業界の枠
を超えた新しい価値の創造につなげていま
す。直近では、㈱TOPPAN、㈱アイシー
ビーと協業し、AIを活用した「わたしを
知る骨格診断」を「SCANBE」初の有料コ
ンテンツとして開発し、2024 年3 月より
自社店舗にてサービスを提供開始していま
す。この開発により、3D計測後のアウタ
ーレコメンドへのシームレスな導線を確立
することで、さらなる顧客体験価値を生み
だしています。また、このデジタルコンテ
ンツによる価値提供モデルは、規模はまだ
小さいものの、自社の収益構造を変革する
シーズと考えています。

ガバナンス

　当社では、情報セキュリティに関するリ
スクが多様化し、事業運営上の影響度が高
まっていることから、新たに「情報セキュ
リティ部会」を新設しています。情報セキ
ュリティ部会は、グループの事業活動にお
ける情報セキュリティリスクの低減を推進
するため、顧客個人情報や重要技術情報を
狙うサイバー攻撃などの情報セキュリティ
全般の情報収集と現状調査、分析等を実施
し、グループの活動方針や具体的な対策の
立案、関連規程の制定・改廃、戦略投資案
件を審議するとともに、進捗状況のモニタ
リングを行います。審議された方針や活動
内容については、企業倫理・リスク管理委
員会を通じて、定期的に取締役会に報告を
行います。

今後の展開

　お客さまの価値観の多様化に応えられる
企業体に進化し、お客さまと深く、広く、
長い関係性を構築していくため、これから
のワコールの提供価値を「お客さま一人ひ
とりの自分らしさをエンパワーメントす
る」ことと定義しました。お客さまの「当
たり前」は日々変化しているため、お客さ
まの「未来の日常」にはどんな「当たり前」
があるのか、そこを起点にビジネスを進化
させ、パーソナライズされた顧客体験の提
供、LTVの最大化、オープンイノベーシ
ョンの拡大を進めつつ、DXを通じて「美・
快適・健康」分野における新たな価値を提
供することで、「持続的な成長」と「社会へ
の貢献」双方を実現していきます。

委員コメント

　顧客から直接ボディデータを取得し購買
行動に結びつける。ノウハウを異業種へ転
用し、さらに得られたデータを共有すると
いうシナリオは素晴らしい。この仕組み自
体は以前からあるが、それにとどまらず当
該年においてもいくつかの新商品開発等に
結び付けていることも評価する。
BMの深化から、様々な他業種との協業に
よる新たな市場・顧客創造の領域に入って
きており、繊維で空位だった「銘柄」に相
応しいといえる。

D X銘柄企業
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経営ビジョン・

ビジネスモデル
 「私たち旭化成グループは、世界の人び

との”いのち”と”くらし”に貢献します。」
というグループミッションのもと、「健康
で快適な生活」と「環境との共生」の実現
を通して、社会に新たな価値を提供してい
きます。世界の人びとの生活に寄り添いな
がらイノベーションを追求し、持続可能な
社会に貢献すると同時に当社グループの企
業価値の向上につなげていく、2つのサス
テナビリティの好循環の実現を目指します。
社会環境、経営環境の変化を未来への飛躍
のチャンスと捉え、「マテリアル」「住宅」「ヘ
ルスケア」の3 領域からなる多様な無形資
産を成長の源泉として、最大限に活用し、
デジタル技術と変革力で新しい価値創造を
続けていきます。

戦略

　『中期経営計画2024 ~Be a Trailblazer~』
の目標達成に向けて、事業ポートフォリオ
マネジメントと経営基盤の強化を推進し、
挑戦と変革を続けています。そのうえで、
DX戦略による構造転換と成長牽引事業の
成長加速、無形資産の価値最大化に注力し
ています。推進にあたっては、「デジタル
導入期」「デジタル展開期」「デジタル創造
期」「デジタルノーマル期」からなるデジタ
ル変革ロードマップを策定し、Asahi
Kasei DX Vision 2030の達成に向けた取り
組みを進めています。2023 年度は「デジタ
ル創造期」として、「デジタル基盤強化」「経
営の高度化」「ビジネス変革」の3つを柱と
した取り組みの成果をだし、2024 年度か
らの「デジタルノーマル期」に繋げていま

す。また、3つのDX成功要因「人」「データ」
「組織風土」により一層注力し、DXの”X"
である「変革」をさらに加速し、強い全社
横断の経営基盤づくり、事業モデルの変革
や新規事業の創出への寄与を目指していき
ます。

組織づくり・人材・ 

企業文化
　デジタルノーマル実現に向け全員参加
型・現場主導型・共創型のデジタル変革を
推進しています。そのうえで、デジタル共
創本部は、事業領域との連携強化を重点施
策とし、グループ横断型のDX推進の強化
を続けています。多様な人材、デジタル技
術、データなど領域を超えたグループ全体
の無形資産が結び付く場の提供、多様な考
えの受け入れや新しいことに挑戦する自由
闊達な風土、さらには専門性を活かし成長・
活躍できる風土醸成など、企業文化の変革
も続けています。
人材育成として、「旭化成DX Open Badge
プログラム」では、全従業員の期待到達点

「デジタル活用人材」の受講者層拡大やさ
らなる学習意欲・活用意識の維持・定着な
どの施策を講じています。また、「デジタ
ルプロフェッショナル人材」の活躍促進に

向けた仕掛けも実施し、2024 年度目標の
2500 名を目指します。2023 年度には「生
成ＡＩコース」を開設したことで、受講者
数も急増、業務への貢献にもつながり、今
後もデジタル技術の進化に合わせたプログ
ラムを拡充していきます。

デジタル技術 

活用環境の整備
　ITとデジタルの連携強化を図り、さら
にDXを実現するために、ITガバナンス・
モニタリング・啓蒙推進活動により、将来
に向けた戦略的なIT施策を進めています。
また、創業100 周年を経て、事業の多角化
により独立した経営体制やグローバル化な
どによるITシステムの乱立を見直し、デ
ジタル基盤の整備を加速しています。
　旭化成グループ共通データマネジメント
基盤「DEEP」では、グループ全体のデー
タ資産を探索・連携・活用することで、デ
ータ活用に至るまでのリードタイムの短縮
や効率化、生産性向上を実現し、すでに

「DEEP」を介した取り組みも多く進められ
ています。また、誰もがITを使える時代
に対応できるよう市民開発やAI活用を推
進し、サポート・管理体制の強化を図るな
どの取り組みも加速しています。

DX Vision 2030　
私たち旭化成はデジタルの力で境界を越えてつながり 

"すこやかなくらし"と"笑顔のあふれる地球の未来"を共に創ります

D X銘柄企業
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DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
　『中期経営計画2024 ~Be a Trailblazer~』
では、DXの進捗を測るKPI（2024 年度目
標 ）「DX Challenge 10-10-100」を 設 定 し、
DXによる経営革新の実現を目指し取り組
んでいます。具体的な取り組みは、グロー
バル全従業員のうち2021 年度比10 倍の
2,500 名程度をデジタルプロフェッショナ
ル人材に育成する「デジタルプロフェッシ
ョナル人材10 倍」、グループ全体のデジタ
ルデータ活用量を2021 年度比の10 倍増と
する「デジタルデータ活用量10 倍」、選定
した重点テーマで100 億円の増益貢献

（2024 年度までの3 年間累計）とする「重
点テーマ増益貢献100 億円」があります。
2023 年度末時点では、デジタルプロフェ
ッショナル人材が1,728 名、デジタルデー
タ活用量は11 倍、増益貢献70 億円と順調
な推移となりました。重点テーマ増益貢献
の対象ともなるテーマも含め、DX推進テ
ーマを４つの区分に分け、定期的に進捗管
理を実施しています。まず、デジタル共創
本部と事業部門の共創テーマとして、「全
社戦略テーマ」「共創テーマ」「基盤R&Dテ
ーマ」について指標を定め、定期的な情報
共有をしています。全社戦略テーマの一部
は、経営トップがCEOマイルストーンテ
ーマとして選定し、月一回の進捗確認が実
施されています。また、事業部門で活動し

ている「自立テーマ」についても、現場自
立に向けての支援やテクニカルサポートと
して、デジタル共創本部と密な連絡をとり
ながら取り組みを進め、成果につなげてい
ます。さらに、成果、貢献が大きいDXテ
ーマをグループ内で共有することで、DX
の活性化、加速、定着することを目標に取
り組みを進めています。
2023 年度の主な取り組みの一つとして、
旭化成全社における生成AI活用推進があ
ります。デジタル共創本部内に生成ＡＩ専
任組織を新設し、生成AI基盤構築や実証
実験の推進、自社独自の生成AIガイドラ
インを制定することで、各事業部門やグル
ープ会社の個人・組織規模の生成AIに関
する技術支援を提供し、新規ビジネスモデ
ルの創出につなげています。生成AI活用
による書面監査対応の効率化においては、
従来の工数と工程を年間1820 時間削減す
る実証実験が成功しており、既に実業務に
活用しています。

ガバナンス

　各取締役および監査役がそれぞれ有する
知識・経験・能力を発揮することを期待し、
全体として多様な視点をもってグループ経
営の重要な意思決定および適切な監督・監
査を遂行できるようスキルマトリクスを設
定、公表しています。デジタル分野では、
デジタル共創本部長を中心に、事業領域の

課題やITシステムの課題の把握・分析が
実施され、経営トップによる戦略の見直し
につなげています。その体制の下、デジタ
ル共創本部がグループ全体を横断的・継続
的にサポートすることで、課題解決、最新
情報の共有等を実施しています。情報共有
は、コミュニティ等の現場密着型の連絡網
から、それらを集約して戦略につなげる会
議体など様々な形で経営トップまでつなが
るような体制となっています。

今後の展開

　旭化成はデジタル変革のロードマップに
おいて、2022 年度から2023 年度を「デジ
タル創造期」とし、DXによる経営革新の
実現に向けた取り組みを進めてまいりまし
た。2024 年度以降は、全従業員誰もがデ
ジタルを活用する「デジタルノーマル期」
に向けて、グループ全体でDXを加速して
まいります。

委員コメント

　企業価値貢献の取り組みは「既存深化」
「新規変革」ともにビジネスの競争優位性
や差別化とDXを整合させた好例であり、
投資家にも理解しやすい。実現能力・情報
発信力ともに確実な印象がある。個々の事
例は実現可能性を強く感じさせるものであ
り世の中の要求に応えるものとなっている。

D X銘柄企業
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─
経営ビジョン・

ビジネスモデル
　第一三共は世界中の人々の健康で豊かな
生活に貢献することをパーパス（存在意義）
としています。当社は最大の強みであるサ
イエンス＆テクノロジーを活かした価値創
造モデルを展開し、革新的な医薬品を創出
し、多様な医療ニーズに応える医薬品を提
供しています。更に、人的資本、コンプラ
イアンス、環境経営の推進などを重視して
います。

戦略

　第一三共は、2025 年度目標目標を「がん
に強みを持つ先進的グローバル創薬企業」、
2030 年ビジョンを「サステナブルな社会
の発展に貢献する先進的グローバルヘルス
ケアカンパニー」として第5 期中期経営計
画（2021から2025 年度）を進めています。
戦略の柱として「 3ADC（※1） 最大化の
実現」「既存事業・製品の利益成長」「さらな
る成長の柱の見極めと構築」「ステークホル
ダーとの価値共創」を掲げ、これらを支え
る基盤として「 DX 推進によるデータ駆動
型経営の実現と先進デジタル技術による全
社の改革」と「新たなグローバルマネジメ
ント体制による迅速な意思決定の実現」を
位置付けています。この全社戦略のもとで、
DXについて以下の５つの戦略を策定して
います。
① Data Intelligence Center of Excellence
実現によるDXの推進
②デジタル活用による「Healthcare as a
Service」の実現
③先進デジタル技術による全社変革
④IT基盤整備によるDXの推進

⑤データとデジタルを駆使するグローバル
組織体制の深化
※1： ADCとは 抗体薬物複合体（Antibody Drug Conjugate）の

略称で抗体に薬物を結合させたバイオ医薬品です。

組織づくり・人材・

企業文化

　第一三共は世界各地に拠点を持ち、海外
売上比は年々増加し6 割を超えており、グ
ローバルでの事業活動の重要性が増してい
ます。また、当社は多様な人材を獲得・育
成し、効果的な人材マネジメントを行うこ
とが競争力の源泉であると考えています。
価値創造プロセスに投入する資本の中で最
も重要な資本である「人的資本」を、成長
し続ける「個人の強みの強化」、事業戦略
に応じた「強化領域への継続的人材供給」、
そして「人や組織のシナジー効果や持続性
を高める基盤」の3つの構成要素に分類、
明確化し、経営戦略と連動した人的資本の
拡充策をグローバルに取り組んでいます。
DX推進もグローバルでの取り組みを加速
するべく、国内外のDX、IT、データ関連
の組織と人材を集約し「グローバルDX」
を 設 置 し、CDXO（Chief Digital
Transformation Officer）が実務執行責任
者として一元的に統括しています。2024
年4 月にはグローバルDX内組織を機能別
にグローバル横断で再編し一層のグローバ

ル化を推進しています。また、各業務部門
のDX実現に必要なDX推進能力を定義
し、それを実現するために組織別に教育プ
ログラムを策定・推進しています。

デジタル技術 

活用環境の整備

　全社的な変革においてDX部門であるグ
ローバルDXと各業務部門が連携し共創す
ることは非常に重要です。第一三共ではグ
ローバルDXと各業務部門の連携を強化す
るために、CDXOと業務部門のトップと
の双方向のコミュニケーションを定期的に
開催しています。また、各業務部門との連
携を強化するための専門組織をグローバル
DXに設置し、各業務部門のDX推進担当
者と連携しています。各業務部門の組織の
事業戦略に基づく課題やニーズを把握し、
DX実現によるゴールを構想します。これ
に基づいて、個別DX案件を立案し全体の
進捗管理を行うとともに、教育プログラム
について議論・検討しています。グローバ
ルDXと各業務部門の密接なコミュニケー
ションを通じて、各業務部門の事業特性や
課題・ニーズに寄り沿ったきめ細やかな
DX推進を図っています。

データとデジタル技術を駆使した 
グローバルファーマイノベーターの実現

D X銘柄企業
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第一三共株式会社

DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
　新薬創出は、2 万分の1 以下の成功確率
といわれ、また新薬候補品発見から新薬と
して患者さんに届けられるまでには10 年
を超えます。
　このために新しい治療の選択肢を提供す
る革新的医薬品を患者さんにいかに早く届
けることができるかということが重要です。
当社は製薬業におけるDXの必要性を早く
から認識し、データ駆動型創薬で必要とな
る「AI」「RWD(Real World Data)をはじめ
とするビッグデータ」「ビッグデータを管理
解析するためのデータ基盤」などの技術に
ついて、それぞれの活用検討とシステム整
備を進めてきました。多彩な技術を組み合
わせて活用することで、創薬を着実に革新
させています。
●データ駆動型創薬による革新

第一三共は化合物関連のビックデータ基
盤を元に大量の良質な新薬候補化合物の創
出を行うとともに、候補化合物のスクリー
ニングや自動提案にAIを用いることで生
産性を革新的に向上させるという手法を創
出し実用化しました。
●AIと機械学習による変革

AIや機械学習技術の応用により、バイ
オ医薬品の生産工程の効率と安定性の向上
を実現し、より高品質な製品開発に貢献し
ています。これ以外にも研究、製造、開発、
マーケティング、安全性管理など様々な領
域で活用検討を進めています。
●画像AIの活用

画像AIについては、がん分野での活用
を検討し、新たな解析手法とともに解析の
自動化を確立しました。
　今後はがん種の特徴に応じた解析精度を
高めるとともに、手法の高度化を図り、が
ん領域における研究開発を更に加速させま
す。これ以外にも様々な領域での活用検討
を進めています。
●生成AIの活用

生成AIは新薬の発見、研究開発プロセ
スの効率化、治療の個別化などの様々な領
域で活用が考えられます。この生成AIの

社内活用を促進するため、ChatGPTと同
等の機能を備えた生成AIによる質疑応答
システムを開発し、国内外のグループ会社
の従業員向けに運用し、Agileにバージョ
ンアップを進めています。効果的な活用を
広げるため専門チームによる利活用促進サ
イト開設、セミナー・勉強会・アイディエ
ーションワークショップ開催などの継続的
な活用支援体制を用意し、数千名の社員が
活用しています。
●RPAやメタバースによる変革

各業務部門において業務可視化(ヒアリ
ング、ワークショップ、プロセスマイニン
グ等)を実施した上で、RPA導入(可視化
から連動してサポート、組織横断での
RPA化検討、RPA化業務範囲の拡大提案)
を推進しており、14,000 時間以上の業務改
善効果が得られています。

メタバースは体験とアイディエーション
ワークショップをセットで実施し、得られ
たアイディアをベースにした活用を進めて
います。メタバース内定式、工場と研修施
設のバーチャルツアーから始めグローバル
全社員を対象としたイベントをメタバース
で開催しました。

ガバナンス

　第一三共株式会社では、グローバルコー
ポレート機能の１つとしてグローバルDX
を設置しており、CEOとCOOの第一三共
グループ経営戦略立案および経営の執行と
円滑な推進管理をサポートしています。グ
ローバルDXのヘッドであるChief Digital
Transformation Officer（CDXO）は、実務
執行責任者として、グローバルにデジタル
戦略、ITおよびデータ利活用に関するグ
ローバルガバナンスを強化しています。
2024 年からは、戦略立案から実装、サー
ビス管理、ITガバナンスまでDX実現に必
要な各機能をグローバル共通の組織として
構築し、グローバルでの迅速かつ一貫性の
ある業務の推進体制を取っています。

今後の展開

　多様なデータや先進技術を活用し一人ひ
とりに寄り添った最適な健康・医療サービ
ス を 提 供 す る ”HaaS(Healthcare as a
Service)”の 実 現 を 目 指 し て、2023 年 に
HaaS専任組織(HaaS企画部)を立ち上げま
した。健康領域及び医療領域の中に散在し
ている健康・医療データを個人単位で突合
して分析しセキュアな環境において多業種
間で共有・利活用できる基盤「トータルケ
アプラットフォーム」と基盤の利活用によ
って生まれる新たな価値を個人に還元する
エコシステム「トータルケアエコシステム」
を構想し、その実現に向けた取り組みを当
社がリードする多業種連携によって進めて
います。

委員コメント

　企業価値貢献の取り組みは「既存深化」
「新規変革」ともに競争力の源泉としてDX
をとらえている。実現能力・情報発信も網
羅的かつ具体的。本業である創薬事業での
DX推進は包括的に進められていることも
見て取れる。DX実現能力は高く、DX人
材の定義も明確。多彩な媒体を通じてステ
ークホルダーへの開示が行われていること
もグッドポイント。
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ビジネスモデル
　当社は「2050 年 サステナブルなソリュ
ーションカンパニーとして、社会価値・顧
客価値を持続的に提供している会社へ」と
いうビジョン実現に向け、バリューチェー
ン全体でDXを推進しています。

バリューチェーン全体におけるDX推進
により、企業コミットメント「Bridgestone 
E8 Commitment」で 掲 げ る8つ の 価 値

（Energy, Ecology, Efficiency, Extension, 
Economy, Emotion, Ease, Empowerment) 
を、従業員、社会、パートナー、お客様と
共に創出し、持続可能な社会を支えること
にコミットしていきます。

戦略

　ブリヂストン流のDXは「より大きなデ
ータで、より早く、より容易に、より正確
に」をテーマとし、長年現場で培った強い

「リアル」としての匠の技と「デジタル」の
融合によりイノベーションの加速を目指し
ています。リアル×デジタルプラットフォ
ームにより、プレミアムタイヤ事業の強み
を活かしたソリューション事業を拡大し、
断トツ商品、リアルとデジタルで提供する
ソリューション、デジタルデータの活用を
通じて、ブリヂストン流のモビリティエコ
システムの構築を図ります。特に生産財系
BtoBソリューションは、断トツ商品の価
値を増幅させ、社会価値、顧客価値を創造

するモビリティテック事業として「戦略事
業化」します。トラック・バス系、鉱山、
航空の3つのソリューションを軸に強化
し、お客様・パートナーとの信頼をベース
に、強いリアルとデジタルの融合を駆使し
た独自のアルゴリズムを構築することで、
タイヤ摩耗予測をベースに、耐久予測ソリ
ューションへの進化に挑戦していきます。
　当社は、タイヤデータやモビリティデー
タを活用して、タイヤを安全に、長く、上
手く、効率的にお使いいただくソリューシ
ョンをご提案し、お客様のオペレーション
の生産性向上・経済価値の最大化に貢献す
るとともに、資源生産性やCO2 排出量削
減など、サステナビリティにも寄与してい
きます。

組織づくり・人材・

企業文化

　当社は、モビリティ成熟市場である欧米
でのソリューション組織を統合し、ソリュ
ーション事業運営の主体となる

「Bridgestone Mobility Solutions」を設立。
オペレーションの統合・効率化、カスタマ
ーフォーカスを強化し、デジタルによるビ
ジネスモデルの変革たるソリューション事
業拡大へ向けたアジャイルな実行体制を構
築しました。
　人財育成面においては、社内での各種研

修（データサイエンティスト育成研修、「デ
ジタル100 日研修」、新入社員研修時のDX
研修）の実施や、産学連携拠点となる「ブ
リヂストン×東北大学共創ラボ」を設立し、
外部リソースとの積極的なコラボレーショ
ンを通して人財強化を図っています。

また、当社流のHRX(Human Resource
Transformation)によりDX促進のための
組織カルチャー変革を推進し、DXの重要
性の周知、企業文化の醸成に寄与しており
ます。

デジタル技術 

活用環境の整備
　当社は、マイクロソフトおよびアマゾン
とのグローバルレベルの協業を開始しまし
た。マイクロソフトとはタイヤセントリッ
クソリューションにおいてデータを活用し
た、リトレッドやタイヤの摩耗・耐久予測
などのタイヤデータビジネスやデジタルソ
リューションの強化を、アマゾンとは、小
売りサービスソリューション、モビリティ
ソリューションでの顧客経験価値の向上を
目指した協業を推進していきます。当社独
自のリアル×デジタルプラットフォームと
両社のクラウドプラットフォームを連携さ
せ、お客様との信頼関係に基づき、タイヤ
データやモビリティデータを活用すること
でデータの価値を増幅し、新たな価値を創
造、競争優位を獲得します。

より大きなデータで、より早く、より容易に、より正確に
リアルとデジタルの融合でバリューチェーン全体で価値を創出
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DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
チリ銅鉱山におけるタイヤ耐久予測によ

る新ソリューション
　ブリヂストンは、新たなプレミアムとす
る 鉱 山 車 両 用 タ イ ヤ「Bridgestone 
MASTERCORE」を軸に、強いリアルとデ
ジタルを組み合わせて、鉱山オペレーショ
ンの最適化へ貢献する鉱山ソリューション
の展開に取り組んでいます。本サービスで
は、新たな鉱山ソリューションの挑戦活動
として、現物現場で培ってきたタイヤに関
する膨大な経験・知見とAIなどデジタル
の融合を駆使した独自のアルゴリズム構築
を軸に、従来のタイヤ摩耗予測を強化し耐
久予測へソリューションを進化させていま
す。鉱山事業者の大きな困りごとであるタ
イヤの熱起因故障を未然防止するため、お
客様との信頼をベースに鉱山車両情報も共
有頂きながら、鉱山車両向け次世代タイヤ
モ ニ タ リ ン グ シ ス テ ム「Bridgestone
iTrack」から取得できるタイヤの温度や空
気圧、車両位置情報や走行速度などのデー
タやタイヤ装着履歴をもとに、AIを活用
した独自のアルゴリズムによるタイヤ耐久
を予測し、最適なタイヤメンテナンスタイ
ミング、車両運行ルートをご提案します。
これにより、タイヤにかかるコスト削減や、
車両のダウンタイム削減といった鉱山オペ
レーションの生産性、経済価値の最大化へ
貢献していきます。また、タイヤを安全に
長く使用いただくことでタイヤ使用本数を
削減でき、資源生産性の向上によるサステ
ナビリティへの貢献も実現します。
ニュースリリース： 
https://www.bridgestone.co.jp/corporate/news/pdf/2023110901.pdf

ガバナンス

　当社は、経営ビジョン・ビジネスモデル
に記載したビジョンの実現に向け中長期事
業戦略に沿った経営を進めており、その一
環としてガバナンス体制の整備、内部統制
のより一層の強化によるガバナンス体制の
向上に継続的に取り組んでおります。
また、当社は、このガバナンス体制整備の
取り組みが正しい方向に進んでいることを
検証するツールとして、コーポレートガバ
ナンス・コードを活用しており、同コード
が定める基本原則・原則・補充原則の全て
を実施すると共に、各原則全てに対する当
社の取り組みや方針について、コーポレー
トガバナンス・コードに関するレポートと
して、取締役会諮問委員会であるガバナン
ス委員会が内容を審議、答申し、取締役会
で決定した内容を、当社Webサイトにて
開示しています。

今後の展開

　当社は、2000 年代からマテリアルイン
フォマティクスや、シミュレーション技術、
AIを 実 装 し た タ イ ヤ 成 型 シ ス テ ム

「EXAMATION」の導入など、徐々にデジ
タル力をモノづくりへ取り入れてきました。
これらを更に進化させるとともに、AIを
活用した独自のアルゴリズムの構築による
ソリューションの提供など、社会、顧客価

値を創造するDXも進めています。
　DXを支えるデジタル人財は、26 年にグ
ローバルで2,000 人レベルを計画。

より大きなデータで、より早く、より容
易に、より正確にをコンセプトとして、当
社のこれまで培ってきた現場力などの強い
リアルに、デジタル力を融合させた価値創
造と生産性向上を支えるデジタルトランス
フォーメーションも進化させていきます。

委員コメント

　企業価値貢献の取り組みは、特に「既存
深化」の内容がモノヅクリにおける同社の

「地肩の強さ」を示すDXの好例。「新規変
革」も競争力の源泉としてDXをとらえて
いる印象が強い。デジタル基盤を備えてそ
れを活用する人材育成や産学連携も進めら
れている。経営基盤としてDXが活用され
ビジネスの変革が進められている点は高く
評価できる。タイヤ売り切りのサービスか
ら「価値」を売るソリューション事業への
展開が進んでいる。
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─

　ガラス・土石製品　

─

　5201　

─

経営ビジョン・

ビジネスモデル
　ＡＧＣは グ ル ー プ ビ ジ ョ ン“Look 
Beyond”のもと、「私たちの使命」として「Ａ
ＧＣ、いつも世界の大事な一部」を掲げ、
独自の素材・ソリューションでいつもどこ
かで世界中の人々の暮らしを支えることを
目指しています。そして、経営方針AGC 
plus2.0のもと、長期経営戦略として「2030 
年のありたい姿」を、「独自の素材・ソリ
ューションの提供を通じて、サステナブル
な社会の実現に貢献するとともに、継続的
に成長・進化するエクセレントカンパニー
でありたい」と設定しています。このあり
たい姿の実現に向け、AGCグループはコ
ーポレート・トランスフォーメーションを
加速していきます。

戦略

　長期経営戦略「2030 年のありたい姿」を
確実に実現するため、中期経営計画AGC 
plus-2026にて「“両利きの経営”の進化」、

「サステナビリティ経営の深化」、「価値創
造DXの推進」、「経営基盤の強化」を主要
戦略に掲げています。ＤＸをコーポレート・
トランスフォーメーションの梃子と位置付
け、社会的価値の創出を通じて経済的価値
を追求し、企業価値の向上のスパイラルを
デジタル技術を活用して加速していく価値
創造DXを実現していきます。この価値創
造DXの主要な取り組み領域として、
【ものづくり力】
生産性の革新やコストダウン、リードタイ
ム短縮などを通してモノづくりの力を高め
ること
【競争力の強化】

品質の向上や素材開発の圧倒的なスピード
アップ、商流・物流の変革を通してAGC
グループが提供する価値を高め、素材メー
カーとしての競争力を強化すること
【ビジネスモデルの変革】
ビジネスモデルの変革をも視野に入れ、お
客様やお取引先様、ビジネスパートナーの
皆様とも双方がWin-Winの関係となるこ
とで、新しい価値をお客様や社会に広く提
供すること
を設定し、AGCグループの強みであるモ
ノづくりの力とデジタル技術を融合して取
り組んでいきます。

組織づくり・人材・

企業文化

　2023 年にデジタル戦略の立案/ 支援/
人財育成を担う組織として、デジタル・イ
ノベーション推進部を新設しました。こう
した全社的なDX 推進体制の強化に加え、
更にDX の取り組みを加速し、グローバル
な事業戦略と紐づいたDX を構想、実装し
ていくため、各カンパニー、主要コーポレ
ート部門にもDX推進組織を整備し、ハイ
ブリッドなDX推進体制を構築していま
す。「価値創造のDX」の加速に欠かせない
デジタル人財の育成については、担当業務
の知識とデジタルスキルの両方を併せ 持
つ「二刀流人財」の育成を軸に取り組んで
おり、従業員それぞれの職務に応じた多層
的な育成カリキュラムを独自に構築して進
めています。 加えて、当社の部門横断的
ネットワーク活動CNA（Cross Network
Activity）にデータサイエンスをスキルと
して登録し、社員が情報交換、知見共有す
るための自主的なネットワークを整備し、
データサイエンティストのスキルアップ、
人脈形成を促進しています。

デジタル技術 

活用環境の整備
　グローバルなデータドリブン経営を見据
え、当社の欧米、アジアのグループ会社を
含むグローバルなITインフラ、ITシステ
ムの標準化・統合化、クラウド化などを推
進しています。こうしたITインフラは多
層のセキュリティ基盤の上に構築すること
でセキュアな環境の下で安心して活用でき
るようにしています。
　加えて、最新技術を社員が活用できる社
内デジタルプラットフォームを展開してい
ます。研究開発分野においては、素材開発
を大幅に効率化するマテリアルズ・インフ
ォマティクス(MI)の活用に向け、MIデー
タベースシステムとMI分析ツールを独自
開発し、当社の標準基盤システム、ツール
として提供することで、データドリブンな
研究開発を推進しています。生成AIの活
用 に も 積 極 的 に 着 手 し、 セ キ ュ ア な
ChatGPTの活用基盤「ChatAGC」を2023
年6 月に本格運用を開始しています。

DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
【データサイエンスによる新規素材開発】
　AGCグループでは、データサイエンス
とシミュレーション技術を活用した素材開
発を行い、お客様や市場のニーズに応じて
素材開発のリードタイムを大幅に短縮し、
環境対応型の新製品を創出しています。そ
の１つの取り組みとして、ディスプレイデ
バイス向けの反射防止ドライコートフィル
ムがあります。この反射防止フィルムは複
層構造を持ち、各層が相互に作用して製品
の反射特性が決定されます。そのため、理

価値創造DXの推進

D X銘柄企業
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論的アプローチだけでは最適条件の推定が
困難でした。また、膜厚を決定する製造条
件の組み合わせは膨大な数にのぼり、全て
の条件を実験で性能を確認することは現実
的ではありませんでした。そこで、当社は
革新的なデータ駆動型アプローチと機械学
習アルゴリズムを活用し、開発から量産ま
での一連のプロセスに適用することで、高
いコントラストと均一な反射を持つ高品質
な製品を安定して量産できる条件を確立し、
早期の市場投入を実現しました。
(https://agc-electronics.com/en/specialty-glass/products/smoke-ar-film)

【びんガラス製造窯のライフサイクルサポ
ートサービス】
　当社のグループ会社であるＡＧＣセラミ
ックスは耐火材の販売、耐火材を使用した
ガラス溶解窯の設計エンジニアリングサー
ビス事業をグローバルに展開しています。
ガラス溶解窯は長期間にわたり高温下で連
続運転され、熱による炉材の損耗などの経
年劣化が生じます。このような状況におい
て、長期間安定した性能を発揮するために
は、経年劣化などの状態に合わせた最適な
操業管理が重要となります。
当社は、膨大なデータを高速に処理・解析
するソフトウェア「PLEASURE®プレジ
ャー」を用いて、お客様の溶解窯を遠隔で
監視・解析するサービスを提供します。こ
のソフトウェアにより膨大な数値データや
画像データを瞬時に閲覧、解析する事がで
き、トラブルの早期発見やCO2 削減など

の操業最適化を支援します。当社が保有す
る耐火材やエンジニアリングに関する幅広
いノウハウと、PLEASURE®により取得
したデータを組み合わせることで、お客様
の幅広いニーズに的確に対応していくソリ
ューションサービスを実現します。

ガバナンス

　当社の経営方針・経営計画とそれに基づ
くDX推進の方針についてのメッセージを
経営トップが統合レポートにて発信してい
ます。 
 (https://www.agc.com/company/agc_report/index.html)
　加えて、中期経営計画AGC plus-2026に
主要戦略の１つに掲げた「価値創造DXの
推進」について、その戦略の方針について
当社コーポレートサイトにて発信していま
す。
(https://www.agc.com/company/strategy/plan/index.html)

今後の展開

　AGCグループは2021 年に策定した中期
経営計画AGC plus-2023において「DXの
加速による競争力の強化」を戦略の１つに
掲げ、モノづくりや研究開発を始めとして、
営業や物流、職能業務などに幅広くその活
動を展開してきました。2024 年に策定し
た新中期経営計画AGC plus-2026において
も「価値創造DXの推進」を主要戦略の１

つに設定し、引き続きDXを「コーポレー
ト・トランスフォーメーションの梃子」と
位置付け、AGCグループの強みであるモ
ノづくりの力とデジタル技術を融合してお
客様や社会への新たな価値創出に取り組ん
でいきます。

委員コメント

　人材育成は、レベルを問わずかなり手厚
く行われている。組織間を跨る人的ネット
ワーク構築活動にも好感が持てる。高い素
材製造技術とデジタルの開発能力との協業
で新たな価値を創造できる体制は整ってい
る。これらの取り組みによる高収益ビジネ
スをいかに作り上げるか、ビジネスポート
フォリオの選択と集中が課題であろう。期
待している。
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　鉄鋼　

─

　5411　

─

経営ビジョン・

ビジネスモデル
　JFEホールディングスでは、現在推進中
の「第7 次中期経営計画」において、「DX
戦略」を創立以来最大の変革の成否を左右
する重要戦略の１つとして位置付けていま
す。グループが有する技術力を最大限に活
かしながらDX戦略をグループ一体となっ
て推進し、中長期的な企業価値向上を実現
するとともに、社会の持続的発展と人々の
安全で快適な生活のための新たな付加価値
の提供につなげていきます。

戦略

　JFEグループは長年にわたり、鉄鋼、エ
ンジニアリング、商社事業を中心に多彩な
事業を展開してまいりました。これらの事
業の中で蓄積し続けてきた膨大な操業デー
タやノウハウ、技術は貴重な財産であり、
世界最高水準の技術で社会を支える当社の
価値創造の源泉です。当社のDX戦略では
これらの無形資産を活かし、AI、IoT、デ
ータサイエンス等の最先端の技術を組み合
わせることで新たな価値を創造し、社会課
題解決につながる様々な取り組みを行って
います。
　また、高度化するサイバー攻撃や情報漏
洩リスクへの対策は、グローバルに事業展
開を行う上で避けて通ることのできない極
めて重要な課題です。セキュリティ対策と
セキュリティガバナンス強化は、DX戦略
の推進と両輪をなす活動であり、2016 年
にJFEホールディングス直下に組織化さ
れた「JFE-SIRT※1」を中心に、グループ
一体となって推進しています。
※1 JFE-SIRT : JFE Security Integration and Response Team

組織づくり・人材・

企業文化

　JFEスチールにおけるDXの主軸は「積
極的データ活用（データドリブン）による
競争優位を獲得する」ことです。蓄積され
た高級鋼製造ノウハウ、老朽設備への対策
や予知・予兆に関わるデータなどは競争力
の源泉と位置付けることができ「データの
高度活用」は重要な戦略的テーマの１つで
す。これに「IT構造改革の断行」「ITリス
ク管理強化」を加えた３つをDX推進を支
える柱とし、これを更に加速していくため
2024 年4 月に「DX戦略本部」を新設、デ
ジタル領域という大きな枠組みで中長期的
の戦略の策定、進化スピードの速いDX技
術を取り入れた開発、それらの全社展開お
よびDX人材の育成を一体となって推進し
ていく体制を構築しました。
　DX人材育成においては体系の整備と育
成の仕組みの更なる充実にも取り組んでお
り、社内報でのDXに関する社長メッセー
ジ連載やDX技術活用の全社横断的な論文
発表会とそれの社長による表彰、当社課題
に対するPoCの実施、RPA・ローコード
市民開発の貢献度に応じた社員バッジ付与
等、様々な媒体や方法を活用してDXに対
する意識を高めると共に、企業文化醸成の
ための活動を行っています。

デジタル技術 

活用環境の整備
　JFEエンジニアリングでは、「既存ビジ
ネスの変革」「新規ビジネスの創出」 「革新
的な生産性向上」を実現する上で必要な施
策の１つとして、旧来より「デジタル基盤
整備」の充実に取り組んでいます。
［GRC（Global Remote Center）］（図１）

　GRCは、当社が納めた国内外プラント
の遠隔操業・保守の統括拠点として2018
年に横浜本社内に開設されました。国内外
88ヵ所（2024 年3 月末現在）の各種プラン
トの操業・運転データを収集・解析し、遠
隔監視・操業支援・保守サービスを提供し
ています。現場運転員の高齢化や労働力人
口が減少する中、GRCは、遠隔からの運
転支援や技術支援により、プラント操業の
省人化を実現するとともに、安定操業に貢
献しています。
［Pla’cello®（プラッチェロ）］
　Pla’cello®はITやデータサイエンスの高
度な知識がない利用者でもデータの加工・
可視化・ダッシュボード作成・システム化
を直感的に行うことができるデータ解析プ
ラットフォームです。2024 年3 月現在、
社内の利用者は約2,200 名に達し、プラン
トの異常予兆検知など様々な局面で利用さ
れています。

DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
［JFEスチール］
　2023 年5 月に基幹製鉄所の１つである
西日本製鉄所・倉敷地区の基幹システム形
鋼品種領域のオープン環境への完全移行が
完了しました。3 基の高炉を持ち24 時間
連続で操業を続ける大規模製鉄所であり、
かつ富士通社製の国産メインフレームのシ
ステムリフレッシュの完了は当社として初
めてです。現在、全社システムの完全オー
プン化に向けて推進中です。また、CPS

（Cyber Physical System）（図２）のコア技
術であるデジタルツインをコークス炉設計
に活用し、炉内の空気量を部分的に制御す
る機構の有効性を確認、西日本製鉄所の新
設備で従来比で燃料使用量約5％、CO2 排

DX戦略の推進によって、新たな価値を創造し、
社会の持続的発展に貢献します

D X銘柄企業
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図３

図２

図１

出量6,600t/年の削減を達成しました。ま
た、独自開発した冷却機構を自走式ロボッ
トに組込み、高温環境下での集塵作業を自
動化しました。
［JFEエンジニアリング］
　DX サービス「RODAS®」は、ボイラ発
電プラント向けに開発したビッグデータ活
用技術のパッケージサービスです。ビッグ
データの収集・可視化・分析・機械学習を
一 気 通 貫 で 行 う プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

「Pla’cello®」の機能を活かし、プラント運
転の膨大なデータの管理・分析機能を持つ
ほか、遠隔サポートによるトラブル起因の
発電出力低下回数の削減や、AIを用いた
最適燃焼制御による所内動力削減など、プ
ラントの安定的かつ高効率な運営を支援す
るものであり、すでに5 施設で利用頂いて
います。本サービスは、2022 年度 省エネ
大賞の製品・ビジネスモデル部門最高位で
ある「経済産業大臣賞」を受賞しました。
［JFE商事］
　AI活用の可能性がある業務課題を抱え
ている社内組織とタイアップし、機械学習

（AI）のPoCを実施しています。具体的に
は商品市況予測や信用格付予測といった数
値活用に着眼した業務を対象として取り組
んでいます。一方、生成AIについては一
部社員のトライアル活用により社内事例を
蓄積の上、全社導入に向けた準備を進めて
います。
　また、グループ会社であるJFE商事エ
レクトロニクスでは、物流2024 年問題の
解消とCO2 排出量削減への貢献を目指し、
専用GPS端末を用いた情報（位置・温度・
衝撃等）の「見える化」により、トラック・
トレーラーの「運用効率化」と「作業時間
改善」に寄与する物流トラッキングソリュ
ーションサービスの提供を開始します。（図
３）

ガバナンス

　当社グループのコーポレートガバナンス
の枠組みにはグループのデジタルガバナン
ス機構やセキュリティ機構が組み込まれて
います。DX関連ステアリング会議には社
長を含む経営幹部が出席し、DX戦略の中

核となる案件審議を四半期ごとに行ってい
ます。さらに、社外広報物や社内イントラ
を通じて経営幹部自ら情報発信に努めるな
ど、グループ各社のDX進捗に応じた取り
組みが行われています。

今後の展開

［JFEスチール］
　DXを積極的に推進することで、革新的
な生産性向上および安定操業の実現を目指
しています。今後とも、製造現場における
技能伝承や働き方改革をはじめとするあら
ゆる分野の課題を、DXを通じて解決して
いくことで、持続可能な社会の実現に貢献
してまいります。
［JFEエンジニアリング］
　当社は、2023 年9 月より社内向けの文
章生成AIサービスを導入しました。今後、
このサービスを様々な業務に適用し、更に
データ解析プラットフォームPla’cello®な
どの社内システムとの連携を推進します。
データとAIを活用して業務の改善と効率

化を促進し、DXを加速させてまいります。
［JFE商事］
　デジタル技術を活用した社内の業務効率
化と業務改革を推進すると共に、JFE商事
エレクトロニクスによるお客様貢献等への
取り組みにより、グループ全体のDX推進
力を高め、企業価値の向上を目指してまい
ります。

委員コメント

システム刷新は方針が明確で着々と進め
ている。CO2 排出削減、廃棄物処理プラ
ントのデジタルツインも推進。自社での実
践をソリューションとして外販する取り組
みは評価できる。組織や人材育成の面でも
先導的である。これまでに培った技術力と
DX実現能力を持って既存ビジネスの深化
を進めている。業態変革・新規ビジネスモ
デルの準備も着々と進められているところ

（一部は既にスタート）であり、更なる発展・
成果を期待したい。
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─

　機械　

─

　6367　

─

経営ビジョン・

ビジネスモデル
　世の中がモノ売りからコト売りへシフト
する中、快適性を保ったエネルギー消費量
の削減や新たな空気価値など、多様化する
ニーズに適したソリューションを提供する
ためには、デジタルで顧客とつながり、得
られたデータを活用することが必須です。
戦略経営計画「FUSION25」では、2024 年
３月期から2026 年３月期までの３年間累
計で1,800 億円のデジタル投資を計画し、
ビジネスイノベーション、プロセスイノベ
ーションそれぞれの領域で、デジタル技術
の活用を進めます。また、社内のデジタル
人材育成プログラム「ダイキン情報技術大
学」を中心に、社内でのデジタル人材の育
成にも注力します。

戦略

　ビジネスイノベーションでは、世の中の
変化のスピードに対応するためにデジタル
を活用した新しいビジネスの創出や既存ビ
ジネスの変革を目指しています。
　例えば家電製品の領域では、AI・IoT 
の活用により、プラットフォーマーが人々
の暮らしの利便性を高めることを実現して
います。
　当社が持つ膨大な空調の運転データを活
用すれば、最適なエネルギーマネジメント
を自動で行うことも可能です。そのために
は、建物や空間データ、そのほか様々なデ
ータを組み合わせることが不可欠になって
きます。企業や自治体との協業も進めてお
り、データを活用してビジネスを変革して
いきます。
　プロセスイノベーションでは、経営基盤

の高度化につなげるため、開発のリードタ
イム短縮や、サプライチェーンの効率化を
図っていきます。既存の固定観念を払拭し、
抜本的な生産・開発・間接業務の改革を目
指します。

組織づくり・人材・ 

企業文化
　デジタル活用を進める上で、重要なのは

「人」です。どれだけ良い戦略を描いても、
実行する人材がいなければ何も進みません。
しかし、デジタルに精通した優秀な人材の
確保は難しいのが現状です。そこで、当社
は2017 年に「ダイキン情報技術大学」を設
立し、空調技術も理解したダイキン独自の
AI・IoT人材の育成に取り組んでいます。
ダイキン情報技術大学に入学した新入社員
は、２年間通常業務は割り当てずに徹底的
にAI の基礎知識やAI 技術の活用法を習
得します。2023 年３月までに390 人が卒
業し、部門に配属されています。また、新
入社員向けのプログラムだけでなく、一般
社員や管理職層向けのプログラムも設け、
2026 年３月期末にはデジタル人材※を
2,000 人育成する計画を掲げています。す
でに、プログラムを終えた社員が現場第一
線で、DX推進の中核として活躍していま
す。
※専門性を有し、考え実行し、関係者を巻

き込んでいくことができ、デジタル技術、

AI技術を駆使できるイノベータ人材

デジタル技術 

活用環境の整備
　通信ネットワークやコミュニケーション
ツールなどのITインフラに関して、グロ
ーバル全体での共通基盤を提供し、円滑な
コミュニケーションを支えています。

　また、AI など最新デジタル技術に関す
る活用ニーズの高まりを受け、マルチクラ
ウドのPaaS環境や、社内データが活用で
きる生成AI環境、大規模なデータセット
に対する解析・シミュレーションを可能と
するスーパーコンピューターの利用環境な
どを全社標準基盤として整備しています。

DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
　社会活動を支える重要インフラである業
務用空調機は、求められる快適性を維持す
るための安定的な運用に加え、エネルギー
消費量削減による環境負荷のさらなる低減
などが期待されています。また、設備管理
者の人手不足に伴う管理工数の削減も大き
な課題となっています。こうした中、空調
には部屋、スペース、設備などの使用状況
に応じた柔軟かつ効率的で手間のかからな
い運用・制御がこれまで以上に必要とされ
ています。
　当社では、ビルや商業施設、病院などへ
の空調機の導入から、運用、保守、更新に
おいて、顧客ごとの異なるニーズに応じた
快適性向上や、エネルギー消費量削減、管
理工数削減を実現するクラウド型空調コン
トロールサービス「DK-CONNECT(ディー
ケーコネクト)」を日本にて2021 年より展
開しています(図１)。また、2023 年度か
らは国内で培ったノウハウをもとにグロー
バル展開を開始しています。市場ごとの異
なるニーズに対応した新規メニューを提供
しながら、数十万台規模の接続を目指して
います。
　2050 年までにカーボンニュートラルを
目指す政府の宣言や、自治体によるゼロカ
ーボンシティ宣言など、カーボンニュート
ラルに向けた関心が高まる中、空調機は建

デジタル技術で環境と空気の新たな価値を提供し、
サステナブル社会へ貢献する
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図２

物の消費電力の約45%を占めており、大
きな責任があります。
　「快適性」と「エネルギー削減」の両立、
再エネ比率が高まる中、空調デマンドレス
ポンスによる需給調整への貢献は空調専業
メーカーだからこそ実現できると考えてい
ます。複数の建物や施設をAIやIoTを活
用して一括制御することで、地域全体で「快
適性の確保」、「CO2 排出量の削減」、「電
力コストの削減」、「電力の安定化」を実現
する脱炭素メニューとして広域エネルギー
マネジメントサービスを開始します（図２）。

ガバナンス

　5 年 ご と に 策 定 す る 戦 略 経 営 計 画
「FUSION」は策定時にテーマごとのアク
ションプランや投資計画を具体化し、その
進捗については本社のDX推進組織が進捗
を把握し、改善策を提案する体制をとって
います。また計画より遅れている場合や、
事業環境に大きな変化があった場合は、全
社プロジェクトとして体制を強化し、確実
な実行・成果の刈り取りにつなげています。

今後の展開

　今後もデジタル技術を活用し、故障予知
やエネルギー消費の最適化によるカーボン
ニュートラル実現に貢献するとともに、お
客様ともつながり続け、多様化するニーズ
に対応していきます。
　また、DX加速に向けて必要となる人材
育成について、全社員向けのリテラシー講
座や、専門性に合わせた講座拡充を継続的
に行うと共に、日本だけでなく海外拠点へ
も人材輩出を行い、グローバルでの事業貢
献に繋げるステージへ移行していきます。

委員コメント

　戦略経営計画「FUSION25」の仕上げと
して、業務用ソリューション、低温ソリュ
ーションに住宅用ソリューションを追加し
ている。また、機器の単体売りから空調・
換気・空気清浄機システム販売への転換を
志向している。機器をつなぐ取り組みは省
エネや保守など多くの分野でのメリットが
大きく、さらに取り組みを進めることで新
たなビジネス展開が期待できると考える。
カーボンニュートラルへの取り組みと共に
DXにもさらに力を入れて頂きたい。

図１
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─
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─
経営ビジョン・

ビジネスモデル
オムロンは、自社の存在意義と、2030

年に向けて変化する社会を見据え、長期ビ
ジョン「Shaping The Future 2030（略称
SF2030）」をスタート。SF2030には、グル
ープ全社員がコア技術「センシング＆コン
トロール+Think」を軸に、企業理念を実
践し持続可能な社会をステークホルダーと
共に創っていくという思いを込めています。
近未来を予測し、ソーシャルニーズを感知・
発掘し、オートメーションで新たな価値を
創造する。私たちはこれを“ソーシャルニ
ーズの創造”とよび、創業以来この実践を
通じて、よりよい社会づくりに貢献してき
ました。持続可能な社会づくりへの貢献は、
オムロンの存在意義そのものです。

戦略

オムロンは、長期ビジョンSF2030で捉
えるべき社会的課題を「カーボンニュート
ラルの実現」「デジタル化社会の実現」「健康
寿命の延伸」の３つに定めました。この３
つの社会的課題は、社会に与えるインパク
トが大きく、オムロンの強みであるオート
メーション、そして顧客資産や事業資産を
活かす観点から設定しています。３つの社
会的課題の解決に貢献する社会価値の創出
に向け、オムロンは今後10 年間で、私た
ちの価値のつくり方を、「“モノ”から“モ
ノとサービス”」に進化させ、モノと社会
が抱える本質的課題を解決するサービスの
組み合わせによる価値の実現を目指します。
また、自社のリソースにこだわらずパート
ナーと共創することで、実行スピードと実
現可能性を高めていきます。

モノ＋サービスでの価値の実現、また、パ
ートナーとの共創を加速すべく、そのベー
スとなるデータプラットフォームの構築を
目的に23 年10 月にJMDC社の連結子会社
化を実施しました。JMDC社は、レセプト・
健診データ等を用いた「ヘルスビッグデー
タ」を核に、国内唯一無二の医療データプ
ラットフォームの構築により、多様なソリ
ューションサービスを提供しています。オ
ムロンは、「ヘルスデータプラットフォー
ム」を通じた健康増進・重症化予防サービ
スのビジネスモデルの構築に加え、社会シ
ステム事業や制御機器事業においても、デ
ータを活用したソリューション開発と社会
実装を推進していきます。

組織づくり・人材・ 

企業文化
オムロンでは、人財戦略ビジョンを「会

社と社員が、“よりよい社会をつくる”と
いう企業理念に共鳴し、互いに選び合い、
ともに成長し続ける」とし、その実現の鍵
を「ダイバーシティ＆インクルージョン（D
＆I）」と置いています。DX人財の採用に
おいては、求める人材像を「データアナリ
ティクスやビッグデータ活用、ビジネスへ
のAI実装などのデータ活用の方向性も構
想しながら、グローバル全体におけるデー
タ構造を設計できる人物」などと明示し、

各部門で積極的に中途採用を実施してきま
した。他、副業人財の受入や、研究開発・
新製品開発の領域にて、秀でた高い専門ス
キルを保有する発達障がいなどの「異能人
財」の募集も開始。様々な専門性を持つ社
外の多様なプロフェッショナル人財とオム
ロン社員とのコラボレーションにより、社
会的課題を解決する新たな価値提供を次々
と生み出せる組織づくりを進めています。

デジタル技術 

活用環境の整備
オムロンでは、前述の「戦略」で示した

通り「データ活用」のプラットフォーム構
築の他、「人財」「ITシステム」のプラット
フォームにおいてもDXに取り組むことで、

「データドリブンの企業運営」の実現に取
り組んでいます。「人財」では、デジタル技
術を駆使し新たな価値を創出するDX人財
を育成に取り組んでいます。取り組みの１
つとして、約3 万人いるグローバル全社員
を対象にデータ分析などの基礎を学ぶプロ
グラムをスタートしています。「ITシステ
ム」では変化対応力の高い効率的なコーポ
レートITシステム（CSPJ）の構築にグロ
ーバルで取り組んでいます。具体的には戦
略とITシステムの両面で全社的なシステ
ム刷新を実行しています。FY30までのロ
ードマップを策定し、経営管理・会計ガバ

データソリューションを基軸とした
ソーシャルニーズ創造へのトランスフォーム
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ナンス・バリューチェーン・ITシステム・
コードマスタにおいて戦略的に環境整備を
進めています。

DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
①制御機器事業　現場データ活用サービス

「i-BELT」
【概要】
　「i-BELT」は、ファクトリーオートメー
ションの現場で培ったオムロンの改善ノウ
ハウや技術と、顧客が保有している知見を
かけ合わせ、共創により製造現場の革新を
支援するサービスです。製造現場のデータ
を収集し、見える化・分析、その結果を制
御に反映して改善支援までを一気通貫で提
供します。
【成果】
　「i-BELT」では、グローバルの顧客へサ
ービスを提供しています。FY23 までの採
用顧客数は約200 社で、FY21 までの約30
社から6 倍程度に伸長。顧客の現場での改
善定着と継続進化に向けたワークショップ
などの支援を実施し、「i-BELT」の一気通
貫ソリューションとしての価値をお客様か
ら高く評価いただいています。
②データソリューションを基軸としたソー
シャルニーズ創造へのトランスフォーム
【概要】

オムロンは、ビジネスモデル変革を加速
するため、JMDC社を連結子会社化し、社
長CEO直轄部門としてデータソリューシ
ョン事業本部（DSB）を立ち上げました。
各事業部でデータビジネスを推進する人財
を当本部に集約し、JMDC社との共創体制
を構築しています。各ドメインで普及させ
てきた様々なデバイスやコンポーネントか
ら収集される大量の現場データを、JMDC
社の「ヘルスケアデータアセット」「データ

マネジメント力」「ソリューション開発力」
によって価値に変え、データソリューショ
ンの開発を加速していきます。
【成果】
　データソリューション事業本部の事業の
一つであるコーポレートヘルス事業では、
経営に大きな損失を与える従業員の疾患領
域を中心に予防ソリューションの開発を進
めています。例えば高血圧重症化予防事業
では、今年6 月から国内のオムロングルー
プを対象に効果検証を開始。健康診断の結
果から重症化ハイリスク者を抽出し、会社
から声をかけて高血圧改善プログラムの参
加者を募りました。3か月間のプログラム
を実施した結果、参加者の多くが降圧の目
標を達成。治療放置群に早い段階で働きか
けることで、高血圧由来の脳・心血管の重
症疾患の発症を未然に防ぐことができると
考 え て い ま す。DSB は FY27 ま で に、
JMDC社売上含む売上高1,000 億円以上を
目指します。

ガバナンス

　DXに関わるガバナンス体制についても、
執行側と監督側の両方でガバナンスを担保
しています。執行側では、CEOとDX推進
責任者との四半期ごとの会議体や、DXに
関わるプロジェクト進捗確認などの定期的
な対話が図られており、経営会議で毎月審
議されています。監督側である取締役会で
は、計14 回の取締役会が開催（FY22）され、
長期ビジョンならびにサステナビリティ重
要課題に基づき期初に定めた重点テーマを
毎回の議題としました。事業ならびに企業
運営のDXはグループ重点戦略として、重
点テーマ「長期ビジョンおよび中期経営計
画の進捗モニタリング」にて進捗管理・軌
道修正の議論がなされています。

今後の展開

　長期ビジョンSF2030の実現ならびに企
業価値最大化には、ビジネスモデル・企業
運営の変革が必要不可欠です。ビジネスモ
デル変革では、コーポレートヘルス事業だ
けでなく、制御機器事業、ヘルスケア事業、
社会システム事業でのソリューション開発
を継続的に推進します。企業運営の変革で
は、取り組みのひとつとして、全社で生成
AIを日常的に利用している近未来の実現
に向け、その課題を明らかにし、全社員が
安心して利用できるAI環境の整備を進め
る「生成AI活用推進プロジェクト」がスタ
ート。自社と業務の変革に「Will」を持つ
100 名以上の社員が部門間の垣根を超えて
参加し、全24テーマによる活用検証が実
施されました。引き続き、事業変革と業務
効率の両面から、DX推進による企業価値
向上に取り組んでいきます。

委員コメント

　現場データ活用サービス「i-BELT」の取
り 組 み は 理 解 し や す く か つ ユ ニ ー ク。
i-BELTを中心としたDX推進のストーリ
ーが明確であり、具体事例を交えた説明は
説得的。年間600 件以上の海外含む機関投
資家との面談など、双方向のコミュニケー
ションを重視している姿勢もグッドポイン
ト。社会のデジタル化と深いかかわりをも
つコア事業をさらに強化するために、デー
タ活用を重視した経営・事業の運営、サー
ビスの拡充および企業買収などを積極的に
行っている。グローバルを視野に入れた環
境整備や人材育成を行っており、全世界的
な社会課題の解決に貢献することが期待さ
れる。

D X銘柄企業
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─

　電気機器　

─

　6841　

─
経営ビジョン・

ビジネスモデル
　 当 社 は 長 期 経 営 構 想 に お い て、

「YOKOGAWAは、自律と共生によって持
続的な価値を創造し、社会課題の解決をリ
ードしていきます。」をビジョンとして定
めています。その実現に向けて、当社は、

「IA2IA ( Industr ia l  Automat ion to 
Industr ia l  Autonomy)」 や「Smart 
Manufacturing」のアプローチで、戦略的
なコンサルティングとシームレスなインテ
グレーションによって、複数のシステムが
有 機 的 に 接 続 す る「System of Systems

（SoS）」が進む世界をリードする信頼され
るパートナーになることを目指しており、
エネルギー＆サステナビリティ、マテリア
ル、ライフの3つの事業領域を中心に、IT
とOT(Operation Technology)が統合され
たソリューション・サービス事業を展開し
ています。

戦略

　当社の戦略は、社会共通の課題解決を通
じて持続的な成長を目指すことに焦点を当
てています。2021 年度からスタートした
前 中 期 経 営 計 画「Accelerate Growth 
2023」では、社会共通課題を軸とした事業
構造を確立し、社会や環境への貢献を拡大
しながら成長を目指してきており、以下の
4つの軸で変革を進めて来ました。
1.IA2IA/Smart manufacturingの実行と存
在価値の変革:　IA2IAの構想の実行フェ
ーズへの移行、Smart manufacturingによ
るソリューションの提供範囲の拡大
2.業種対応力の強化と非業種依存のビジネ
ス拡大:　総合エネルギー企業にシフトす

るお客様への新たな価値の提供、他業種・
非業種依存のビジネスの拡大
3.収益性の確保と健全な成長:　大規模プ
ロジェクトのナレッジ集約と効率化、高い
価値を生む製品群へのリソース集中、ソフ
トウェアやエンジニアリングの領域での利
益確保
4.社内オペレーション最適化とマインドセ
ットの変革:　戦略立案機能の強化、挑戦
を奨励する企業文化や組織風土の醸成、
Internal DXとビジネスモデル変革
　経営指標の目標としては、受注高成長 
8-10%/年、 売 上 高 成 長 4-6%/年、ROS
10% (FY23)等でした。

組織づくり・人材・ 

企業文化
　当社は、社会共通価値提供による成長を
目指しています。その原動力は社員一人ひ
とりの成長です。前中期経営計画において
は、社内オペレーション最適化とマインド
セット変革を目指す人財戦略をグローバル
に推進してきました。新事業、新分野に進
出するためには、そこで必要とされる人財
をグローバルレベルで迅速に確保すること
が鍵となります。人財の質と量を見える化
し、採用、教育、適正配置を行い、採用や
M&Aにより即戦力となる人財を確保する
とともに、社員のマインドチェンジを促し、
リスキルするための教育環境を強化してい
ます。「グローバルHRトランスフォーメー
ションプログラム」により、人事制度・人
事プロセス・人事データベースのグローバ
ル統合を行い、人財適正配置の基盤を整備
しました。加えて、人的資本である社員の
ケイパビリティとエンゲージメントを高め
る 環 境 の 実 現 に 向 け、Yokogawa
Universityを核としたDXトレーニングの

全社展開を強化し、人的資本経営を実践し
ていきます。

デジタル技術 

活用環境の整備
　当社の本格的なDX活動は、2018 年4 月
にスタートし、社員の生産性向上を目的と
したInternal DX、お客様に付加価値ある
デ ジ タ ル サ ー ビ ス 提 供 を 目 的 と し た
External DXの活動を推進してきました。
最初の3 年間で、インフラ・セキュリティ・
アプリケーション・データ等のIT基盤の
グローバル最適化を進め（DX 1.0）、前中
期経営計画のもとでは、お客様・パートナ
ー様・社員の3つの視点に立って、体験価
値 を 向 上 さ せ るグローバルプラットフ
ォーム展開を進めてきました（DX 2.0）。
一 方、External DXに お い て は、当社
がOT分野で培ってきたノウハウを積極的
にクラウドアプリケーション化し、モノ売
りからコト売りへのビジネスモデル転換を
進めています。既存アプリケーションのク
ラウド化・リカーリング化に加え、クラウ
ドアプリケーション基盤であるYokogawa
Cloud上で、IIoT・AI・サイバーセキュリ
ティ等のクラウドサービスを強化してきて
います。

DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
・SOE (System of Engagement) プログラ
ムの取り組みについて

顧客管理プラットフォームの統合とグロ
ーバルな営業・マーケティング・サービス
プロセスの標準化は、当社がお客様との長
期的なパートナーシップを構築するために
不可欠な取り組みです。お客様との取引前
の段階から取引後のサポートに至るまでの

System of Systemsの実現を通して、 
お客様のESG経営に貢献していきます

D X銘柄企業
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一連のプロセスにおいて、お客様へ価値を
提供する統合プラットフォームを実現する
ことにより、お客様とのデジタル接点の強
化を行い、お客様、パートナー、社員への
総合的なエクスペリエンスの向上を目指し
ています。お客様のデータがセキュアにグ
ループ全体で共有されるようになり、組織・
会社の垣根を超えたグローバルコミュニケ
ーションが生まれています。また、マーケ
ティング活動を通じて得た情報から将来に
向けた予測が見えるようになり、より効果
的なお客様へのアプローチが実現できるよ
うになりました。FY20 比で、見込顧客・
受注・売上の増加と業務効率化を目指して
いますが、FY22から既に効果が少しずつ
出ている状況ですが、現在、効果の刈り取
りに注力しています。また、顧客向けポー
タルサイトの登録利用者数をFY24に5 万
人以上を目標としていましたが、現時点で
既に6 万人以上のお客様にご利用頂いてい
ます。
・External DXビジネスの創出

当社が、従来の製造業から、OT/ITが
統合されたワールドクラスのソリューショ
ン・サービスカンパニーに変革し、これま
での製品売り切り主体のビジネスモデルか
らクラウドを中心としたリカーリングビジ
ネスモデルに転換し、当社のお客様である
製造業の製造DX・製造SX(Sustainability
Transformation)に貢献する事を指向して
います。日本のデジタル競争力の弱さが事
業リスクのひとつと考え、開発/販売はパ
ートナーも含め海外での展開も強化してい

ます。全受注高に対するDX関連受注比率
をKPIと し て モ ニ タ リ ン グ し て お り、
FY22 実績で3.5%となっています。

ガバナンス

　当社グループは、会社が健全かつ持続的
に成長し、企業価値の最大化を実現するた
めには、コンプライアンスの徹底、リスク
の適切な管理、株主をはじめとするステー
クホルダーとの建設的な対話のための情報
開示等も必須と考えています。こうした考
え方からコーポレートガバナンスの継続的
な 充 実 に 取 り 組 む 基 本 方 針 と し て

「YOKOGAWA コーポレートガバナンス・
ガイドライン」を制定しています。当社取
締役会では、当社グループの事業に精通し
た取締役と、独立性の高い社外取締役によ
る審議を通して、意思決定の迅速性と透明
性を高めています。また、社外監査役を含
む監査役による監査を通して、取締役の職
務執行の適法性、合理性、意思決定プロセ
スの妥当性などを厳正に監視・検証し、経
営に対する監査機能の充実を図っています。

今後の展開

　Internal DXについては、前中期経営計
画のもとで、お客様・パートナー様・社員
の3つの視点に立って、体験価値 を 向 上 
さ せ るグローバルプラットフォーム導入
を進めてきており、一部のプラットフォー
ムを除いて、FY23 中にほぼ導入が完了し

ました。今後は、これらプラットフォーム
の徹底活用を進めると共に、統合されたデ
ータをもとに、AIを活用することで、飛
躍的な生産性向上を目指します。
　External DX に つ い て は、 更 な る
External DXビ ジ ネ ス 拡 大 を 目 指 し、
FY22に設立したDX戦略子会社「横河デ
ジタル」を核に、DXサービスポートフォ
リオの拡充を進めながら、全受注高に対す
るDX関連受注比率の向上を目指します。

委員コメント

　OTとITの融合を実現している企業と
して、同社のDX実現の方向性には興味深
いものがある。具体事例を交えた、より詳
細な情報提供があれば、より高い評価を得
てもおかしくないと感じる。
　OT領域とIT領域をつなぐソリューシ
ョンを提供できる数少ないグローバル企業
の1つして、その機会を的確にとらえビジ
ネスと企業文化の変革に取り組んでいる。
また、デジタルに向けた社内の変革と顧客
向けの変革の両方を全社的に推進している。

D X銘柄企業
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株式会社アイシン

─

　輸送用機器　

─

　7259　

─

経営ビジョン・

ビジネスモデル
アイシングループは、経営理念である「”

移動”に感動を、未来に笑顔を。」の実現に
向けて、社会課題の解決に貢献する商品・
サービスの提供に取り組んでいます。安全・
安心、快適なモビリティを創造し、誰もが
安心して暮らせる社会のために、より良い
環境づくりと持続可能な社会の実現をめざ
します。「アイシングループビジョン2030」
では、大きく産業構造が変化する中でも持
続的に成長していくため、電動化・BEV化、
カーボンニュートラル、知能化を加速させ
ていく姿を描き、モビリティ・エネルギー・
人々の様々な“移動”を通じて、お客様の
期待を超える新しい価値の創出に挑戦して
いきます。

戦略

　「ソフトウェアファースト・DX」の推進
により、重点経営課題である「電動化」「カ
ーボンニュートラル」「知能化」への対応を
加速し、ソフトウェアの開発力やAI(人工
知能)といった技術力を磨いて新規事業を
創出し、新たな価値の創造と社会課題の解
決に取り組みます。(図１)
■ソフトウェアファースト

クラウド上にある市場データをAIを使
って分析し、ソフトウェアへ反映すること
で、より良い製品への進化を加速させます。
市場投入後も製品のアップデートを行うこ
とで付加価値を継続的に高め、変化の激し
い市場ニーズに応えていきます。また、ソ
フトウェアによって製品間をつなぎ統合的
に制御することで、より高度でユーザビリ
ティの高い機能を実現します。

■DX

AIなどの分析技術を活用し、ものづく
りの現場をIoT技術によってサイバー空間
に 再 現 し た CPIF（Cyber Physical 
Information Factory）コンセプトに基づい
たITプラットフォーム、そして位置情報
技術を活用して移動に関するあらゆるソフ
トウェア、サービス、ソリューションを迅
速に提供可能なMSPF（Mobility Service
Platform）の２つのプラットフォームを構
築しています。これらのプラットフォーム
上で広く社内外と連携し、継続的な改善や
新たな付加価値のあるコンテンツを創造、
提供していきます。

組織づくり・人材・ 

企業文化
アイシングループのDXは、CSDO（Chief

Software & Digital Officer）直轄組織であ
るDX戦略センターを中心に各部門が連携
する体制で推進しており、すべてのDXテ
ーマに対して投資合議会やデザインレビュ
ーを行うなど、全社横串視点で活動してい
ます。人材育成では、一人ひとりがデジタ
ル技術を正しく理解・活用し、自分の考え
で新たな価値を創造できる人材になる「全
員参加のDX」を基本方針としています。
弊社独自の教育コンテンツである「DXビ
ギナーズパッケージ教育」は約12,000 人の

従業員が受講しており、グループ会社にも
順次展開しています。また、全国４拠点に
ラボを設けて専門人材を確保するなど、
2025 年までに中級AI人材を約1,400 人と
する目標を掲げ、AI関連の教育に年間2
億円以上を投資しています。産学連携にも
取り組んでおり、国内外の複数の大学と共
同研究プロジェクトをスタートさせました。

デジタル技術 

活用環境の整備
　業務プロセスの革新に向けて、CPIFの
考え方のもと、生産に関するデータを集約
するIoTプラットフォームを構築しまし
た。このサイバー空間上での３Dシミュレ
ーションなどを活用し、設計～生産のリー
ドタイム短縮を実現しています。また、バ
ックオフィスの各領域はデータレイクを中
心に連動し、効率的なサービスを提供する
ことにより、受給の変動や市場、環境変化
などを捉え、全社最適化と迅速な経営判断
を実現しています。新規事業の創出に向け
て、AIなどの分析技術を活用したMSPF
を構築し、走行車両から車両情報や位置情
報、画像データなどを収集・蓄積、各種機
能を組み合わせることで物流ソリューショ
ンやライドシェアなどの新規サービスを創
出しています。

クラウド活用を組織横断的に遂行するた

（図１）アイシンの DX 全体構想

"移動”に感動を、未来に笑顔を。
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株式会社アイシン

め、専門的な知見を持つ人材で構成する
CCoE（Cloud Center of Excellence）を設
立しました。全社最適視点の戦略のもと、
クラウドファーストでの開発を推し進めて
います。

DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
■AI高度センシング／ AIビッグデータ分

析による、製造プロセスの知能化

　製品の検査工程では、AI画像解析で位
置・大きさ・容量などの明確な基準を元に
した「説明可能なAI学習モデル」を開発・
導入することで、製品の品質向上とともに
従来にない省人化を実現しています。検査
工程の知能化は、国内主要製品の70%以
上まで展開が進んでいます。また、工場内
でのフォークリフト車両と人の安全確保の
ため、画像に映る作業員の骨格・動作や荷
積みの様子、人・障害物の接近をAIが解析・
判定して危険個所を抽出するなど、安全な
職場づくりにも貢献しています。(図２)
■モビリティサービスプラットフォームを

活用した移動促進ソリューションの提供

　高齢者や公共交通空白地における移動困
難者支援を主な目的とするAIオンデマン
ド交通「チョイソコ」(※1)のサービスを
展開し、複数車両での配車と経路の最適化
を実現しています。全国74の自治体へ展
開し、地元の企業様とも共創することで、
会員登録者数は約8 万人までに成長しまし
た。また、走行車両に搭載したセンサーデ
ータから、道路の穴や亀裂、路面の荒れ具
合などの異常有無を検知して自治体に提供
する道路維持管理支援サービス「みちログ」
を展開し、安全・快適な道路環境を維持す
る補修工事計画にご活用いただいています。
　また、意思疎通支援ツール「YYSystem」

(※2)は、音声認識の独自アルゴリズムと
生成AIにより会話を視覚化することで、
移動や生活シーンにおいて、聴覚障害のあ
る方と健常者、日本人と海外の方などとの
分け隔てのない自然なコミュニケーション
をサポートします。官公庁や企業窓口への
設置も進んでおり、アプリ全体のダウンロ
ード数は50 万を超えています。(図３)
(※1)チョイソコ公式Webサイト

https://www.choisoko.jp/

(※2)YYSystem公式Webサイト

https://yysystem.com/

ガバナンス

自社企業サイト「AI Think」やSNSを通
じて、経営トップのメッセージやDX活動
事例を広く発信しています。また、株主・
投資家をはじめとしたステークホルダーと
の対話を重視しており、機関投資家の皆様
を対象とした社外取締役スモールミーティ
ングも実施しています。

社内においては、CSDOが経営方針に沿
った情報戦略やIT投資計画の策定などの
責任を担っています。特にサイバー攻撃や
内部不正などのリスクから企業を守るため、
専門組織である「情報セキュリティ推進部」
を設置し、サプライチェーン全体でのセキ
ュリティ向上活動を推進しています。高度
化する自動車搭載製品のセキュリティリス
ク対策に関しても、国際基準に則った組織
体制プロセスを構築しています。

今後の展開

　自動車業界の大変革期に、グローバルサ
プライヤーとして生き残るため、「ものづ
くり」に徹底してこだわり、データやAI

を活用して品質・生産性を高め、さらなる
競争力強化に取り組み続けていきます。
　同時に、「チョイソコ」「みちログ」など
のモビリティサービス事業を、より多くの
地域・市区町村でご利用いただけるよう展
開拡大するとともに、モビリティで培った
技術やノウハウを活かし、移動やコミュニ
ケーションの壁を無くす「YYSystem」な
どの新たな価値・サービスを創出し続ける
ことで、これからも“移動”に関する技術
を核として社会課題解決の取り組みを推進
し、「”移動”に感動を、未来に笑顔を。」の
実現に挑戦していきます。

委員コメント

　Cyber Physical Information Factory に
基づいたITプラットフォームを構築する
取り組み、AIオンデマンドバス・サービ
スはすでに全国74の自治体で約8 万人が
登録するなど、実績も築いている。運営す
る企業メディア「AI Think」も他の模範と
なり得る。ＡＩ高度センシング／ＡＩビッ
グデータ分析による、製造プロセスの知能
化。業務の効率化ではすでに実績を出して
おり、今回はその先のAIの活用で知能化
を進め、高い品質と高効率の両立をCyber
Physical Information Factoryで実現して
いる。また、移動促進ソリューション提供
プロジェクトは、カーナビゲーションの技
術と、位置情報を組み合わせて様々なサー
ビスに活用。AIオンデマンドバスとして
すでに複数の自治体で導入実績あり。また、
プラットフォーム化したことで、スクール
バスや福祉目的での活用など、サービス領
域の拡大が可能。車を介した社会課題の解
決といった既存ビジネスとの関連も理解で
きストーリ性を有している。

（図 2）現場作業が "AI" でどんどん知能化 （図 3）YYSystem で誰一人取り残さない社会の実現
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ＳＧホールディングス株式会社

─

陸運業
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経営ビジョン・

ビジネスモデル
■経営ビジョン

2030 年に向けた長期ビジョン「Grow
the new Story. 新しい物流で、新しい社会
を、共に育む。」
これまで以上に劇的な変化が予測される時
代においても、持続可能な社会の実現に向
け、お客さまや業界の枠を超えた多様なパ
ートナーとともに力を合わせて、必要とさ
れ続ける物流を創ることで未来につながる
価値創出を目指します。
■ビジネスモデル

約2 万6,000 人のセールスドライバーが
日々集配業務を行う中で、お客さまから伺
った物流課題に対して、当社グループとパ
ートナー企業のリソースを組み合わせて、
オーダーメイドの物流提案をするとともに
知見とノウハウを蓄積し、総合物流ソリュ
ーションを高度化しています。

戦略

　当社グループは、約25 兆円の物流市場
全体に自家物流を加えた約65 兆円のマー
ケットを見据え、宅配便事業のみならず、
TMS・GOAL・グローバルといったトー
タルロジスティクス（多様な物流機能を持
つグループ事業会社の連携による「総合的
な物流提案」）の提供によって成長してい
くという戦略を掲げております。宅配便事
業の安定的拡大を目指しながら、宅配便以
外のビジネス拡充を成長エンジンにさらな
る企業規模拡大を図ってまいります。
当社グループのDX戦略は、トータルロジ
スティクスの機能を強化し、持続可能な成
長を実現するためのものと位置づけており

ます。社会・顧客課題の解決を通じて持続
可能な社会へ貢献することを目的に掲げ、
持続的な競争優位を確立するために「サー
ビスの強化（顧客・他社連携によるプラッ
トフォームサービスの拡充）」「業務の効率
化（他社との協業や先端技術の活用による
生産性の向上）」「デジタル基盤の進化（ア
ジャイル開発のさらなる加速と開発内製化
の継続強化／他社サービスやベンチャー企
業等との連携による先端技術のさらなる活
用）」という大きく3つの施策に取り組んで
います。また、多様なステークホルダーと
の連携によるオープンイノベーションも積
極的に行い、DXを加速・発展させています。

組織づくり・人材・ 

企業文化
■組織づくり

戦略の策定を担うSGホールディングス
を筆頭に、各々に得意領域を持つ各事業会
社が連携し、各企画を推進します。グルー
プ各社の役割を明確にし、時には多種多様
なパートナーとのアライアンスを積極的に
展開することで、DX戦略を推進できる組
織づくりを行っております。
■人材

経営戦略（＝DX戦略）を実現する上で
必要となる知識・スキルを定義し、DX人
材の育成・獲得を推進することで、経営戦
略と人材戦略を連動させております。加え
て、全従業員へのデジタル・リテラシー向
上施策の実施や様々な育成プログラムを展
開しています。
■企業文化

多様な人材の個性を活かし、制度の拡充
や職域拡大、風土改革を推進しています。
新たなビジネスやサービスを生み出す活動
の実施にあたっては、R&D予算を活用し

て、ROIに拘りすぎず新たな挑戦を後押し
できる環境を整えることで、チャレンジを
推奨する文化の醸成を図っております。

デジタル技術 

活用環境の整備
　2005 年からホストコンピューターのダ
ウンサイジングを実施し、プライベートク
ラウドの思想の元、オープン化されたグル
ープ共通プラットフォームに基幹システム
および周辺システムを移行させ、レガシー
システムを撤廃しています。このオープン
化されたグループ共通プラットフォームの
主な特徴としては、データが一元的に集約
できていること、AI・ロボティクス・IoT
等と柔軟に連携できることにあります。
当社グループでは、その環境を活かし、現
場部門とIT部門が一体となってトライア
ルを繰り返しながら、AI・ロボティクス・
IoTなどを活用してスピーディーに業務改
革を行う取り組みを拡大しています。加え
て、変化の速い市場ニーズに対応するため
に、ウォーターフォールで重厚長大にシス
テム構築をするのではなく、アジャイルで
小さく作りながら、適宜市場ニーズに合わ
せて改修していく取り組みも推進していま
す。

お客さまと社会の役に立てる“新しい物流”を創造する
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DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標

■DXの取組内容とその成果
・DX人材育成

DX人材のスキルを4 分類で定義し、そ
れに合わせた育成プログラムを内製化によ
って提供するとともに、経営層等の情報発
信の機会を通じて当社グループのDXをア
ピールすることでDX人材の獲得にもつな
がってきています。持続的な競争優位を確
立するために、サービス企画の強化や新技
術の活用を推し進める人材の育成・獲得を
強化し、DX企画人材を育成・確保を目指
しています。
・AI搭載の荷積みロボット

物流業界では、労働人口減少による労働
力不足や、2030 年の輸送力不足を背景に、
トラックドライバーの労働負担の軽減など
労 働 環 境 の 改 善 が 求 め ら れ て い ま す。
Dexterity社が有する米国の物流業界で培
ったロボット技術に高度なAI技術を搭載
し、佐川急便における物流オペレーション
を学習させることで、佐川急便が求める輸
送品質の実現を目指します。人手作業の代
替として、トラックの庫内に最適な荷積み
作業ができるロボットの開発は、国内物流
業界では初めての試みとなり、トラックド
ライバーや積み込み作業者の業務負担軽減
や荷役作業の省人化を目指しています。
・AI-OCR

佐川急便の配達伝票における手書き数字
をAIで正確に読み取り、業務効率化を図
るための社内施策として始まった「AI-
OCR」に関しては、開発したAI-OCRの機
能を発展させることで、注文書・請求書と
いった一般帳票の読み取りにとどまらず、
給与支払報告書、コロナワクチン予診票、
レセプト帳票などと
いった独自の帳票の
読み取りも可能なソ
リューションへと進
化しました。これに
よって紙帳票のデー
タ化業務における人
手不足やコスト増加
に課題を抱えるお客

さまに貢献できるサービスとなりました。
■重要な成果指標

既存ビジネス：取扱個数の増加（デリバ
リー事業の売上拡大）等に対応可能な生産
性の向上を実現
新規ビジネス：2030 年売上2.2 兆円に向け
て、更なるデジタル化の推進と最新技術の
導入による効率化・顧客利便性向上、サー
ビス拡大を推進（営業収益構成比を7：
3 ⇒5：5へ）

ガバナンス

　経営の考え方のベースとして「ステーク
ホルダー経営」を掲げており、第1に「顧客」
に対してサービスレベルの持続的な向上、
第2に「従業員」とその家族の生活基盤の
安定と向上、第3に「地域社会」に対して
安全、環境、更に様々な事業活動、社会活
動を通じた貢献、第4に「株主」に対して
企業価値の向上、第5に「お取引先」に対
して公平・公正なお取引を行うことにより、
様々なステークホルダーの期待に応える事
業活動を推進しています。また、当該ステ
ークホルダー経営の実現のためには、コー
ポレート・ガバナンスの充実・強化による
透明性の高い経営管理体制の構築こそが最
重要課題の１つであるとの認識のもと、各
体制整備を行っております。

今後の展開

　2027 年にはトラックドライバーの需要
に対して約25％が不足すると言われてお
ります。
　これから先、自家物流を強化して物流課
題の解決に取り組むお客さまに対しては、

先端技術を活用した当社グループのソリュ
ーションを提供することで、課題の解決に
貢献したいと考えております。
　一方で、物流のアウトソーシングを検討
されるお客さまに対しては、当社グループ
がその課題解決の一役を担うべく、共同で
在庫管理や配送を実現する方法があると考
えております。これからもサプライチェー
ン全体の効率化など、社会課題への継続的
な挑戦と解決への貢献に取り組むことを通
して、当社グループのビジネスを成長させ
てまいります。

委員コメント

　業務の効率化においては、AIや自動化
技術を配送の各プロセスにおいて活用。伝
票のフルデジタル化を22 年4 月に完了し、
荷積み、ルート、同一配送先の集約といっ
た、データを有しているからこそ可能とな
る業務の効率化を鋭意進めている。ROIで
成果目標を掲げたことで成果の達成がわか
りやすい。また、サービスの強化において
は、トータルロジスティックスを目指して
広範な荷物の取り扱いや対象領域の拡大を
図る中で、協力会社や荷主など企業横断的
に物流の最適化を図る必要がある。他社に
先がけ物流プラットフォームを構築し、外
部企業との物流データの共有や生産性向上
のための取り組みの連携を図ることで、自
社及び外部企業とのWIN―WINの関係を
実現し、物流業界の価値向上に貢献してい
る。ドライバー不足など社会課題の解決に
もつながる取り組みでもある。「デジタル
基盤の進化」における取り組みを中心に記
載されたDX実行能力も説得的。双方向コ
ミュニケーションを重視している情報開示
のスタンスも評価できるポイント。
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経営ビジョン・

ビジネスモデル
　当社は、2023 年度から開始した4 年間
の新たな中期経営計画 “Sail Green, Drive 
Transformations 2026 - A Passion for 
Planetary Wellbeing -”を 策 定 し ま し た。
人口・グローバル化・テクノロジー・環境
の４つのメガトレンドに基づき2050 年の
世界を予見し、そこからバックキャストし
て2030 年における当社のありたい姿「総
合物流企業の枠を超え、中核事業の深化と
新規事業の成長で、未来に必要な価値を共
創します」を掲げ、このビジョンの実現を
目的とする2026 年度までの4 年間の行動
計画として本中期経営計画を位置付けてい
ます。これにより、2050 年までに外航海
運事業からのGHG排出量のネットゼロを
実現するといった超長期の目標を基底に置
き、中期的なメルクマールを示しながら、
現在注力する行動計画と達成指標を明示し
ています。

戦略

ライナー &ロジスティクス事業、不定
期専用船事業、その他事業における機会と
リスクを踏まえた事業戦略の方向性として、
両利きの経営(AX)及び事業変革(BX)を定
めるとともに、人的資本の更なる充実・グ
ループ経営の変革・ガバナンスの強化
(CX)、デジタル基盤の整備推進(DX)等の
コーポレート基盤の強化に加え、脱炭素に
向けた取組みの加速(EX)を推進します。
　ここで、デジタルは他の変革戦略を実現
な ら し め る 役 割、Digital as a 
Transformation Enabler、として明確に位
置付けられ、デジタルを様々な課題解決に

活用しています。また、新規事業としてデ
ジタル船舶管理サービスを販売といった
Digital Businessの展開も構想しています。
財務戦略としては、デジタル投資を含めて
将来の安定的な株主リターンに繋がる投資
対象に対して2026 年度までに1.3 兆円規模
の事業投資を実施すると同時に、資本効率
向上を意識した株主還元を実施します。ま
た、売り上げ・経常利益の拡大のみならず、
投 資 リ タ ー ン の 向 上 を 徹 底 す る た め、
ROICを主たる経営指標として位置付けて
います。

組織づくり・人材・ 

企業文化
　2021 年10 月にDX推進グループとイノ
ベーション推進グループを技術本部に設置
しDX組織を再編・強化しました。
DX推進グループは、DX活動の基盤とな
るDX1 丁目(データを整える)、DX2 丁目(
業務を整える)、DX３丁目(データを使う)
の３段階でのデータ駆動企業変革を支える
当社 ITシステム(ITインフラとアプリケ
ーションシステム)基盤を刷新・整備する
ことを、イノベーション推進グループは、
イノベーションを生み続ける人と文化の創
造と新規事業の創出を支援することをミッ
ションとしています。

人材については、新事業を創出するビジ
ネスリーダーの育成を目的に当社グループ
に勤務する中堅社員を対象とした集中研修

プログラム(デジタルアカデミー )が第7 期
を迎え、その修了者は累計75 名に達しま
した。「DXキャラバン (課題発掘) → デジ
タル寺子屋 (ツールの使い方理解) →デー
タラボ (伴走型セルフ開発)」というシーム
レスな取り組みによりデジタル中堅人材の
育成を行っています。また、メールマガジ
ンやイベントなどを通じてデジタル技術や
データの活用に関する関心や理解を高め、
DXの迅速な展開やサイバー事故の抑止に
努めています。

デジタル技術 

活用環境の整備
　中期経営計画の中で基軸戦略となる既存
中核事業の深化と新規成長事業の開拓を支
えるデジタル技術活用に不可欠な5つの基
盤を明示し、その整備を進めています。
1．デジタル人材の育成
2．自律自走のDX型組織作り
3．データの蓄積・活用
4．基幹システムの更新
5．ITセキュリティのアップデート

DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
　中期経営計画実現のためのEnaberとし
てデジタル技術を活用し、全方位的にDX
を推進しています。ここでは、数あるDX
に関する取り組みのうち、4つの事例を紹
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介します。
1．船舶のIoT化
船舶に装備するセンサーの種類や数の拡充
とAI化、運航データの収集・送信する頻
度の増加、低軌道通信衛星の活用、船内
LAN/Wi-Fi環境の整備や船陸サイバーセ
キュリティなどの取り組みによって当社の
運航船のDigitally Enhanced Ship化が着実
に進み、精緻化した運航データレイクとサ
イバーフィジカルによる安全で効率的な運
航や船舶管理を実現しています。更に、こ
れらのデータや技術を基礎として自動運航
船や次世代燃料船の開発を進めています。
デジタル・データによる安全で効率的な船
舶運航の持続的な強化を図り、海難事故の
撲滅、燃費効率の向上、GHG排出量の削減、
乗組員の事務/点検労働負荷の軽減に貢献
しています。
2．データ活用
2022 年度に導入した海運業務統合プラッ
トフォームは順調に稼働し、当社海運事業
のグローバルな業務プロセスとデータの標
準化、業務効率化ならびに運賃や燃料油の
先物市況エクスポージャー管理・採算責任
の明確化と併せて、海運事業データレイク
の高度化を実現を目指しています。
3．外販事業
新規成長市場への参入の１つとして、高度
な船舶デザイン・運航・管理の事業化を進
めています。これは、当社が営々として築
いて来た安全で効率的な船舶運航の成果を
プラットフォーム化して他の海運企業に外
販する事業であり、2023 年4 月に専任の
営業組織を設置致しました。海難事故防止
や脱炭素化・GHG削減支援サービスは公
益性が高いだけでなく、大きな市場ポテン
シャルがあり当社およびグループ会社が海
事産業で共創したデジタルサービス・デジ
タル機器の販売にむけて取り組んでいます。
4．生成AI
AI利用ガイドラインを作成し、データ漏
洩の心配がない当社グループ専用の生成
AIチャットシステムを内製化し、当社お
よび国内外グループ会社に展開しています。
ま た、 シ ス テ ム 子 会 社 と な るNYK
Business Systemsでは、生成AI技術を開
発プロセスに組込み、単純なコード生成に

とどまらず、リファクタリング、バグフィ
ックス等に利用し、生産性を向上させてい
ます。

ガバナンス

　当社は、株主・投資家、顧客、取引先、
地域社会、当社及び当社グループ会社従業
員などのステークホルダーの信頼を得て、
その期待に応えるべく経営の透明性と効率
性を確保し、適切な経営体制の構築・維持
に努めています。サイバー攻撃による業務
システムの停止や業務データの窃取や改ざ
ん、船舶のデジタル化の進展に伴うGPS
信号の偽装や公開装置への侵入事案、そし
て、世界各国で整備されている個人情報保
護制度への違反、といったサイバーセキュ
リティリスクに対しては、当社ならびに連
結グループ会社に適用し得るルール(情報
システムセキュリティ基準)を米国国立標
準 研 究 所 (NIST) の Cyber Security
Framework(CSF)に準拠する形で、第8 版
に改訂いたしました。また、セキュリティ
レベル向上のため、当社および全世界の連
結グループ会社に対してセキュリティアセ
スメントを実施し、改善活動のフォローア
ップに努めています。情報セキュリティに
関する戦略、導入計画、開発、保守、運用
にあたり、当社、郵船ロジスティクス、
NYK Business Systemsが中心となり、経
営資源を適正に統制し、目指すべき姿へと
導くための仕組みを進めています。

大切にしていること

ビジョンの共有：DXの成功には、明確な
ビジョンが不可欠です。経営陣はDXの重

要性を認識し、そのビジョンを組織全体で
共有することで、目標達成に向けた一体感
を醸成します。
選択と集中：DXの範囲は広大ですが、優
先順位をつけ、ビジネスに大きな影響を与
える領域に集中することが成果を最大化す
る近道です。
データ活用：正確なデータはDXの根幹で
す。意思決定やビジネス戦略の根拠として
活かすためにデータ基盤の整備が重要です。
幅広い知見を求める：他の業種・業態のパ
ートナーと幅広いネットワークを形成する
ことによって得られる知のコラボレーショ
ンは、Transformationとイノベーション
を生み出す可能性を秘めています。
組織文化の変革：DXは技術だけでなく、
組織文化の変革も求められます。最も難し
いテーマですが、柔軟性、イノベーション、
共同作業を奨励する文化を築くことで、
DXの成功につなげることができます。

委員コメント

　現行中計の「ABCDE-X」における事業
はすべてenablerとしてデジタル技術が活
用されており、全方位的にDX推進が進め
られていることが見て取れる。プラットフ
ォームビジネスへの参入や造船設計での
Model-based Design (MBD) 適用など、新
規性の高いビジネスモデルが含まれており、
収益寄与もROICベースで明確に位置づけ
られている。あらゆる事業推進がデジタル
技術活用が前提になっているように見える。
DXへの取り組みが全社として既に定着化
しているということか。中期的な取り組み
も多いが、昨年度末までの到達点と今年度
成果が明確に示されている。
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「2021-2025 年度 JAL グループ中期経営計画　ローリングプラン 2023」DX 戦略

経営ビジョン・

ビジネスモデル
　JALグループでは、社会とグループにと
って普遍の価値である「安全・安心」、「サ
ステナビリティ」を未来への成長のエンジ
ンとして、多くの人々や様々な物が自由に
行き交う、心はずむ社会・未来において世
界で一番選ばれ、愛されるエアライングル
ープを目指す「JAL Vision 2030」を掲げて
います。「JAL Vision 2030」の達成に向け
ては、「2021-2025 年度 JALグループ中期
経営計画ローリングプラン2023」において、

「ESG戦略」を価値創造・成長の実現に向
けた経営戦略の最上位の戦略として位置づ
けています。ESG戦略を通じて「移動・つ
ながり」という社会的価値を創出し、JAL
Vision 2030の実現を図るとともに、経済
的価値を向上させていきます。

戦略

　「持続的な成長・発展」を実現する経営
戦略の柱として、2023 年度は「DX戦略」、

「人財戦略」、「GX戦略」、「事業構造改革」
を掲げ、「事業構造改革」では基幹事業と
してのフルサービスキャリアの利益を減ら
すことなく、LCCとマイル・ライフ・イ
ンフラといった新領域を伸ばすことで、事
業環境変化などに対してもレジリエンスの
高い事業構造を構築していきますが、その
実現と並んで事業横断の「DX戦略」を策
定しています。「DX戦略」では、デジタル
の活用がもたらす変革を通じて、新たな社
会的・経済的価値を提供し、多くの人々や
様々な物が自由に行き交う、心はずむ社会・
未来を実現することを目標としています。
JALグループのDXは、”お客さまに新た

な価値や最高のサービスをご提供し、CX
（Customer Experience）を最大化するこ
と”、”社員の働き方を改革し業務品質・生
産 性 の 向 上 を 通 じ て EX（Employee 
Experience）を最大化すること”の顧客と
社員の両面からのアプローチにより持続的
な事業の好循環を生み出すことを目標に推
進しています。

組織づくり・人材・ 

企業文化
　JALグループの「DX戦略」による新た
な顧客価値の創造と業務変革、更には新規
ビジネスモデルの創出についてはデジタル
イノベーション本部が横串機能を持ちなが
ら全社を先導。14 本部の役員が集まる「デ
ジタル変革推進ステアリングコミッティ」
を毎月実施し、全社のDX推進を戦略的に
推進することに加え、業務部門と密に連携
を取りながら全体最適でプロジェクトを進
める体制を整えています。また、CX・EX
を最大化するためにDXは不可欠ですが、
DXを推進できる人財は不足しており、全
社的な改善・変革マインドの醸成も十分と
は言えないといった課題認識のもと、必要

な人財について階層別に定義し、DXを自
立的に計画・実行できる人財の育成、及び
全社員がDXを推進していくための文化形
成を目的として、2023 年11 月よりDX人
財育成プログラムを開始しました。

デジタル技術 

活用環境の整備
　「DX戦略」では、JALの強みである多様
な人財がデジタルを活用し、お客さまに安
全・安心な移動と新たな顧客体験価値を創
出し、DXを通じた社会課題の解決や変革
に挑むことを掲げています。テクノロジー
の発展により新たなサービスの実現や業務
の高度化が可能な社会となっている中、
JALグループは事業環境の変化に適応す
るため、DX推進の3つの要素として「デ
ータ」「AI・先進技術」「モバイル」に注力し、
お客さまの利便性向上ならびに社員の生産
性向上を目指しています。また、お客さま
の体験と日々のオペレーションを通じて蓄
積されるデータを更に活用することで３つ
の要素の好循環を生み出し、DX戦略を確
実に推進しています。

〜先進テクノロジーを活用し、新たな価値の創造を加速～

D X銘柄企業



D X 銘 柄 2 0 2 4 54

日本航空株式会社

奄美アイランドドローン株式会社を設立し、定期運航を開始

医療 AI による画像認識技術を活用した「航空機エンジン内部検査」

DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
【航空機整備のDX】
　JALグループの航空機整備を主に担う
株式会社JALエンジニアリングでは、ゼ
ロゼロ100（※）の理念追求のため、航空
機の故障が発生した後に整備を行うのでは
なく、航空機の故障を予測し壊れる前に整
備を行うことを実現するため、それぞれの
領域で最先端デジタル技術を有するパート
ナー企業と協働し、現在大きく以下3 点の
取り組みを進めています。

①ボーイングやエアバスなどの航空機メ
ーカーとも共同で整備知見に基づく仮説探
索型分析技術とAIを駆使したデータドリ
ブン型分析技術を活用した航空機故障予測
アルゴリズムの開発

②異業種(医療)分野に精通したITベン
ダーであるクレスコ社と共同で医療AIを
活用した航空機エンジン内部状態の検査画
像に対する診断サポートツール開発

③先進技術を扱うエースタークォンタム
社の量子コンピューティング技術を活用し
た運航整備計画最適化アプリケーションの
開発
最終目標指標として、上記取り組みにより
ゼロゼロ100の実現を掲げています。
※より安全・安心な旅のご提供に向けお客
さまが直面する不具合をゼロに、また航空
機整備に関わる社内の関係者が直面する不
具合もゼロに、ひいては定時出発率を
100%にするという「世界一品質の高い航
空機オペレーション」を表現する概念。
【エアモビリティ事業】
　JALグループの持つ安全運航のノウハ
ウと先進テクノロジーを組み合わせ、他社
との協業や国の政策とも連携しながら、ド
ローン・空飛ぶクルマの「次世代エアモビ
リティ」事業を推進しています。将来的に
はドローンや空飛ぶクルマなどの多様なエ
アモビリティが、様々な事業者によって運
航されることを想定しており、それらの安
全運航を管理する社会基盤として「オペレ
ーション支援プラットフォーム（AMOP）」
を構築し、プラットフォーマーとして収益
化を目指します。AMOPは、運航管理シ

ステムの提供のみならず、エアモビリティ
を活用した地域の課題解決コンサルティン
グ、通信、保険、機体などの紹介・提供、
操縦士の人財育成など、運航事業者が安全・
安心に事業運営を行うための様々なサービ
スをパッケージとして提供する構想です。
AMOPの実現に向け、ドローン事業では、
2023 年12 月にKDDIスマートドローン株
式会社と資本業務提携を締結。また、2023
年11 月に奄美・瀬戸内町で、瀬戸内町と
ともにドローン運航会社「奄美アイランド
ドローン株式会社」を設立するなど、取り
組みを加速させています。
　空飛ぶクルマ事業では、まずは2025 年
の大阪・関西万博での運航実現を目指して
います。将来的には、エアライン事業も含
め空のネットワークの拡充を目指し、多様
なエアモビリティがシームレスにつなが
る”空のMaaS”の実現を目指します。

ガバナンス

　デジタル化がもたらすリスクは常にモニ
ターされ、新たなリスクの芽があれば速や
かに対応できるよう、定期的にリスク・ア
セスメントと必要な対策の洗い出しを実施
しています。なお、優先リスクについては
取締役会に報告され、さらなる対策につい
て議論を行うなど重層的なリスクガバナン
ス体制を構築しており、インシデント発生
時には、リスクマネジメントマニュアルに
則り、CSIRT体制（サイバーインシデント
への対応体制）を構築し、対応と再発防止
を速やかに実行するとともに社外専門機関
による年1 回の監査を実施しています。

今後の展開

　DX推進の目的であるCXとEXの最大
化の実現に向けて、CX領域ではお客さま
にとって新しい体験価値を創出することに
取り組み、EX領域では社員が継続的に高
いモチベーションを維持して生産性高く働
くことのできる環境の整備に取り組んでい
きます。EXの向上が新たなサービスの開
発やサービス品質の向上につながることで
CXが最大化され、更にEXが向上する好
循環を実現します。そのためには、データ
やAIなど先進技術の活用、更にそれを支
えるIT基盤、オープンイノベーション、
DX人財の育成が不可欠だと考えており、
具体的にはセキュリティの強化やデータ基
盤の充実を図り、イノベーションプラット
フォームの活用により新しい価値やビジネ
スの創出を目指しています。また、DXや
新規事業創造を推進できる人財を全社的に
育成し、JALグループ全体としてDX推進
を更に加速させていきます。

委員コメント

　企業価値貢献の取り組みは、特に「新規
変革」のエアモビリティ事業のインパクト
に期待したい。実現能力・情報発信ともに
網羅的かつ具体的。経営ビジョンでDX戦
略が適切に位置付けられており、この方針
のもと「既存ビジネスモデルの深化」「新規
ビジネスモデルの創出」で選択されている
事項は、いずれも、当社のビジネスモデル
の根幹に関わるものであり、企業価値との
関係でもよく理解できるものとなった。
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経営ビジョン・

ビジネスモデル
　三菱倉庫グループは、これまで大切にし
てきた企業理念「企業活動を通じ、豊かで
持続可能な社会の実現に貢献する」に基づ
き、企業価値の向上やESG経営の実践・
SDGsへの対応を通じた社会課題の解決に
取り組んでいます。
その取組みの１つとして先端技術活用によ
る業務効率化やイノベーション創発を掲げ、
具体的にはブロックチェーン等の技術を活
用した「物流プラットフォームサービス開
発」と、自動化・省人化技術導入による「物
流業務・施設運営の効率化・高度化」の両
面からDXを推進しています。当社グルー
プは、現場力を大切にしながら物流・不動
産業務の効率化・高度化を進め、労働力不
足等の社会課題解決に取り組み、国内外の
社会と事業の発展に貢献します。

戦略

　経営計画[2022 －2024]に掲げた「先端技
術を積極的に導入することにより物流・不
動産両事業での社会課題解決と事業成長の
実現を図る」という全社方針のもと、以下
の戦略を実行することで、サプライチェー
ン全体の可視化や高度な品質管理を実現し、
お客様の課題解決に貢献することを目指し
ています。
１．物流プラットフォームサービスの開発
●顧客ニーズに寄り添い高品質な物流サー
ビスとステークホルダーのサプライチェー
ン最適化を実現する唯一無二の物流プラッ
トフォームを構築
●物流プラットフォームをオープンに運営
することで、お客様や取引先様とエコシス

テムを構築
●CO2 排出量の可視化と削減を進めるこ
とにより、お客様の脱炭素の取組みをサポ
ート
２．物流業務・施設運営の効率化・高度化
●取扱い貨物の特性に応じてカテゴリー別
に先端技術を活用した標準的な作業フロー
を再定義
●アナログでの情報管理が多く残されてい
る物流現場の業務をデジタル化し、蓄積し
たデータ、お客様や取引先様から提供され
たデータ、これまで培ってきたノウハウ等
をビッグデータとして収集・分析
●要所にAIによる業務判断やロボティク
ス技術を活用した自動化・省人化機器を導
入

組織づくり・人材・ 

企業文化
１．DX推進のための組織
　2019 年にMLC2030ビジョンの実現に向
けて発足させたプロジェクトチームを、そ
の後、ESG経営/SDGs対応のために設置
した「サステナビリティ委員会」の中に吸
収し、新たに「先端技術・イノベーション
分科会」を設置しました。この分科会は全
事業部門の責任者とDX推進チームで構成
する等の体制強化を図ることで当社グルー
プ全体のDXを強力に推進しています。
２．オープンイノベーション創発のための
組織
　CVCファンドの運用会社としてMLCベ
ンチャーズ㈱を設立しました。同社は中長
期な視点でスタートアップ企業を対象に幅
広く投資・連携を加速させていく予定です。
３．人材育成・企業風土変革
　新たな挑戦やイノベーションをサポート
する企業風土の醸成にあたっては人的資本

経営への取組みが最も重要と考え、以下の
取組みを行っています。
●人材ポートフォリオ構築
●経営層による対面型タウンミーティング
実施
●エンゲージメントサーベイ実施
●社内発の新規事業実現を目指す人材育成
プログラム
●企業内大学設置による教育制度整備

デジタル技術 

活用環境の整備
　DX実現のための環境整備については3
つのステップに分けて各施策を実行してい
ます。
１．経営計画[2019-2021]
「先端技術活用体制の構築期」として、レ
ガシーシステムやサイロ化したシステムが
残存し、DXの推進を阻害することがない
よう、従来のITについて次のような施策
を実施しました。
●システム再構築
●パッケージソフト利用へ転換
●専任の開発・保守要員を配置し内製化を
図ることでブラックボックス化を回避
２．経営計画［2022-2024］
「先端技術を活用した高付加価値ソリュ

ーション開発期」と位置付けて、全社デー
タ分析基盤や物流プラットフォームの構築

 “社員と先端技術のコラボレーション”により 
物流・不動産の両サービスで 

高度な品質管理と高付加価値サービスを社会に提供します
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等、先端技術を用いた生産性向上、新たな
サービス創造に繋がるビジネス・ソリュー
ション開発のための基盤整備、デジタルワ
ークプレイス環境の整備、サイバーセキュ
リティ対策強化等を進めています。
３．エコシステムの形成・拡大期［2025- ］
　単独の取組みでは達成出来ない、プラッ
トフォームビジネスの更なる拡大など、他
社・他業界を巻き込んだDXの実現、エコ
システムの形成を目標としています。

DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
　三菱倉庫グループではDX推進のため、
通常のシステム投資とは別に2021 年から
10 年間で累計500 億円の投資を予定して
います。
１．物流プラットフォームサービスの開発
（１）「ML Chain」
　医薬品の流通については、高い水準の品
質を維持することが求められていますが、
従来は品質維持に必要な情報が散在してい
たため、サプライチェーン全体の情報を一
元管理することが困難でした。
当社ではこうした状況を踏まえて、散在し
ていた情報をクラウド環境に集約し、ブロ
ックチェーン技術によりデータの完全性・
機密性を担保することで、顧客ニーズに寄
り添い高品質な医薬品物流とステークホル
ダーのサプライチェーン最適化を実現する
唯一無二の医薬品物流データプラットフォ
ームとして「ML Chain」を2022 年にリリ
ースしました。
「ML Chain」については継続して機能追
加や利用拡大を図り、医薬品のライフサイ
クル全体に渡ってサポートすることを目標
としています。
（２）国際物流データプラットフォーム

コロナ禍による世界的な国際物流の停滞
により、サプライチェーンのリアルタイム
な可視化や情報の一元管理が強く求められ
るようになりました。当社ではこうした状
況を踏まえて、新たな国際物流データプラ
ットフォームの構築に着手しています。
このプラットフォームでは、新たな価値や
より良い顧客体験を創出し、輸送状況や温

室効果ガス排出量等の可視化、サプライチ
ェーン分析ツールを活用したコンサルティ
ングサービスなどの提供を目標としていま
す。
　なお、昨年より、このプラットフォーム
の機能の１つとして温室効果ガス算定シス
テ ム「Emission Monitoring Cargo Route
Finder」を先行リリースしました。
２．物流業務・施設運営の効率化・高度化
　以下の取組みを通じて2030 年までに倉
庫事務・作業の自動化・省人化率目標を設
定し、取組みを進めています。
●貨物配置及びピッキング順序最適化シス
テムや作業員配置最適化システム導入等、
AIの活用
●無線LAN・スマホ・タブレット等の利
用拡大、作業帳票等ペーパーレス化、コミ
ュニケーションツール導入等による物流現
場の業務デジタル化
●AGV、リニアモーター駆動によるロボ
ット倉庫、自動フォークリフト、棚搬送型
ロボット等の自動化・省人化機器導入
●RPAや対話型生成AIの利用拡大

ガバナンス

　先端技術活用、DX推進については、前
述の「先端技術・イノベーション分科会」
が全社方針に従って、先端技術活用に係る
予算500 億円の配分、施策の入れ替え、ロ
ードマップ・評価指標・目標値の定期的な
検証や進捗管理等を実施しています。
また、上位組織の「サステナビリティ委員
会」では新たな施策の承認や経営戦略との
整合性確認等を行っており、経営方針の転
換や新たな事業展開等にも迅速に対応可能
な体制を敷いています。　

今後の展開

　三菱倉庫グループでは、2024 年も「物流
業務・施設運営の効率化・高度化」という
取組みを着実に進めるため、国内全拠点へ
の無線LAN環境導入、Hacobu社のトラッ
ク受付予約システム全店導入、Cuebus社
のリニアモーター駆動によるロボット倉庫
利用に関する実証実験等の施策を着実に進
めていきます。
　一方、「物流プラットフォームサービス
の開発」については「ML Chain」の機能追
加、利用拡大に取り組むと共に国際物流デ
ータプラットフォームの構築を進めていき
ます。全体の構築完了は2025 年以降を予
定していますが、社会的に有益な機能につ
いては順次先行リリースを行う予定です。
物流業界は少子高齢化による労働力不足や
2024 年問題、地球温暖化への対応等、大
きな社会課題や事業環境の変化に直面して
います。これらに対応して「企業活動を通
じ、豊かで持続可能な社会の実現に貢献す
る」ため、着実に、スピード感を持って、
先端技術の活用、DXの推進に取り組んで
いきます。

委員コメント

　医薬品物流PFはSC全体の把握を完全性・
機密性を保持した状況で実現。医薬品の信頼
性を流通過程で損なわない仕組みを確立し
たことは業界全体に与えるインパクトが大
きい。委託元の個別性に左右される中、全社
標準の業務プロセスを実現。また、業界を代
表する企業をファーストアダプターとして
選定し、ステークホルダーを集めやすい状況
を作り、唯一無二のPFとしてアピール。
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─

　情報・通信業　

─

　9434 

─

経営ビジョン・

ビジネスモデル
　当社は情報革命で人々の幸せに貢献し、

「世界に最も必要とされる会社」になるこ
とを目指しています。2023 年5 月には、
2030 年に向けた長期ビジョンとして「デジ
タル化社会の発展に不可欠な次世代社会イ
ンフラを提供する企業」を目指すことを新
たに公表しました。
　ビジョンの実現に向けては、コンシュー
マー事業（個人向け携帯電話サービスな
ど）、法人事業、メディア・EC事業（ヤフー・
LINE）、金融事業（PayPay）の各事業セグ
メントの成長を加速すると同時に、本格的
な生成AI時代に向けて国産生成AIの自社
開発や大規模な計算基盤を有するデータセ
ンターの構築を推進していきます。

戦略

　当社は、通信事業の持続的な成長を図り
ながら、通信キャリアの枠を超え、情報・
テクノロジー領域の分野で積極的に事業展
開を図る「Beyond Carrier」を経営戦略に
掲げています。
　通信事業においては、通信料値下げや競
争環境が変化する中、PayPayやLINEヤ
フーなどのグループ企業との連携による付
加価値サービスの提供をすることに加え、
デジタル技術を用いた通信品質やマーケテ
ィング活動の改善を図ることで、お客様の
顧客体験の向上を実現していきます。
　非通信事業においては、生成AI、デー
タセンター、クラウド、セキュリティ、
IoT、デジタルマーケティング等の多様な
ソリューションを提供する総合デジタルプ
ラットフォーマーへと進化を続け、保険

DX、小売DX、ヘルスケアDX、水インフ
ラDX、交通DXなどの新規事業を始動す
るなど事業領域拡大を実現しています。
また、サステナビリティへの貢献を重視し
ており、持続的な成長に向けて６つのマテ
リアリティ（重要課題）を特定し、社会課
題解決に向けた事業創出・拡大を推進して
います。

組織づくり・人材・ 

企業文化
　当社では、社内スローガンとして「Smart 
& Fun!」を掲げ、全社員が創造的かつイノ
ベーティブな働き方を実現できるよう、企
業文化の醸成・人材育成を進めており、
2023 年には働き方改革を通して持続的に
成 長 す る 先 進 企 業 を 選 ぶ「 日 経Smart 
Work大賞2023」で、大賞を受賞しました。
全社的なデジタル人材育成施策として、人
材レベルを定め、「IT」「AI」「統計」の3つ
の領域における学習コンテンツを提供する

「デジタル人材育成プログラム」を体系的
に運用しています。また、生成AIの台頭
を踏まえ、全従業員が参加する「生成AI 
アイデアコンテスト」を実施しボトムアッ
プ型で新規事業を創造する施策を実施する
など、自由闊達な企業風土を醸成していま

す。
　その他にも、柔軟な人事・異動制度、社
内起業制度、表彰制度、自己成長支援金制
度などを整備することで、社員への成長機
会やモチベーション向上に繋がる仕組みを
構築しています。

デジタル技術 

活用環境の整備
　当社では、ITツールを積極的に導入す
る一方、社内システムのアーキテクチャ最
適化を推進するチームを設立し、レガシー
システムの改善・刷新を実行するなど、シ
ステムの中長期的な統廃合や刷新の計画を
策定し、デジタル技術活用環境を整備して
います。また、生成AIの活用環境につい
ては、2023 年5 月から、全従業員２万人
がセキュアに生成AIを活用可能な、ソフ
トバンク版AIチャット「SmartAI-Chat」
を提供開始し、生成AIによる業務効率化
を推進してきました。これにより、営業部
門、マーケティング部門、カスタマーサポ
ート部門、総務部門などでも、生成AIと
自社データを活用したユースケースが創出
されるよう環境整備を行っています。

 日本でのAI普及に最も注力する企業への挑戦
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DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
　個人向け携帯電話サービスを提供する

「コンシューマー事業」においては、通信
トラフィックが増大する中、通信品質の強
化に向けてビッグデータを活用した5Gの
品質向上や基地局同士が自律的に協調し、
電波のエリアを制御/最適化する「AI-RAN
構想」を掲げ、データやデジタル技術を活
用した取り組みを加速しています。また、
PayPayとのグループ・シナジーにより新
料金プラン「ペイトク」の提供を開始する
と同時に、メタバース空間での販売、カス
タマーサポート領域におけるAI導入、接
客履歴のデータ化・共有化を推進すること
で、新たな体験価値を創造しています。
　「法人事業」においては、2023 年8 月、
日本マイクロソフトとの戦略的提携による
生成AIサービスの提供を開始しました。
社内起業制度から生まれたAI/DX人材育
成サービス「Axross Recipe for Biz」やAI
活用における学習データ作成を支援するサ
ービス「TASUKI Annotation」など、ソフ
トバンク独自のサービスを組み合わせるこ
とで、多数の企業に対して生成AI導入・
利活用を支援しています。また、2023 年8
月、国産生成AI基盤モデルの構築を目指
し、大規模言語モデル(LLM)の研究開発と
周辺サービスの開発、販売、提供を行う、
SB Intuitionsを設立し、先進的な生成AI
技術の社会実装へ向けた研究開発を進めて
います。
　新規事業創出を目的に2017 年に発足し

た「DX本部」では、ヘルスケア、水イン
フラ、保険、交通・自動車、スマートシテ
ィなどの領域において、共創パートナーと
共に事業開発を進めています。2023 年10
月には、ソフトバンクと日建設計が共創し、
データを活用して自律的に進化し続けるス
マートビルの構築に向けて「SynapSpark」
を設立するなど、新領域における事業展開
を加速しています。

ガバナンス

　当社では、「IT管理委員会」を設置し、
ITガバナンスの推進と標準化／最適化を
実施していることに加え、当社各グループ
企業のIT責任者を集めた「グループIT委
員会」の活動を行うことで、共通課題の解
決及びグループシナジー創出に向けた議論
を行っています。また、生成AIの台頭を
受け、2022 年7 月12 日に策定した「ソフ
トバンクAI倫理ポリシー」に基づき、AI
倫理およびガバナンスに特化した「AIガ
バナンス基本規程」を新たに制定し、AI
を用いたサービスの適正な開発や提供、管
理、運用の方針を定め、より安全・安心な
AIの活用を推進しています。

今後の展開

　2023 年5 月、「デジタル化社会の発展に
不可欠な次世代社会インフラを提供する企
業」を目指す長期ビジョンを新たに発表し
ました。生成AIに代表される新技術の台
頭により、データ処理や電力需要の増大が

見込まれており、次世代社会インフラの構
築は未来のデジタル社会における必要不可
欠なピースとなります。当社は大規模な計
算基盤などを整備したデータセンターを

「Core Brain」として構築し、生成AI開発
やAI関連事業に活用する他、大学や研究
機関、企業などの利用ニーズに応じて、幅
広く提供していく予定です。携帯電話事業
における「AI-RAN構想」の実現や法人事
業における「国産生成AIサービスの開発・
提供」など最先端テクノロジーを駆使しな
がら、デジタル社会の実現に向け取り組み
を推進していきます。

委員コメント

　企業価値貢献の取り組みは「既存深化」
「新規変革」ともに事例の豊富さが他社を
凌駕している。実現能力・情報発信の姿勢
も含め、DXに臨む同社の総合力の強さを
象徴する内容と考える。デジタル技術を用
いた既存ビジネスモデルの深化、業態変革・
新規ビジネスモデルの創出ともに、取り組
みの多さと幅広さ、取り組みのリアリティ
といった点で突出している。うまくいかな
いケースが多いかも知れないが、挑戦して
いる姿勢は高く評価したい。DX実現能力
の面も優れる。
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　卸売業　

─

　3132　

─
経営ビジョン・

ビジネスモデル
　「豊かな未来社会へ向けて、世界中の技
と知を繋ぎ、新たな価値を創り続けるサー
ビス・ソリューションカンパニー」を目指
すというビジョン（Vision 2030）を掲げて
います。モノづくりからコトづくりへのシ
フトが進む中で、モノの提供にとどまらず
その先のバリューを創造する企業へと進化
するため、これまで主力事業として50 年
にわたり当社の成長を支えてきた高付加価
値ディストリビューションのビジネスモデ
ルを拡大しつつ、半導体、ネットワーク事
業で培ってきたCyberとPhysicalの強みの
融合、創業時から最先端の技と知を追い求
め種を蒔き続けてきた先進性、エコパート
ナーとの共創により、より付加価値の高い
新規事業（CPSソリューション事業）への
ビジネスモデル変革を目指しています。

戦略

　2022 年度から2030 年度までを3つのフ
ェーズに分け、それぞれ経営資源融合フェ
ーズ、専門性強化フェーズ、経営資源統合
フェーズと位置付けています。

例えば2022 年度から2024 年度までの経
営資源融合フェーズでは、経営基盤強化と
してIT・DX戦略の強化（基幹システムの
活用促進による業務効率の向上、グローバ
ルのITガバナンス強化、社内DX推進に
よるビジネス機会増加と業務効率化）を、
CPSソリューション事業の成長戦略として
は事業開発と社会実装の推進、事業基盤と
な るCPS（Cyber Physical System）プ ラ
ットフォームの拡大、ケイパビリティの獲
得・育成を行っています。
　戦略策定にあたっては「データの活用」
を強く意識しており、例えばIT・DX戦略
の主要施策である基幹システムの活用促進

で は、 次 世 代 シ ス テ ム（ERP、SCM、
CRM 、BIを一体的に連携させた統合プラ
ットフォーム）の構築・海外展開により、
データを活用した業務効率の向上を進めて
います。CPSソリューション事業の成長戦
略のひとつであるCPSプラットフォーム
は、自社もしくはエコパートナーのエッジ
プラットフォームから収集したデータの探
索・分析・処理・モデリング・検証・再学
習のサイクルを行う事で新たな価値やビジ
ネス創出に寄与するものであり、プラット
フォーム自体がデータ活用を行うための基
盤となっています。

組織づくり・人材・ 

企業文化
　組織づくりの面では、IoT、AIなどデジ
タルテクノロジーを活用したソリューショ
ン提案の専任組織であるイノベーション戦
略事業本部、実現重視型のDXコンサルテ
ィングオファリングの専任組織であるDX

変化の先頭に立ち、最先端のその先にある技と知を探索し、
未来を描き"今"を創る。

D X銘柄企業
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コンサルティング統括部、高い専門性と未
来志向で当社のデジタル変革を牽引する
IT本部など、機能・役割ごとに組織を組
成し、それらが一体となりDXを推進して
います。加えてインドのAIプラットフォ
ームカンパニーであるCrowdANALYTIX
社の関係会社化やAIによるDX推進の専
門組織「ARIH」の設立など、個別領域に
おける専門組織の確立も進めています。
　人材の確保に向けては、社外パートナー
による外部知見も活用し、全社横断での人
材育成計画を策定しています。全社向け、
IT部門向けにそれぞれ教育プログラムを
策定・推進することで、各種IT・DX施策
が高品質に推進できる状態を全社レベルで
実現できることを目指しています。

デジタル技術 

活用環境の整備
　経営基盤強化に向けては、「次世代シス
テム」の活用を進めることで業務効率の向
上を図ること、次世代システムでカバーで
きない領域においても更なる効率化のため
のDXを推進すること、を目指しています。
特に後者の実現に向けては、「誰でも迅速・
簡単・安全に最新のIT・デジタルを活用」
をスローガンに、次世代システムプロジェ
クトにて構築した統合データ基盤のデータ
を利活用しながら、データ仮想化やプロセ
スマイニング等、戦略達成に資するプロジ
ェクトを複数推進しています。
　CPSソリューション事業の成長戦略のひ
とつである CPS（Cyber Physical System）
プラットフォームの拡大においては、マク
ニカモビリティデータプラットフォーム

（MMDP） や Macnica Common Platform
（MCP）、Fleet Management System（FMS）
など、デジタル技術を活用した基盤・シス
テムの構築・提供が進んでいます。

DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
　既存ビジネスの深化に向けては、2025
年に売上2 倍（取扱量2 倍以上）になって
も2018 年時点と同等の従業員数で業務が
できる（生産性2 倍）ことを目標に「次世
代システムの活用の促進による業務効率の

向上」、「社内DX推進によるビジネス機会
増加と業務効率化を推進」してきました。
結果として、2018年から2022年にかけて
連結従業員数は1.3倍増に抑えながらも、
半導体事業の売上高・営業利益率ともに
100%成長を達成しており、既に目標を達
成しています。具体的な取り組みの例とし
ては、CRMシステム刷新の一環として実

施した顧客ポータルの立上げや、SCMシ
ステム刷新による需給予測自動化と予測精
度向上が挙げられます。
　前者は、対応の属人化によるリードタイ
ムの長さが課題となっていた問合せ業務を
ポータル上に集約したことで、問合せ回答
のリードタイム短縮や見積書の即日回答な
ど、納期短縮やサポート品質の向上を実現
しました。また、立上げ後も顧客要望の吸
い上げによる継続的な機能追加を実施した
ことにより、利便性向上だけでなく、顧客
価値の向上にも貢献しています。
　後者は、7 万件に及ぶ需給計画のシステ
ム化、需要予測の自動化率80%を達成し
たことで、2021年度から2023年度にかけ
て計画・予測担当者数を25%削減（39 名
→29 名）し、削減した10 名の人員をより
付加価値の高い業務に再配置することに成
功しています。また、SCM導入前（2018/10）
と比較して発注件数が400%となった場合
でも人的リソースを増やすことなく対応が
可能な状態となっています。新規ビジネス
モデルの創出に向けては、CPSソリューシ
ョン事業の開発と社会実装の推進を進めて
お り、 パ ー ト ナ ー 数 や GAUSSIN
MACNICA MOBILITY 社（ 旧 NAVYA
社、以下Gama）の自動運転バスの運行件
数等をKPIに据えています。Gamaの自動
運転バスは当社における社会課題解決型ビ
ジネスの一例ですが、実際に過疎地域にお
ける社会課題解決の成果として茨城県境町
をはじめとした4 自治体で定常運行が始ま
っているほか、26の自治体で本格普及を
目指した実証運行に取り組んでいます。

ガバナンス

当社は、グループとしてお客様、株主、
従業員等のステークホルダーからの負託に

応え持続的な成長・企業価値の向上を実現
するために、経営の監督により透明性・公
平性の確保を担保しつつ迅速果敢な意思決
定と業務執行を行うことを基本方針として
います。また、当社の事業がデータ活用を
中心に据えているものであることを踏まえ、
グループグローバルでのセキュアネットワ
ーク（ゼロトラストネットワーク）の構築、
海外拠点のセキュリティガバナンス強化を
見据えた規程類整備並びに運用構築、サイ
バ ー 攻 撃 に 備 え た 体 制 整 備（SOC、
CSIRT）など、サイバーセキュリティ対策
の推進を強化しています。　

今後の展開

マクニカはこれからも、「変化の先頭に
立ち、最先端のその先にある技と知を探索
し、未来を描いて”今”を創る」というパー
パスのもと、当社グループの強みである優
れたコンセプトや技術を見極める目利き力、
未来構想力、実装力を更に尖鋭化させてい
きます。そして、「技術商社」の枠を超え
た価値そのものを創造するサービス・ソリ
ューションカンパニーとして、様々な社会
課題の解決に貢献していきます。
　デジタルテクノロジーの活用によるトラ
ンスフォーメーションへの「道先案内人」
としてお客様に伴走し続けると同時に、
IT・デジタルの徹底活用により事業の安
定性確保と柔軟な顧客価値創造を実現して
参ります。

委員コメント

　成長が期待される事業領域において潜在
感を高めることを目指して、最先端のテク
ノロジー・商材を早期に見つけ出し、市場
に投入するという強みをさらに拡大するた
めにデジタルの活用を進めている。顧客や
業界の課題を解決することが、自社の提案
力や生産性の向上につながることを理解し、
それを実現するための取り組みを着実に展
開している。このように、DX戦略をしっ
かり、企業価値向上に活かしていることに
加え、財務成果なども明確に示している。
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　2678　

─
経営ビジョン・

ビジネスモデル
　従来と異なるスピードで社会やお客様ニ
ーズが変化する中、社会課題解決のために
企業に求められるのは変化への迅速な対応
力とダイナミックに変革する力、そして、
社会から求められる自社の存在意義を常に
見直し、明確なミッションのもと行動する
ことと考えています。
　当社は中小事業所向けオフィス通販とし
て創業しましたが、このような考え方のも
と進化を重ね、現在はオフィス以外に製造
業や建設業、医療機関や介護施設などのエ
ッセンシャル業種をはじめ、400 万超の事
業所のお客様にご利用いただいています。
また、商品選定・オリジナル商品開発、仕
入、保管、受注、出荷、配送、お問い合わ
せ対応まで、バリューチェーン全体を通し
て自社で運営を行う点が当社の特徴です。

戦略

　中期経営計画における重要戦略を遂行す
る上で、DXは中心的役割を担います。
1. BtoB最強ECサイトの構築（PJ Trylion）
中小事業所向けECサイト（ASKULインタ
ーネットショップ）と中堅大企業向けの購
買管理型ECサイト（ソロエルアリーナ）
を統合することにより以下を実現
①ソロエルアリーナのオープン化によるサ
ーチエンジンからの流入拡大とお客様の利
便性向上
②中小事業所向けに無料の管理購買サービ
スを提供
③操作性の改善や新たな機能、サービスを
提供を迅速にできるシステムアーキテクチ
ャとサイト運営

2. 戦略業種と品揃え拡大
①従来型のオフィス用品だけでなく、製造
業や医療・介護業種向けの専門商材など、
お客様のニーズに合った商品の品揃えを拡
大
②商品の保管能力や出荷能力を飛躍的に向
上させるため、物流プロセスの構造改革を
推進（BtoBとBtoCとで分かれていた物流
センターの融合、配送管理システムの配送
キャリアへのオープン化など）
3. 物流/ITプラットフォーム改革
①物流/ITプラットフォーム全体での最適
化設計のさらなる推進とビッグデータ、
AI活用
②自社だけでなくパートナー企業の効率化
を図り、社会全体が抱える物流課題を解決
4. 新たなサービスの構築
①ビッグデータを活用したアドバタイジン
グサービス
②EC物流テクノロジーを活かした3PLプ
ラットフォームサービス
③SaaS製品の販売（ビズらく）

組織づくり・人材・ 

企業文化
　お客様ニーズやテクノロジートレンドが
変化して行く中で、固定概念を打破し、新
しい市場やプロセスへ積極的に挑戦する企
業変革がDXのベースと考えています。
全社のDXに責任を持つ職責としてCDXO
を設置し、CDXO、CTO、CHO（チーフ・
ヒューマンリレーション・オフィサー）が
三位一体でDXを推進する体制を構築して
います。
　また、システム開発においては内製化を
進め、システムごとにPdM（プロダクト
マネージャー）を設置し、ボトムアップで
システムの進化を加速させる取り組みをス

タートさせています。
ロジスティクスなどのフィジカルな業務

担当部門においても、データサイエンティ
ストやエンジニアを配置し、最先端のテク
ノロジーを活かせるようにしています。
DX人材については、外部からの採用を強
化するとともに、社内のDX人材育成を目
的として、データサイエンス教室や、生成
AIに関するeラーニングを実施し、全体
の底上げを図っています。

デジタル技術 

活用環境の整備
　中期経営計画を実現するために、中期経
営計画と連動して、全社的にシステムをコ
ア領域と非コア領域に分類しています。コ
ア領域では、①データ基盤・BtoCサイト、
②配送システム、③受注・在庫・SAP、④
BtoBサイト、⑤発注、⑥商品・検索、⑦
WMSの順で抜本的な対策や刷新を行って
います。
　当社のバリューチェーンの各プロセスか
ら得られる、お客様の検索履歴、購入履歴、
仕入や在庫、出荷、配送などの膨大なビッ
グデータは全て、クラウド上のデータプラ
ットフォーム「ASKUL-EARTH」に一元化
されています。経営トップを含む全ての業
務部門が、最新のデータを閲覧し分析でき
る環境を構築することにより、データドリ
ブンでの迅速な意思決定を行うベースとな
っています。また、「ASKUL-EARTH」の
データをもとに予測モデルを作る「AI（ア
スクル・シミュレーター）」は、物流拠点
における在庫配置の最適化など、バリュー
チェーン全体に寄与すると考えています。

パーパス・ドリブン経営を実現する
サイバー×フィジカルのデジタルトランスフォーメーション

D X銘柄企業
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DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
 【既存ビジネス】

1.BtoB最強ECサイト構築（PJ Trylion）に
ついては、今夏のソロエルアリーナ（中堅
大企業）のお客様移行完了に向けて進捗し
ています。
2.戦略業種と品揃え拡大については、製造
業や医療・介護業種向けを中心に取り扱い
商 材 が 拡 大 し て い ま す。(2024 年3 月：
1,270 万SKU超）今後は、商品の選びやす
さ・買いやすさ向上のため、データとAI
の活用範囲拡大による商品情報の充足や、
機動的な自動価格設定などを実施予定です。
また、新たに物流センター（東京DC）が
稼働開始したほか、AIロボットの活用や
置き配推進、LOHACOのおトク指定便な
ど、物流現場の負担軽減や業務効率化を図
っています。
3. 物流/ITプラットフォーム改革について、
ビッグデータのクラウド化は完了しており、
オンプレミスのデータセンターは無くなっ
ています。また、物流テクノロジーの活用
は自社にとどまらず、配送パートナー向け
に配送管理システム「とらっくる」を提供
するなど、社会全体でのイノベーションを
共創することを目指しています。
【新規ビジネス】
　DX戦略において新規ビジネスを大変重
要なものと位置づけており、各々の進捗は
以下の通りです。
①ビックデータを活用したアドバタイジン
グサービス

テストフェーズから成果が出ておりメー
カーに好評であり、2024 年3 月15 日発表
の3Q決算においても、BtoBの売上総利益
率向上に貢献しています。
②EC物流テクノロジーを活かした3PLプ
ラットフォームサービス

2020 年から本格的な3PL事業を開始し、
多様なECモデルに対応するために実行型
AIロボットの導入やマネジメントシステ
ムを導入してきましたが、現在は、大規模
なメーカーのDtoCビジネスやEC物流を
3PLで受託しています。

③SaaS製品を販売するスキームとしての
ビズらく
　グループ会社とのシナジーを活かし、
SaaS製品を販売する「ビズらく」の高速ロ
ーンチを実現し、スモールスタート段階で
はありますが、徐々にお客様を獲得するこ
とができています。将来的には、物販との
相互シナジーが出ることを期待しています。

ガバナンス

中期経営計画の主要施策であるDX施策
の進捗は経営会議や取締役会で定期的に報
告され、議論されています。加えて、経営
戦略との整合性や投資対効果の有効性を精
査する仕組みとして、2022 年10 月より社
外有識者を交えたDX審議会を開催してい
ます。
　また、システムロードマップ・技術ロー
ドマップを年1 回更新しており、情報シス
テムの分析・評価を行い、経営資源の再配
置などの見直しを行っています。
　毎年全社規模でリスクアセスメントや資
産管理台帳の見直し・更新を行う際、情報
資産の必要性を検討し、現状評価できるフ
ローを確立しているほか、アクセス負荷状
況やEOLなどの情報システムへの足かせ
となるものをウォッチし、計画的にクラウ
ド化や刷新を進めています。

今後の展開

　お客様の価値観やテクノロジーの急激な
進化により、業界の垣根がなくなり、意識
していなかった競合がテクノロジーを駆使
して市場をディスラプションしていく時代
において、既存ビジネスの磨き込みだけで
生き残るのは難しいと認識しています。当
社では「仕事場とくらしと地球の明日（あ
す）に「うれしい」を届け続ける。」ことを
パーパス（存在意義）と定めており、「変革
と最速」「多様性と共創」「誠実と誇り」のバ
リューズ（価値観）によって実現を目指し
ます。根底にあるのは創業以来の「お客様
のために進化する」というDNAです。当
社では、既存ビジネスモデルが持つコアコ
ンピタンスを最大限に活かし、新規ビジネ
スの創出など、当社のビジネスモデルをア
ップデートしていこうと考えています。

委員コメント

　バリューチェーン全体をDXで最適化す
る構想実現のためAIやロボティクスの活
用を進めており、実績も出ている。Allク
ラウド化は同社の規模を考慮するとかなり
思い切った転換。ビッグデータを活用し、
社外への拡販につなげた点が評価できる。
自社のDX改革にとどまらず、他企業の
DX推進にも貢献している。オフィス通販
から、B2BとB2Cの統合、ビッグデータ
PFを活用したバリューチェーンを構築し
ており、高い倫理意識も含め銘柄に相応し
い。

D X銘柄企業
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─

　銀行業　

─

　8316

─

経営ビジョン・

ビジネスモデル
　SMBCグループのビジョンである「最高
の信頼を通じて、お客さま・社会とともに
発展するグローバルソリューションプロバ
イダー」には、敢えて「金融機関」「銀行」
といった表現を用いず、経営環境が変化す
る中においても、金融・非金融問わず質の
高いソリューションの提供によって、お客
さまと社会に貢献する、という想いを込め
ています。このビジョンの実現に向けて、
現中期経営計画においては「社会的価値の
創造」「経済的価値の追求」「経営基盤の格段
の強化」の3つを基本方針として掲げてい
ます。

戦略

　SMBC グループではDXの進展によるビ
ジネスモデルの転換や業界地図の塗り替え
を機会・脅威と認識し、プロダクト・サー
ビスの高度化、新たなビジネスモデルの創
造に取り組んでいます。デジタル戦略では、
デジタルが持つ様々なものを超えていく
力・結びつけていく力「Beyond ＆Connect」
と、イノベーションを加速する枠組みの強
化「Empower Innovation」の２つを掲げ、多
様なパートナー企業と連携し、業態・企業・
地域等の壁を超えたソリューションの提供
を行うことでお客さまの利便性をより高め
るビジネスの創出・育成を行うとともに、
グローバルベースでのオープンイノベーシ
ョン組織の強化やCVC設立といった新規
事業立ち上げのための基盤整備、社長製造
業・社内SNSなどを通じたカルチャー変
革により、社内外から新規ビジネスの種が
生まれる仕組み作りを加速しています。

組織づくり・人材・ 

企業文化
　2017 年8 月よりDX推進を目的とした経
営会議「CDIOミーティング」を毎月開催
し、グループCDIO・CEO・CSO・CIOそ
の他関係役員が参加のうえDX案件への投
資その他方針決定を機動的に行えるように
しています。また、グループ全体のデジタ
ル戦略を担う部署として2020 年4 月にデ
ジタルソリューション本部を設置するとと
もに、各事業部門組織内にもDX案件を推
進する組織を設置することで、トップダウ
ン・ボトムアップの双方から事業創出に対
応するほか、システム開発部隊として
SMBCグループのITを担う日本総合研究
所にDXシステム本部を組成し、アイディ
エーションから開発まで一気通貫で対応可
能な体制にしています。情報収集の観点で
はシリコンバレーやシンガポールに拠点を
設置するほか、オープンイノベーション拠
点やCVCを通じて機動的に行えるように
しています。人材育成等については、業務
目線でDXの人材像を定義のうえ、職種別
採用や全従業員向けのIT人材育成プログ
ラムを実施しています。加えて、柔軟な発
想・ボトムアップで新規事業にチャレンジ
できる企業文化醸成のため、社長自ら「カ
ラを破ろう」「突き抜ける勇気」といったメ
ッセージを全社に発信するほか、ドレスコ
ードの廃止や社内SNSの運営をしていま
す。

デジタル技術 

活用環境の整備
　現中計の「社会的価値の創造」「経済的価
値の追求」「経営基盤の格段の強化」の3つ
の基本方針に則り、既存システムの抜本的
な見直しを実施しており、特に勘定系シス
テムについては、個人・法人向けのビジネ
スを更に高度化するために、APIによるデ
ータ連携を容易化するよう構築中です。
　個人向けビジネスにおいては、マーケテ
ィングプラットフォームにより分析した顧
客の属性や導線のデータを生かすことに加
え、インハウスデザイナーを活用して目的
から再定義した上でホームページ/ インタ
ーネットバンキング/ スマホアプリ/営業
タブレット等の抜本的な改革を実施してい
ます。さらに足許の社会のDX進展により
モバイル・デジタルが前提となる中で、フ
ルモバイル金融サービスOliveをリリース
し、戦略的なデジタル基盤を構築しました。
法人向けビジネスにおいては、SMBCデジ
タルマーケティングで金融ビックデータを
活用した広告・マーケティング事業を営ん
でおり、個人の潜在的な興味関心やライフ
スタイルに合わせた広告配信を行うこと
で、企業のマーケティング高度化を支援し
ています。

DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
(1)モバイル総合金融サービスOlive

近時、社会のデジタル化の急速な進展に
より個人の新規預金口座開設数はネット銀
行が席巻する状況でした。三井住友銀行（以
下「SMBC」）では、伝統的な金融機関とし
ては早期からネット銀行と同様に非対面で
の新規預金口座開設手続の体制を整備して

Beyond＆Connect～金融の枠を超えた
グローバルソリューションプロバイダーへの進化
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いましたが、全体としての新規口座開設数
は首位のネット銀行の半分程度でした。一
方で、ネット銀行含む他社には無い強みと
して、約2,700 万もの個人顧客と取引があ
ることや全国に店舗網を有すること、弊社
傘下でクレジットカード会員数が業界首位
である三井住友カード（以下「SMCC」）と
提携しクレジットカード・デビットカード
一体型キャッシュカードの発行実績もある
点もありました。そこで、銀行サービスに
おけるDXに関する取組を更に加速・深化
させるため、SMBC・SMCCが中心となり、
弊社と資本業務提携関係にもあるSBIグル
ープとも連携し、「Olive」を開発するに至
りました。
　Oliveでは、１つのスマホアプリ、１つ
のIDで、銀行口座、カード決済、証券、
保険という異なる会社が提供する複数のサ
ービスを利用することが可能です。従来の
銀行では口座を支店単位で管理していまし
が、Oliveでは実店舗・地域に紐づく支店
による管理を廃止しました。また、デジタ
ルで手続を完結できる機能を備える一方で、
SMBCの店舗網を活用し、最寄りの店舗で
対面でサポートを受ける体制も整備し、デ
ジタルが苦手な高齢のお客さまでも利用で
きるようにしています。2023 年3 月のリ
リース後、2024 年2 月迄実績として契約
件数は200 万件を突破し、店舗網のない地
域のお客さまやご高齢のお客さまとのお取
引も拡大し、個人顧客の新規口座開設数は
銀行業界トップクラスにまで増加しました。
(2)デジタル子会社群による非金融ビジネ
スの創出

デジタル技術の急速な進展を背景として
非金融事業者の金融事業への進出が次々と
行われ、「金融」と「非金融」の垣根が曖昧
になりつつある昨今の情勢下、旧来の銀行
業務の枠にとどまらずお客さまが求める機
能を果たす存在となる必要があると考えま
した。そこで、「脱銀行」を掲げて非金融
ビジネスを推進し、「デジタル子会社」と
呼ぶ非金融事業子会社を累計10 社設立し
ました。
　デジタル子会社全体で売上は50 億円を
超え、現中期計画期間中(25 年度迄)には
150 億円を超える水準を目指しています。

各社では、顧客数1,000 社超・トランザク
ション数年間1,500 万件超といった規模に
成長したり、既に単年度黒字を達成し毎期
2 桁成長している先もある等、大きな成長
の土台を築き始めている状況で、IPO含め
親会社支援から独立した組織を目指そうと
している会社も出てきています。

ガバナンス

デジタルの力でビジネスを牽引するために
攻守両面での体制整備を推進しています。
従来、グループCIOのもと、グループ全
体のシステム戦略等の実現に向けたITガ
バナンスの構築を推進してきましたが、今
般新たにデータマネジメントの統括責任者
であるグループCDAOと、サイバーセキ
ュリティの統括責任者であるグループ
CISOを設置し、グループ・グローバルベ
ースでの体制強化を図っています。 
　また、AIやブロックチェーンなど新し
い技術分野の円滑かつ安全な利用に向けて
ガイドラインを策定しており、導入や利用
に際しての留意点を明確化し、外部環境な
どを踏まえた改定を実施しています。

今後の展開

　Oliveは、社会全体でデジタル化が浸透
する中で、従来の「店舗での取引」から「モ

バイルアプリ上の取引」を前提としたビジ
ネスモデルに転換したものです。今後は変
化するお客さまのニーズに応えるべく、
Oliveに新たな機能を追加していくととも
に、法人、特に中小企業向けのサービスで
も、Oliveと同様にデジタルを用いて既存
ビジネスの深化を図っていく予定です。ま
た、金融の枠を超えたお客さまのニーズに
応えるべく、新たなデジタル子会社の設立
も引き続き検討していきます。

委員コメント

　大規模で歴史ある企業において、現状の
支店ベースのビジネス形態を、スマホベー
スにシフトさせるという大きな変革にチャ
レンジしていることは素晴らしい。ありそ
うでなかった銀行口座・カード決済・証券・
保険を1つに集約した金融サービスは既存
深化に当てはまる。業態変革では「社長製
造業」はユニーク。金融以外の事業展開に
よる顧客価値の向上に加え、社員に対する
アピール効果も大きく、固い企業文化を変
革するのに貢献する。勘定系システムをは
じめとするシステム戦略や日本総合研究所
を含めたDX推進体制には、筋が通ってい
る。

金融サービス
ファイナンス・決済・

運用等

健康・家族

動産管理

脱炭素

BPO

契約 保証

広告・
マーケティング

マッチング

決済

認証

組織力
向上
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　証券、商品先物取引業　

─

　8601

─

経営ビジョン・

ビジネスモデル
　大和証券グループは、2021 年に経営ビ
ジョン「2030Vision ～貯蓄からSDGsへ」
を定め、"資金循環の仕組みづくりを通じ
たSDGsの実現"を旗印に「貯蓄から資産形
成へ」のシフトを加速させることを宣言し
ました。そして、その達成に向けたキード
ライバーとして位置付けたのが「DX」です。

人生100 年時代を迎え、生涯を通じた計
画的な資産形成の重要性が高まる一方で、
日本の個人金融資産2,100 兆円のうち半分
以上の1,100 兆円が現預金に留まっており、

「貯蓄から資産形成へ」のシフトは国全体
の課題であると考えています。DXを通じ
て、お客様との接点拡大や資金循環の仕組
みを創出し、預貯金に滞留している資金を
資産形成に振り向け、家計に還元しながら
さらなる企業の成長に必要な投資につなげ
るという、資金の好循環を実現していきま
す。

DX戦略

　ビジネス戦略におけるDXの重要性の高
まりから、2021 年3 月期にDX戦略を策定
し、全社方針としてDXを着実に実行して
いくと強く宣言しました。大和証券グルー
プのDX戦略の骨子は、お客様とのコミュ
ニケーションからミドルバック業務まで、
あらゆる領域で効率化と高度化を目指す

「ビジネスプロセスのデジタル化」と、デ
ータを起点としたトップライン向上と事業
効率化を目指す「データ駆動型ビジネスモ
デルへの変革」の2つに区分し、「デジタル
化による抜本的なBPR」「データ分析の高
度化」「ガバナンス体制の構築」「DX人材の

育成」の4つが下支えするという構造とし
ています。また、DXによる変革を持続可
能なものとするため「サイバーセキュリテ
ィの強化」を基礎としています。
　DXを推進するフェーズとして、DX1.0

「会社風土改革」、DX2.0「業務プロセス変
革」、DX3.0「ビジネスモデル変革」と定義
し、DXを前提としたビジネスフローや組
織運営へ抜本変革しました。前中期経営計
画（2021～2023 年度）の３年間でAPIな
どの技術要素の普及、データレイクの整備、
ChatGPTの導入などDX1.0とDX2.0に注
力し、2024～2026 年度の３年間でお客様
接点の領域におけるDX3.0を加速していき
ます。

組織づくり・人材・ 

企業文化
　人材については、2019 年度に「デジタル
ITマスター認定制度」を新設し、「DX推
進人材」「AI・データサイエンス人材」とい
った、高度なデジタル技術を活用すること
でビジネス変革を担う高度デジタル人材の
育成に取り組んでいます。
　組織づくりについては、2023 年10 月に
DX推進の司令塔としてデジタル推進部を
創設し、従来各部に配置していたDX人材
を結集させることで、会社横断で案件を推
進できる体制へ移行しました。DX実行力
を経営戦略やビジネスモデルへスピーディ
ーに実装するとともに「貯蓄からSDGsへ」
のキードライバーであるDXを加速させる
体制へと進化しています。
　企業文化については、「金融・資本市場
のパイオニアとして先駆ける」という基本
理念のもと、社員の挑戦を奨励する企業風
土があります。トップメッセージとして「ト
ライ・アンド・エラーで良い」「まずはチャ

レンジする」という姿勢を全社員に伝えて
おり、社員が失敗を恐れず新しいことに挑
戦し続ける風土を育んでいます。必要なセ
キュリティ対策をしつつ、前例がないこと
に躊躇なく挑み続けていくのが当社のカル
チャーです。

デジタル技術 

活用環境の整備
　信頼性を求められるSoR（基幹系システ
ム）と多様かつスピード重視のSoE（ユー
ザー接点となるシステム）の密結合を解消
したうえで、システムアーキテクチャーの
全面刷新に取り組みました。SoE/SoRそ
れぞれに最適な開発プロセスを柔軟に選択
できる体制を実現しています。

システム更改時には、APIファースト、
クラウドファースト、ECRSを基本原則と
して掲げ、共通プラットフォームの活用や
レガシーシステムの全面刷新を行っていま
す。SoR領域の業務アプリケーションやデ
ータセンターの運用を協調領域と認識し、
オンプレミスからSaaSやパブリッククラ
ウドへの移行を進め、自社のリソースを競
争領域へシフトしています。

サイバーセキュリティリスクへの対応に
ついては、グループサイバーセキュリティ
ポリシーの改訂、ゼロトラストをコンセプ
トにしたセキュリティ基盤の全面リニュー
アルなど、不断の見直しを実施しています。

最新テクノロジーの全面活用により
資金の好循環を創出し、お客様の資産価値最大化を実現する
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DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
■デジタル×アライアンス　～金融機関と

の提携による新地域での資産形成サポート

　2022 年度のゆうちょ銀行との提携に続
き、2023 年度に四国銀行とも提携しファ
ンドラップ等の金融商品仲介、相続や事業
承継などのトータルソリューションビジネ
スの提供を開始しました。また、信金中央
金庫向けにも「しんきんファンドラップ」
の提供を開始。API経由で提携先に自社シ
ステムの一部を開放することで、迅速かつ
低コストで自社と提携先のサービスの一体
的な利用を実現しています。提携を通じた
残高ベース収益も増加しており確実に投資
家のすそ野拡大につながっています。
■デジタル×オルタナティブ投資　～セキ

ュリティ・トークンを使った新たな市場の

創造と投資機会の拡大

　当社は、大阪デジタルエクスチェンジに
出資し、日本初のセキュリティ・トークン
流通市場となる私設取引システム（ＳＴＡ
ＲＴ）の設計・構築に参加。2023 年12 月
にＳＴＡＲＴにおいて本邦初となるデジタ
ル証券の取り扱いを開始しました。日本に
おける投資適格不動産170 兆円のうち、証
券化されているものは3 割にも満たず、
100 兆円以上の流動化の余地があります。
不動産の取得・維持には納税手続きや管理
等の手間が発生しますが、セキュリティ・
トークン化した不動産はこうした手間なく
資産運用の幅を広げることができる商品と
なっています。当社が販売してきた不動産
セキュリティ・トークンは多くのお客様に
選好されており、国内シェア40%近く（業
界トップ）を占めています。
■DXを推進し、ChatGPTも積極的に導入

当社はお客様ニーズ把握、不公正取引監
視、注文執行など幅広い業務でAIを活用
し て き ま し た。 今 般、
2022 年 末 に 生 成 AI

「ChatGPT」が 登 場 し、
社会全体でその活用方法
を模索している中、その
技術の潜在能力をいち早
く感じ、安全に利用でき

る環境を構築したうえで、2023 年4 月に
金融機関で初めて全社員9,000 人の利用を
開始しました。業務がより効率化されるこ
とで生み出された時間をお客様接点などの
領域に充てることができています（2023 年
末時点で累計５万時間の効率化に寄与）。

ガバナンス

　お客様の大切な資産をお預かりし、デジ
タルを幅広く活用する企業として、AI利
用にかかるリスクを経営上の重要課題と認
識しています。全てのステークホルダーが
当社のサービスを安心して利用できるよう、
2023 年6 月にAI倫理に関する指針「グル
ープAIガバナンス指針」を公表しました。
更に、AI利用における透明性の確保や、
新たに顕在化したリスク・課題を速やかに
議論・審議する機関として「グループAI
ガバナンス委員会」を新設しました。AI
がもたらすリスクは研究途上であるため、
常にモニタリングしてリスク対応策をアッ
プデートすることで、リスクを受容可能な
水準で管理しつつ、そこからもたらされる
正のインパクトを最大化していけるよう体
制を整備しています。

今後の展開

　DXによる新しいビジネスモデル創出へ
の挑戦として、太陽光発電等の再生可能エ
ネルギーのトークン化による新たな資金循
環の創出、対話型AIオペレーターによる
コンタクトセンターなどAIを活用したお
客様向けのデジタルイノベーションの実現、
Web3.0 分野における事業領域拡大に取り
組んで行きます。今後も、グループ一丸と
なって最新テクノロジーを全面活用し、当
社経営ビジョン「貯蓄からSDGsへ」を実

現するとともに、お客様の資産価値最大化
に取り組んでまいります。

委員コメント

　高いDX実現能力をベースに既存ビジネ
スモデルである顧客の資産形成をデジタル
とアライアンスで拡大している。また新規
ビジネスモデルとしては日本初のセキュリ
ティ・トークン流通市場となる私設取引シ
ステム（START）の構築に参加し、本邦
初となるデジタル証券の取り扱いも開始し
た。ChatGPTの社内活用にも取り組んで
すでに全社員が利用している。DXを推進
する組織体制や基盤整備、育成もよく考え
られ工夫されている。これによりDXで着
実にビジネスを拡大している。
　デジタル×アライアンスは、API経由で
自社システムの一部を提携先に開放するこ
とで、迅速かつ低コストで自社と提携先の
サービスの一体的な利用を実現し、実績も
出ている。多様かつスピード重視のSoEと
信頼性を求められるSoRではコンセプトが
全く異なるため、開発手法・体制を分けて
いる点や外部の企業が有する技術の活用、
社内でのAPIの自由な活用など、金融ビ
ジネスには難しい柔軟な取り組みでシステ
ムを開発しビジネスにつなげている点は高
く評価できる。また、デジタル×オルタナ
ティブでは、不動産、再生可能エネルギー、
ローン債権などセキュリティ・トークン流
通市場におけるデジタル証券の取り扱いを
個人も含めた顧客に拡大することで、新市
場の開拓につなげている。ステークホルダ
ーにとっては新たな資金調達手段であり、
買い手にとっては新たな資金運用手段とし
てSTを介して新たなマネー循環を創出し、
その先頭を走っている実績を伴っている。
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　その他金融業　

─

　8253

─

経営ビジョン・

ビジネスモデル
クレディセゾンでは全社でDXを推進す

べく「CSDX VISON」を策定し、社内外に
公表しています。
CSDX VISIONにおいてはデジタルそのも
のを主役とはせず、「誰のどんな喜びに寄
与するのか」を主眼に置き、
　CX(Customer Experience） ： 
　お客様の新たな体験を創出する

　EX(Employee Experience) ： 
　社員の体験を転換する 

いずれかまたは双方に寄与する取り組み
を推進していくことを宣言。デジタル技
術を活用してビジネスを変革・転換し、
デジタル時代を先導する企業を目指すと
いうビジョンを掲げています。

戦略

　当社はCSDX VISIONの達成に向け、以
下の5つの基本戦略を推進しています。

【デジタル人材】
　CDO兼CTOが情報発信し、エンジニア
やデータサイエンティストの外部採用と社
内リスキリングを進めています。2023 年
からは、事業部門の社員にデジタル部門と
の兼務を命じ、ノーコード・ローコードツ
ールの習得を通じた人材育成制度を新設し
ました。また、全社員を対象にデジタル技
術の認定制度を構築しました。
【事業創出】
　当社の強みであるリアルを大切にしなが
ら、デジタル技術を用いた新しいお客様体
験を提供するサービスやプロダクトの開発、
デジタルレンディング事業の拡大、生成

AIを活用した新サービスの創出を推進し
ています。
【事業協創】
　グループ企業や提携企業とのデータ連携
によるプラットフォーム構築、国内外
CVCを通じたスタートアップ投資、資本
業務提携によるオープンイノベーションを
推進しています。
【デジタル開発プロセス】
　事業部門と一体となった伴走型内製開発
の推進、ノーコード・ローコード開発体制
の構築、役員自らが参加する開発ブートキ
ャンプ開催など挑戦できる風土の醸成を推
進しています。
【デジタル基盤】
　社内API基盤システムの活用による基
幹システムの負荷削減や新サービス展開時
の迅速化、クラウドサービスを活用した新
規サービスの開発と既存システムのクラウ
ド移行、セゾンパートナー経済圏とのデー
タ連携を推進しています。

組織づくり・人材・ 

企業文化
【伴走型内製開発】
　ビジネス課題をデジタル技術で解決する
ための新たな開発体制として、デジタル部

門とビジネス部門が一体となって連携しな
がら開発していく伴走型内製開発を推進し
ています。
【バイモーダル戦略の推進】
　“モード１”に強みを持つ情シス部門と”
モード２”色の強い内製部門をひとつの事
業部にまとめ、CSDX推進部として組織再
編を実行しました。両部門の人材交流や知
識共有などを実施することで、両部門の異
なる役割が共存するグラデーション組織を
形成しています。
【デジタル人材の３レイヤー化】
　デジタル人材については3 階層を定義し、
デジタル技術を保有するコアデジタル人材
と業務知識を保有するビジネスデジタル人
材やリスキリングでデジタル知識を習得し
たデジタルIT人材がお互いに共創しなが
ら、全社のデジタル化を推進しています。
【心理的安全性の確保】
　以下の4 原則を掲げて、業務を推進して
います。
1.「HRTの原則」の採用
2.「さん」付けの徹底、役職呼びおよび「く
ん」付けゼロの徹底
3.短所ではなく長所をみること
4.世の中を良くする、企業を成長させるな
ど、成果を最重視すること

全社員によるDXの実現へ
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デジタル技術 

活用環境の整備
　【クラウドファースト】
システム更改のタイミングで原則全てのシ
ステムについてクラウドファーストでの基
盤再検討を実施しています。2024 年度ま
でに主要システムのクラウド活用率80%
を目指すことを掲げています。
【バイモーダルなアーキテクチャ検討体
制】
　重要システム更改計画時にはCDO兼
CTOを中心にバイモーダル体制でのシス
テムアーキテクチャの見直しを実施し、先
端技術やモダンな開発プロセスの既存シス
テムへの適用可否を判断しています。
【既存システムと先端技術の融合】
単純に先端技術だけを用いて、既存システ
ムを作り替えるのではなく、外形監視や
CI/CDの段階的導入などにより、先端技
術の恩恵を既存システムに適用していくア
プローチも採用しています。

DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
【クレジットカード事業 社内API基盤の
内製開発とクラウド化】
　2008 年から10 年をかけ更改したクレジ
ットカード基幹システム「HELIOS」は、
メインフレームとCOBOLに基づく複雑な
システムで、機能追加や改修が困難であり、
エンジニアの確保にも課題を抱えていまし
た。これに対処するため、社内API基盤
を内製し、クラウドを活用してHELIOSを
ラッピングする「オープンGW」開発プロ
ジェクトが立ち上げられました。当初はメ
インフレーム基盤上で連携システムの構築
が進められていましたが、将来の柔軟な開
発を可能にするため方針を大転換し、2021
年に新たなプロジェクトが発足、2022 年8
月には新システムが完成しました。これに
より、クレジットカード事業の新プロダク
ト開発や機能追加が迅速に行えるようにな
り、事業の成長につながりました。
【インドにおけるレンディング事業の展
開】
　Credit Saison Indiaは、現地のアンダー

サーブド層を対象にデジタル化・現地化さ

れたレンディング事業を展開し、インドに
おけるファイナンシャル・インクルージョ
ンを推進しています。同社はダイレクトレ
ンディングなどの複数の事業モデルによる
多角化戦略を展開。独自のローンマネジメ
ントシステム（LMS）を開発し、フィンテ
ック企業と提携して得た融資データを利用
したレンディングサービスを提供していま
す。LMSは、プロダクトや技術的な違い
に柔軟に対応可能で、マイクロサービスア
ーキテクチャを採用し、ビジネスニーズに
応じてサービスを容易にスケールアップで
きるよう設計されています。また、現地で
の優秀な人材を経営トップと実務責任者に
起用し、現地主導で事業を運営。事業開始
時は数名のテックスタッフからスタートし
ましたが、現在は約100 名を擁しています。
2023 年9 月末時点で債権残高は約1,500 億
円まで伸長、上期の連結貢献利益は9.1 億
円と順調に拡大し、グローバル事業のエー
スとしてその成長を牽引しています。
【成果指標】
　内製開発により、ITベンダーに依頼す
るよりも61.8%のコスト削減を実現しまし
た。また、2019 年から2022 年までの間に
DX推進により自動化してきた業務は79 万
時間（社員約400 人分）にも及びます。紙
についてもオフィスのコピー用紙の消費量
が2019 年度で183トンだったものが、2022
年には107トンにまで減少し、76トンの紙
削減（コピー用紙積み上げでスカイツリー
2.3 個分）が達成されました。

ガバナンス

【CSDX推進体制】
　経営層とCDO兼CTOを中心に、クレデ
ィセゾンのデジタル化の推進状況を定期的
に報告・検討する体制を構築しており、月
に一回、横断的な検討を実施する「CSDX
推進会議」という重要会議体を設けていま
す。本会議には、代表取締役社長、代表取
締役副社長を始めとした経営層とビジネス
部門、経営企画部、戦略人事部、広報室が
参加し、当社のデジタル化の案件を全社横
断で共有・検討しています。会議の半分の

時間は敢えてアジェンダレスとし、フリー
ディスカッションによる積極的な意見交換
を実現しています。

今後の展開

　昨年度は生成AIサービスを活用した新
しいサービスの創出に注力をしてきました
が、本年度は”業務プロセスの完全デジタ
ル化”に本気で取り組んでいきます。社内
に残っている属人的な作業や紙作業などを
データ連携システムや、AIによる自動対
応などを実装することで業務プロセスを変
革していきます。エンジニアによる内製開
発で蓄積したナレッジを全社展開し、全社
員が自らの業務をデジタル化していく、全
社員によるDXを目指していきます。に挑
戦していきます。

委員コメント

　基幹システムをクラウドなどDX環境を
実現する周辺システムとつなぐ基盤を完成
させて業務のあらゆるシーンでデジタル化
が進行している。また、インドでのレンデ
ィング事業を現地化を徹底的に進めた運営
とシステム開発力をもって成功裏に結びつ
けたことはDXのベストプラクティスとも
いえる。ビジネスモデルやDX体制・実現
能力は極めて高いと考えられるが、PBR
は大手銀行並みに1 倍を大きく割れた状態。
収益計上や持続的成長への解像度が低いこ
とが大きな原因ではないだろうか。気が付
かない投資家が悪いのか、開示レベルが低
いのか。今後の大きな課題と言えよう。
CDOのリーダーシップがデジタル化の推
進を牽引するにとどまらず、経営者や事業
部門の巻き込み、全社員のリテラシー向上
や企業文化の変革に大きく貢献することを
証明している。その効果が既存ビジネスの
変革や新規ビジネスの創出のいたるところ
で出てきている。
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サービス業

─

　4544　

─

経営ビジョン・

ビジネスモデル
■経営Mission
ヘルスケアにおける新しい価値の創造を通
じて、人々の健康と医療の未来に貢献する
■経営Vision
人々の健康に寄り添い、 信頼とイノベーシ
ョンを通じて、ヘルスケアの発展に貢献す
るグループを目指す
■DX推進に向けたビジョン
H.U.グループのMissionとVisionに基づき、
H.U.デジタルVisionを策定
H.U.デジタルVision
①合理化・効率化を追求したリーンオペレ
ーション
②デジタル技術を活かし個々に寄り添った
価値の創造
③新たなデジタルヘルスケアを目指すため
の人材・技術革新基盤の構築
■ビジネスモデル
当社グループは、H.U.デジタルVisionのも
と、以下３つの柱でDXを推進します。
①合理化・効率化を追求したリーンオペレ
ーション、②デジタル技術を活かし個々に
寄り添った価値の創造、を２つの軸とし、
③DX人材の育成をはじめとする事業変革
と次世代ヘルスケアのプラットフォームを
構築

戦略

【合理化・効率化を追求したリーンオペレ
ーション（BtoB）】
　日本最大の臨床検査プラットフォーム、
H.U. Bioness Complexの構築により既存事
業を大幅に革新するとともに、データ活用
により検査の進行状況や処理能力を可視化

する。
【デジタル技術を活かし、個々に寄り添っ
た価値の創造（BtoC）】

ヘルスケアサービス事業において、「医
針盤」によるパーソナル・ヘルス・レコー
ド（PHR）のさらなる活用、および個人向
けのPOCT（簡易迅速検査）事業を手掛
ける子会社「H.U.POCkeT」設立により
サービス強化をおこなう。

臨床検査事業では、ゲノム解析の膨大な
データ処理の高速化やAIによる画像診断
の精度を高める。
【新たなデジタルヘルスケアを目指すため
の人材・技術革新基盤の構築（技術革新基
盤）】
　DX人材を定義、確保・育成し、従業員
がより付加価値の高い仕事にシフトできる
組織を構築する。

組織づくり・人材・

企業文化

　当社グループでは、各自の高い志と専門
性が融合したプロフェッショナル集団への
変革を志向している。組織においては、
DX推進に関わる組織のミッションを明確
化し、組織変更・新設により強化。人材教

育においては、育成すべきDX人材像を「横
串DX人材（ビジネスや業務を全社視点で
つなげ、改革できる人材）」「データ活用
DX人材」更に「不連続DX人材（事業環境
や技術の動向を俯瞰し、次なる事業の発展
を見据えて形づくっていくことができる人
材）」と定義。全従業員を対象にしたDX教
育プログラム※を構築。
※DX 推進人材育成プログラム：全従業員
を対象としたE-learning中心の基礎プログ
ラム強化とともに、専門人材を対象とした
プログラムを2023 年より開始。専門人材
の育成では、グループ会社の枠を超えて、
生成AI、データ分析などのDX関連プロ
ジェクトにアサインし、実践的なスキルを
向上。

デジタル技術 

活用環境の整備
【システム連携の基盤整備】
　H.U.Bioness Complexへの検査集約にあ
たり、新システムと既存の基幹システムを
統合連携基盤でつなぎ、システムのデータ
を連携。
【データ活用の基盤整備】
　臨床検査事業や検査機器製造事業等にお

DXで技術革新基盤を構築し、 
すべての人に最適なヘルスケアサービスを届ける
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ける、レガシーシステムデータを含めたデ
ータの管理・活用のベースとなるマスター
データを正規化して構築・運用。各種デー
タを集約し、経営ダッシュボード化し、ビ
ジネス戦略・計画等に活用。

DXの取組内容と 

その成果・重要な成果指標
【合理化・効率化を追求したリーンオペレ
ーション】
■ ラボ構築プロジェクトの成果発現

既存事業の効率化によるコスト低減に加
え、検査精度の向上、先進医療への取り組
みを推進
・財務指標（売上高CAGR、EBITDAマー
ジン、営業利益率、ROE、営業キャッシ
ュフロー /フリーキャッシュフロー ）
・TAT（Turn Around Time：検体が検査
室に到着してから結果報告までの時間）
・１検査あたり原価
・研究開発成果物（発表した論文・学会発
表数・研究に関わる契約数・特許出願数）
【デジタル技術を活かし、個々に寄り添っ
た価値の創造】
■医針盤による新たなヘルスケア事業
　「医’sアシスト（医療機関向けSaas）」×

「ウィズウェルネス（患者様向けアプリ）」
の連携で利便性を高め、価値を創出
・「医’sアシスト」契約数、「ウィズウェル
ネス」ユーザー数
■ゲノム解析事業の強力な推進

医療機関のゲノム検査依頼・受報の利便
性向上、膨大なデータ処理の高速化やAI
による画像診断の精度向上
・特殊検査（ゲノム検査含む）受託数
・がんゲノム、血液疾患、感染症や希少疾
患等、最先端かつ医療需要の大きい疾患分
野の新規項目の導入
・染色体検査における市場シェア
【新たなデジタルヘルスケアを目指すため
の人材・技術革新基盤の構築】
■人的資本の基盤整備

基礎プログラムの強化とともに、
DX専門人材の育成プログラムでは、
グループ企業各社でのプロジェクト
への参画によるスキル向上
・（当社定義による）DX人材育成人

数
・社員ひとりあたり（DXプログラムを含
む）研修受講時間
・社内E-learningシステムでのDX関連プ
ログラム提供講座数

ガバナンス

　DXによる企業価値の向上について、経
営トップが、経営方針、統合報告書、株主
説明会、など各種機会においてステークホ
ルダーにメッセージを発信。経営者みずか
らITシステムの課題把握・分析を行った
上で、DX推進部署の責任者との緊密な連
携の上で、機動的な戦略の見直しを実施。

サイバーセキュリティリスクについて、
H.U.グループのリスクマネジメントの特
に重要なリスクの筆頭に「情報の取扱およ
び情報システムに関するリスク」を掲げ、
グループでの管理体制を確立（統合報告書
において、リスクマネジメントの基本的な
考え方と管理体制を公表）。　

今後の展開

【既存事業の変革と、イノベーターとして
の挑戦】
　H.U. Bioness Complexを核とした総合臨
床検査プラットフォーム化を図る。具体的
には、構築したITシステムを、全国のラ
ボへ展開し、将来的には、各ラボが自律分
散しつつ全体最適が保てるようなシステム
の構築を目指す。
　また、ゲノム検査分野など当社が強みを
持つ先進医療の拡大を進める。
　加えて、検査自動化等によるデータを蓄
積し、グループ各社の事業に活かすことで、
当社ならではのノウハウを磨き、業界のイ
ノベーターとなるべく新たな挑戦を続けて

いく。
【DX人材の育成とヘルスケア事業の本格
始動】
　DX専門人材の育成強化を始めとした成
長基盤の整備により、新たな価値創造に向
けた施策を軌道に乗せ、ヘルスケア事業の
変革を実現する。

委員コメント

「DXで労働集約型の臨床検査業務の変
革を推進」というわかりやすいストーリー
の下で各種施策が講じられており、明確な
KPI設定の下で着実に成果が上げている。
新規事業である『医針盤』で従来のBtoBか
らBtoBtoC事業への変革を目指す戦略も
明確だが、今後の成否は顧客を巻き込んだ
プラットフォーム形成の成否にかかってい
る。ラボ構築プロジェクトとして、臨床検
査業務の自動化による作業効率と精度の向
上を起点に、全国の医療機関とラボをつな
いだ検査・物流・情報のプラットフォーム
化を目指しており、コスト削減にとどまら
ない新たなビジネスチャンスの可能性を感
じる。多くの検体をRFIDによってデータ
化することによって、イレギュラーの検出
やその対応が進むことは臨床検査での事故
や精度を高める意味でも強い差別化になる
ものと考える。また、『医針盤』による新
たなヘルスケア事業では、「医療機関向け
Saas×患者様向けアプリ（PHR）」の連携
で利便性を高め、価値を創出。B to Bのビ
ジネスである当社がＢ to Cに向けた領域
にテクノロジーを使ってビジネスを展開し
ている点が興味深い。医療分野であるだけ
に、信頼性が大事であり、同社の臨床検査
を主たる業務としている点は強みとなるで
あろう。

D X銘柄企業
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マルハニチロ株式会社

─　水産・農林業　 ─　1333　 ─

図１

図２

経営におけるDXの位置づけ

　人々の豊かなくらしとしあわせに貢献す
るというグループ理念の実現に向け、グル
ープ中期経営計画「海といのちの未来をつ
くるMNV2024」を掲げ、「ＤＸ推進基盤の
構築とデジタル技術の活用」の推進を、代
表取締役社長を含む全執行役員で構成する
ＤＸ推進委員会を設置、トップダウンによ
る推進体制を実行しています。社内のイノ
ベーティブな活動を優先し、そこから生み
出された時間は、新たな攻めのイノベーテ
ィブ活動に社内リソースを充当できるよう
に推進、各社員が小さな成功体験から活気
づくようトライ＆エラーを許容した取り組
みとしています。また経済価値だけではな
く、社会価値、環境価値も意識した様々な
分野でのＤＸプロジェクトを推進し、人財、
事業などの様々な見える化したデータを基
に、戦略策定や意思決定がされるデータド
リブン経営を目指しています。

DXの取り組み紹介

【AI魚体計数機（かうんとと）の開発・導
入による養殖現場の業務改革】
世界的な食糧需要増への対応と、天然資源
保全の両立のため、養殖場におけるAI画
像認識技術を活用したブリ成魚自動計数シ
ステムを開発。手作業で計数していた尾数

（一度に数千匹）を、AIに魚種の形状と色
彩を学習させ、精度99％の自動計数を実
現。海上という過酷な環境下でも運用でき
るエッジAI方式の採用により取扱いも容
易となり、現在6つの養殖場へ展開。また、

新たに高性能（200 尾／秒）な計数システ
ムも開発し、完全養殖の為の種苗生産の場
で活用しています。（図①）
【受領請求書のペーパレス・業務標準化/
効率化の実現】
サプライチェーン全体の事業継続の向上に
向け、業界としてペーパーレス化が遅れて
いた支払業務についての電子化を推進、
2023 年度には全支払先の96.6％を超える
電子化を達成。2024 年度末までにマルハ
ニチロ・グループ会社あわせて36 万枚、
１万８千時間の削減を予定しています。（図
②）

経営におけるDXの位置づけ

　富士フイルムグループは、パーパスであ
る「地球上の笑顔の回数を増やしていく。」
の実現に向け、多様な「人・知恵・技術」
の融合や様々なステークホルダーとの協働
によるイノベーション創出を、デジタルに
よって加速させています。今後の更なる事
業成長のため、AI技術・ICTを活用し、
DXによる高収益な全く新しいビジネスモ
デル構築を強化しています。「DXビジョ
ン」やビジョン実現のための「DX基盤」、
実現を加速する「DXの行動規範」、2030
年度までにより多くの製品・サービスを持
続可能な社会を支える基盤として定着させ
る道筋「DXロードマップ」を示し、トッ
プダウンのガバナンスとボトムアップの現
場視点の両輪で全社規模のDX活動を推進
しています。

DXの取り組み紹介

　富士フイルムは、豊富な医療機器・医療
ITシステムのラインアップや医師の診断
を支援するAI技術を活用した健診センタ
ー「NURA」をインドやモンゴルに展開し、
新興国での健診サービス事業を強化してい
ま す。2024 年4 月 現 在5 拠 点 に 展 開 し、
2030 年世界100 拠点の展開を目指します。
健診結果などの医療データは、個人の疾患
罹患予測や予防、治療法や薬剤の効果検証
など活用用途が広い一方、非常に機微なデ

ータであり、取扱いには課題があります。
「NURA」では、ブロックチェーン技術の
活用により、データの改ざんやなりすまし
を防ぎ、安全な環境下でのデータのやりと
りを可能にするデジタルトラストプラット
フォームを構築しました。健診機関などが
管理している医療データを、個人同意の下、
トラスト*が担保された環境下で、「個人
がその価値を認識しながら安全に利活用で
きるデータ」に転換し、「自身の医療デー
タの資産化」とデータのやり取りを低コス
トで大量に実行可能な基盤を提供。個別化

医療や予防医療の実現を目指
す新たなデータのエコシステ
ム創出の取り組みを行ってい
ます。
*「情報の担い手が本物であること、その

情報が改ざんされていないこと」を保証

すること

富士フイルムホールディングス株式会社

─　化学　 ─　4901　 ─
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塩野義製薬株式会社

─　医薬品　 ─　4507　 ─

経営におけるDXの位置づけ

　中期経営計画（Shionogi Transformation 
Strategy 2030（STS2030））において、創
薬型製薬企業からHaaS（Healthcare as a 
Service）創造企業へのTransformationと
いう大きな変革を成し遂げることを成長戦
略として掲げています。急速に変わる世の
中以上のスピードでTransformationを進
め、社会に新たな価値を提供していくため
には、これまでに培った強みと、多様なパ
ートナーの強みを掛け合わせながら新たな
サービスを生み出す必要があります。
IT/デジタル技術はこのような新たなヘル
ス ケ ア サ ー ビ ス の 創 製 に 必 須 で あ り、
HaaS企業として信頼される協創の核とな
るために避けては通れないものと位置付け
ています。

DXの取り組み紹介

1、デジタル技術を活用した研
究開発：COVID-19 治療薬の研
究開発プロジェクトにおいては、
AI技術・デジタル技術を活用
して、薬物の体内での挙動予測
や効率的な臨床試験を行い、そ
の結果、通常9～16 年の期間が
必要といわれる医療用医薬品の開発を約2
年で発売することが出来ました。2、AI創
薬：弊社の重点疾患領域の一つである中枢
神経疾患は、複数の要因が複雑に絡み合っ
て引き起こされるため、AIを活用して薬
の標的や組み合わせを効率的かつ網羅的に
探索することで、課題解決に必要なリソー
スの軽減や創薬の迅速化につながりました。
3、MRの情報提供におけるリアルとデジ
タルの融合：MR(医薬情報担当者)からの
医療従事者への情報提供において、リアル
とデジタルツール活用によるものの融合を

進めています。顧客の情報提供法の多様化
が望まれる中、デジタルツールの強化を進
め、顧客向けサイトの情報を統合しました。
また使いやすさや見やすさを徹底的に追求
し、遠方の医療従事者の方でも聴講いただ
けるWeb講演会やWeb説明会のコンテン
ツを充実させ、操作性の改善も図りました。
新サイトの公開後、総ユーザー数、新規ユ
ーザー数が増加し、サイト内の直帰率（1
ページのみの閲覧）は23ポイントの改善が
見られました。

経営におけるDXの位置づけ

　「NGKグループビジョン Road to 2050」
では「独自のセラミック技術でカーボンニ
ュートラルとデジタル社会に貢献する」こ
とをありたい姿として掲げており、その実
現のために「5つの変革」に取り組んでい
ます。なかでも変革の１つであるDXを「全
体変革の推力」と位置づけ、市場競争力、
効率性、生産性を高め、企業としての成長、
更にその先の新たな価値創造を実現すべく、
NGKグループ全体で推進しています。(図
１)

DXの取り組み紹介

・電力貯蔵用NAS電池を活用した電力サ
ービス
　AIと分散型IDの活用により、信頼性担
保とコスト低減を両立する独自の仮想発電
所システムの構築や、ブロックチェーン技
術を活用し、再生可能エネルギーの流通経

路の証明をデジタルで効率良く行う電力デ
ジタルサービスの構築などを進めています。
(図２)また、地域新電力「恵那電力」「あば
しり電力」 を設立し電力小売事業を開始す
るとともに、全国16 社の地域新電力と連
携し、電力の地産地消と域内経済循環の促
進に向け共創を進めています。加えて、
AIによる蓄電所の最適制御、運用プラッ
トフォームを適用し、収益を最大化する取
り組みも進めています。

・「モノづくり∞（チェーン）革新活動」に
よる資本効率の向上
代表取締役社長をリーダーとするプロジェ
クトチームを発足。各事業本部にて2030
年のありたい姿を設定し、理想と現状のギ
ャップを埋める「生産革新活動」として、
デジタル技術の活用によるモノづくりの高
度化とグローバル連携を進め、競争力強化
につなげています。また、リードタイム短
縮を通じて棚卸資産を削減しROICの改善
を実施しています。

日本碍子株式会社

─　ガラス・土石製品　 ─　5333　 ─

CM01b

CM01a

CM03a CM03b

エレメントデータ一覧 1

CM02

図２　AI と分散型 ID を活用した再エネトラッキングシステム図１　５つの変革
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三菱マテリアル株式会社

─　非鉄金属　 ─　5711　 ─

株式会社デンソー

─　輸送用機器　 ─　6902　 ─

経営におけるDXの位置づけ

　グローバル競争に勝ち抜くための基盤づ
くりとして、2020 年よりデジタル化戦略

「MMDX：三菱マテリアル・デジタル・ビ
ジネス・トランスフォーメーション」を進
めています。
　MMDXは全社の経営改革の１つとして
位置づけられ、データとデジタル技術の活
用を通じ、「ビジネス付加価値」、「オペレ
ーション競争力」、「経営スピード」の向上
を目指しています。
　MMDXでは、2023～2025 年度を本格稼
働フェーズとし、データ基盤の活用促進と
ともに、グループ全体でMMDXを加速さ
せます。2026～2030 年度は効果拡大・継
続発展フェーズと位置づけ、ERPを中心
としたグループ展開を推進し、MMDXの
定着維持・改善を狙います。

DXの取り組み紹介

●E-Scrapビジネスプラットフォーム
MEX（Mitsubishi Materials E-Scrap
EXchange）
E-Scrap（廃基板）を世界中から受け入れ、
製錬し有価金属へと再生する資源循環事業
を行っています。E-Scrapビジネスプラッ
トフォーム「MEX」は、業界で初めて納入
予約から買鉱価格の確認までの取引情報を
オンライン上で提供し、取引の透明性、ス
テークホルダーの利便性向上を実現してい

ます。「MEX」は2021 年12 月の運用開始
以降、海外を含めた多くのリサイクラー、
商社のお客さまにご利用いただいており、
また当社のE-Scrap類処理量を2030 年ま
でに24 万トン/年（2019 年と比較して50
％増）の目標達成に向けた集荷量増の一助
となっています。
今後もお客さまからの声を基に機能充実を
図り、お客さまの身近なパートナーとして、
将来的には世界のE-Scrapリサイクル率向
上への貢献を目指していきます。

経営におけるDXの位置づけ

　デンソーは、2030 年長期方針スローガ
ンとして「環境・安心・共感：地球に、社
会に、全ての人に、笑顔広がる未来を届け
たい」を掲げ、グローバル約16 万人の仲
間とともに、その実現に向けてグローバル
経営の5 本柱「持続経営の実現」「高い志と
正しい仕事」「事業ポートフォーリオ変革」

「カーボンニュートラルの実現」「新価値創
出」に注力することを宣言するとともに、
AI活用を含めたDX戦略を全社重要戦略
テーマの１つとして位置付け、強力に推進
することで「地球にやさしく、全ての人が
安心と幸せを感じられるモビリティ社会の
実現に向け、新たな価値を創造し続ける企
業」を目指していきます。

DXの取り組み紹介

　当社が開発し既に世界中に普及している
QRコード及び自動車部品生産で鍛えたそ
の活用ノウハウを軸に、誰もが使いやすく、
導入しやすいトレーサビリティシステム (
以下、当システム) の構築に取組んでいま
す。食分野においては、持続可能な食の安
心安全確保や食の安定供給を当社技術で貢
献するソリューションの展開を推進してい
ます。
　当システムは、熊本県産あさりである証
をQRコードを活用して漁場から販売店ま

で伝達し、消費者が店頭で産地や水揚げ日
等を確認できるシステム。熊本県産あさり
流通のほぼ100％で活用されており、あさ
り購入への安心感醸成に貢献。また、多く
の利用者の方々から、“操作も簡単でわか
りやすい“と好評いただいています。
　今後、他の農林水産物への活用、及び農
林水産物の価値向上に向けた流通面での取
組みを強化し、更なる食の安心・安全を図
ります。なお、当システムを含む新事業領
域は、35 年における全社売上比率の20%
を目標値と定めています。
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経営におけるDXの位置づけ

　当社は「Digital & Sustainable 
Transformation」をキーコンセプトとして、
2021 年に「Erhoeht-X®（エルヘートクロ
ス）」という新ブランドを立ち上げ、5つの
重点カテゴリーを定めて事業拡大を進めて
います。Erhoeht-X®事業の特徴である約
20,000 社との取引を通じて業界ごとに「型
化」したソリューションと顧客ごとのセミ
カスタムにより、効率的な個別需要への対
応が可能であり、大企業だけでなく中堅・
中小企業まで幅広くサービスを展開してい
ます。かつて印刷技術が社会の知の普及に
貢献したように、当社は多くの企業のDX
を下支えし、社会の持続的な発展に貢献し
ていきます。

DXの取り組み紹介

　「NAVINECT®」（読み：ナビネクト）は
製造DXを支援するグループウェアであり、
これを核に製造業のスマートファクトリー
構 築 支 援 事 業 を 行 っ て い ま す。
NAVINECTのビジネスモデルは、「MES

（メス～製造実行システム）・SCADA（ス
キャダ～監視制御及びデータ収集システ
ム）を中心とする製造システムのオンプレ
ミス型提供」ですが、最初期にコンサルテ
ィングを行い、顧客が想定する規模や予算、

目指す姿に合わせてサービスを提供してい
ます。NAVINECTは、20 年以上にわたっ
て当社の製造拠点で開発・運用されてきた
システムをベースに開発しており、その社
内システムは現在まで安定稼働と生産性向
上や品質強化に寄与し続けてきた信頼性が
あります。また、「型化」による機能のマ
イクロパッケージ提供方式での短納期・高
品質・低価格の実現、データインテグリテ
ィを基本思想とするサービス設計などの競
合優位性を有し、実効性の高い製造DXを
提供しています。

TOPPANホールディングス株式会社

─　その他製品　 ─　7911　 ─

東京電力ホールディングス株式会社

─　電気・ガス業　 ─　9501　 ─

経営におけるDXの位置づけ

　東京電力グループは、電力安定供給とカ
ーボンニュートラルの両立に向けた事業構
造変革に取り組んでおり、DX 活動はその
推 進 方 策 と し て 位 置 付 け て い ま す。
TEPCO DXでは、DX の目指す姿を企業
の存在意義から「ゼロカーボンエネルギー
社会の実現を牽引」、具体的な行動として

「徹底的なデータ化」としています。
　TEPCO DXでは徹底的なデータ化によ
り、ステークホルダーやパートナーの方々
とデータでつながり、多くの方々とともに
ゼロカーボンエネルギー社会という未来の
実現を目指してゆきます。

DXの取り組み紹介

・電力設備のスマートメンテナンス
東京電力グループが保有する膨大かつ多

種多様な電力設備から得られる点検映像や
画像データを活用し、パートナー企業が保
有するAI画像診断技術を実装した設備点
検・診断システムを開発しました。更に、
巡視・点検業務をドローン制御・撮像で代
替することにより、業務の省力化・効率化
だけでなく、設備故障の未然防止や災害時
の早期復旧に役立てています。

・カーボンニュートラルと防災を軸とした
次世代のまちづくり
　地域特性に応じて再エネ電源や蓄電池等
を柔軟に運用することにより、”まち”単
位で最適な需給調整を可能とするエネルギ
ーマネジメントシステムを開発しています。
自治体をはじめとする様々なパートナー企
業との共創により、地域が抱える課題を解
決し、再エネを最大限活用した災害に強い
次世代のまちづくりに、グループ横断で取
り組んでいます。
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ヤマトホールディングス株式会社

─ 陸運業 ─　9064　 ─

経営におけるDXの位置づけ

　当社は、2030 年の目指す姿「持続可能な
未来の実現に貢献する価値創造企業」に向
けた中期経営計画「サステナビリティ・ト
ランスフォーメーション2030 ～1st Stage
～」において、デジタル戦略をグループ経
営の基盤強化のひとつと位置づけています。

「事業とデジタル」を一体的に推進する体
制のもと、あらゆる情報をリアルタイムに
把握し、社内外のシステムと連携できるデ
ジタル情報基盤「ヤマトデジタルプラット
フォーム」を事業で活用することで、お客
様に対する提供価値の拡大やオペレーショ
ンの変革による効率化、GHG排出量の見
える化、働きやすさの向上など、経済価値・
環境価値・社会価値の創出に取り組んでい
ます。

DXの取り組み紹介

　お客様や社会のニーズの変化に応じて
「宅急便」のネットワーク全体を変革する
「ネットワーク・オペレーション構造改革」
の推進により、収益性を向上し、かつ安定
的な利益成長を実現する構造への転換に取
り組んでいます。業務量変動への柔軟な対
応や拠点間輸送の効率化、荷待ち時間の短
縮などを実現するため、小規模・多店舗展
開してきたラストマイル集配拠点の集約・

大型化やターミナル機能の再定義、デジタ
ルテクノロジーを活用した「仕分け作業」
や「運び方」、「働き方」の変革に取り組ん
でいます。また、第一線の社員の管理間接
業務やバックオフィス業務の標準化、電子
化によるＢＰＲ（業務プロセス改革）にも
継続して取り組むことにより、オペレーシ
ョンの安全・品質および、社員・パートナ
ーにとっての働きやすさや働きがいの維
持・向上を図るとともに、オペレーティン
グコストの適正化を実現していきます。

株式会社商船三井

─　海運業　 ─　9104　 ─

経営におけるDXの位置づけ

　当社グループでは、経営計画「BLUE 
ACTION 2035」において、事業を通じて
優先的に取り組むべき5つの「サステナビ
リティ課題」を定義し、経営戦略を支える
基盤整備として取り組みを推進しています。
サステナビリティ課題への取り組みの１つ
として「DX」が位置づけられており、デジ
タル技術を活用して安全や環境などのサス
テナビリティ課題の解決、グローバル市場
での競争力強化、新しいビジネスモデルの
創出等に取り組んでいます。更に、目指す
姿を示す「商船三井グループDXビジョン」
と、その実行計画である「商船三井グルー
プDX Action」を策定し、ビジネスとカル
チャーの両面から変革を進めています。

DXの取り組み紹介

①船舶データ基盤「FOCUS」プロジェクト
FOCUSは、船舶運航におけるDXの中核
となるデータ基盤です。センサーデータや
実海域観測データを収集し、AIなどの最
先端技術を活用して効率運航や安全性向上
を実現します。
機器故障予兆診断により安全性向上を実現
しながら、データ分析に基づく最適運航に
より環境負荷を低減し持続可能な船舶運航
を実現します。

②コーポレートベンチャーキャピタル
（CVC）を活用した新規ビジネス創出に向
けた取り組み
当社グループではCVC「 MOL PLUS 」及
び「MOL Switch」を設立し、スタートア
ップ企業が持つ斬新なアイデアやテクノロ
ジーと当社グループがもつリソースを組み
合わせ、海運業とサステナビリティの観点
から社会に新しい価値をプラスする新規事
業の創出を目指し、投資・協業を積極的に
実施しています。
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アジア航測株式会社

─　空運業　 ─　9233　 ─

経営におけるDXの位置づけ

　当社全体のDXに関する具体的な活動計
画は、前中期経営計画期間に策定した

『AAS-DX５か年計画』において、①人財
育成を中心とした『意識改革』、②各種シ
ステムや支援ツールの導入を検討する『仕
組みづくり』、③当社技術の更なる深化を
目指す『技術革新』の3つの柱で示されて
おり社内横断的に実行されています。また

『AAS-DX５か年計画』は23 年10 月にス
タートした『中期経営計画2026』及び『長
期ビジョン2033』の根幹の計画として位置
づけられています。これらの計画の実行に
より『地理空間情報』のDX化を実現し、
持続可能な社会の構築に寄与できると考え
ています。
図表の詳細はこちら
・中期経営計画2026：

https://www.ajiko.co.jp/ir/ir02.html
・統合報告書2023：

https://www.ajiko.co.jp/news_detail/1456

DXの取り組み紹介

　当社の取組みは『AAS-DX5か年計画』
における3つの柱『意識改革』『仕組みづく
り』『技術革新』ごとに定めています。
■『意識改革』

インプット・アウトプット・アイデア共
有を１つの施策として継続的な学びの場を
創造する『DX人財教育プログラム』を実
装し、3 年間で全社の約3 割の従業員が受
講する計画となっています。新たな技術や
知識を身に付け、それを実務に活かす為の
プログラムです。

■『仕組みづくり』
　全社的な基幹システムの刷新、営業部門
のBIツール導入、生成AIを活用した生産
性向上ツール『αGeAI』の開発を行う事で
前述の『意識改革』でインプットした技術、
知識を実行できる仕組みを構築しています。
■『技術革新』
　３DやXR、AIなどの新たな技術による

『地理空間情報』のDX化を実現する事で、
社会生活における防災、環境保全、社会イ
ンフラ管理、まちづくりなどへの更なる活
用ができると考えています。その活用を促
進する為のプラットフォーム『α-GeoSaaS
Ⓡ』の開発に着手しています。

株式会社大塚商会

─　情報・通信業　 ─　4768　 ─

経営におけるDXの位置づけ

　当社は、1990 年代、大戦略（大塚経営戦
略）と呼ぶＩＴを活用した経営革新の取り
組みを進め、取引に関わる一連のデータの
一気通貫を実現し、併せて、各組織のセン
ター化を行なうことで、ビジネスプロセス
を刷新し、企業文化の変革に繋げました。
また、2000 年代には、独自の営業ツール
の開発（呼称SPR）により、科学的営業ス
タイルを実現し、営業プロセスの変革で生
産性を大きく高めました。そして、現在、
AIを取り入れたDXの取り組みを進め、さ
らなる変革、新たな価値創造を目指してい
るところです。DXの取り組みは、大塚商
会のDNAとして息づいています。DXは、
経営トップのリードの下、経営革新を成し
遂げる手段であり、経営戦略そのものです。 
(図1)

DXの取り組み紹介

　中・長期経営方針で謳う長期持続的なビ
ジネスモデル構築には、お客様からの強い
信頼と満足に基づく経営の実現が重要との
考えから、お客様接点のDXに取り組み、
従来の営業・エンジニアの活動に、Web
とセンターを加え、データ連携の下、三位
一体で常にお客様と繋がる新たな関係創り
を進めています。

特に長年蓄積してきた膨大な情報を活かし
て多くのAIの活用を進め、AIの得意分野
を組み合わせたAI基盤、独自のソリュー
ションで関係創りを後押ししています。
現在、AIは、全網羅型で営業プロセスを
サポートし、AIが共に営業活動に伴走し
てくれるDX時代のスマートセールスへの
変革を目指しています。(図2)
　また、お客様には、自社で活用したノウ
ハウを、様々なAIソリューションとして
提供、併せて、AIパートナーとの資本業
務提携も積極的に進めています。
　高度専門人材の獲得、AI関連資格取得
の推奨などDX人材の育成にも力を入れ、
DXを推し進めています。

図１ 図２
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経営におけるDXの位置づけ

　当社は中期経営計画2023にて、社長直
下にDX推進委員会を編成し、経営のデジ
タルに対する意識醸成と迅速な意思決定の
場としました。また、デジタル人材育成の
展開やDXリーディングプロジェクト（以
下、DX-PJ）の創出などを着実に進めて参
りました。これらの”デジタル開拓期”を
経て、中期経営計画2026では全事業への
デジタル活用を前提とした”Digital in All”
を当社のデジタル戦略として掲げ、多様な
事業基盤にデジタルの力を掛け合わせるこ
とで、既存ビジネスの価値向上や新たなデ
ジタルビジネスの収益化などの価値創造を
実現致します。

DXの取り組み紹介

総合商社の多様な事業基盤でデジタルの
活用を実行するために、デジタル人材の育
成を最重要戦略と位置付けています。デジ
タル人材は、入門・基礎・応用基礎・エキ
スパートにレベル設定をし、中計経営計画
2023では、入門・基礎を全社員が修了、応
用レベル（応用基礎とエキスパート）も目

標値 (300 人 )を達成しました。これらの人
材活用により、当社のDX-PJとして、①鉱
物取引での顧客毎の製品販売価格の分析・
最適化による収益性向上PJ、②マグロ養
殖事業でのデジタルツインとAIを組み合
わせた生簀内尾数の推定技術の開発と特許
出願を行ったスマート水産PJ、③東南ア
ジア農業事業における、土壌、施肥、品種、
生育期間をシミュレーションするアプリ開
発とその実証実験、データ流通による保険
や資材の共同購買等の新サービスを提供す
る営農プラットフォームPJ、及び、④中
古車流通事業での、デジタルツインとカメ
ラ等の技術を用いた車両検査の自動化技術

の開発PJ等を進めています。
　中期経営計画2026では、カリキュラム
の中に生成AI等の科目を追加するなど、
日々進化するテクノロジーにも対応できる
リテラシーの維持・更新を継続致します。
応用レベルでは、DXの構想を企画・立案
するビジネスアーキテクト講座を既存のビ
ジネスデザイン研修から独立分離させ、商
社のビジネスポートフォリオ変革を進める
上で、重点強化スキルとして必修としまし
た。また、応用レベルの修了者を全総合職
の50％とし、うちエキスパートは10％を
目標としており、スキル強化に加えて育成
人数の拡大にも取り組んでいきます。

日本瓦斯株式会社

─　小売業　 ─　8174　 ─

経営におけるDXの位置づけ

　DXは企業価値向上に必要不可欠な取組
みと考えています。当社は「エネルギーを
通じた地域社会への貢献」を目途に、近未
来の地域社会多様化を想定してこれまでの
ガスや電気の小売概念を一新し、地域コミ
ュニティーにおける総合エネルギーの効率
的活用を目指します。
具体的には、①AIのアルゴによるエネル
ギーの効率的統治で、ソーラーシステムや
大小蓄電池、ガスの製造所を活用し、地域
社会のエネルギー版スマートシティー実現
を目指します。②AI/仮想空間メタバース
の技術を軸に、DXを用いて最適化した当
社のオペレーションシステムを業界内でシ
ェアリングする、「プラットフォーム事業」
を進めます。当社はこれらの事業を通じた
企業価値の向上に向け、経営陣の指揮のも
とDXの取組みに邁進しています。

DXの取り組み紹介

・エネルギーソリューションへの進化
当社は、各家庭のエネルギー最適利用を実
現し、新たなDX価値を提供します。具体
的には、各家庭に太陽光や蓄電池などを普
及させ、機器のデータを繋ぎ、AIアルゴ
によるコントロールで、エネルギーの「作
り・貯め・賢く使う」という最適利用の仕
組みを提供します。更にAIを主軸とした
OSでスマートシティーを構築し、この仕
組みを地域全体に提供します。

・プラットフォーム事業への進化
当社は、DX導入で実現した効率的なオペ
レーションをプラットフォームとして他社
に提供します。例えば、LPガスオペレー
ションではあらゆるIoTデータを収集、AI
による分析でガスボンベの配送タイミング
を最適化しています。充填・配送コスト及
び「CO2 排出量」を一般他社比で半分以下
としました(当社試算)。この仕組みをオー
プンソースで全ての事業者へ開放し業界全
体の生産性向上で地域社会に貢献します。

双日株式会社

─　卸売業　 ─　2768　 ─
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東海東京ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社

─　証券・商品先物取引業　 ─　8616　 ─

経営におけるDXの位置づけ

　東海東京フィナンシャル・グループは中
期経営計画にて「“Beyond Our Limits “ ～
異次元への挑戦」を打ち出し、中核子会社
である東海東京証券を中心に「金融力の強
化」を掲げており、デジタル技術を積極的
に活用し「収益力向上」「安定収益構造」「生
産性向上」に取組んでおります。
　また、アライアンスパートナーである

「Powerful Partners」と事業協働関係を築
き、これまで培ってきた独自のビジネスモ
デルを一層磨き、「誇り」と「憧れ」を感じ
る企業グループを目指しております。”限
界”を越えた総合金融グループとなるため
に、「”Social Value & Justice” comes first」
を本計画の行動指針として、異次元の世界
を創生するための革新的なDX戦略を掲げ
ております。

DXの取り組み紹介

　「東海東京デジタルNewワールド ～
Meta Financial ～」では、既存サービスの
拡充と併せ、金融機関をはじめ大手事業会
社や学校法人等の有力アライアンスパート
ナー（Powerful Partners）とエコシステム
の構築に向けた取組みを実施しております。

コロナ禍を経た金融分野の事業環境の変
化を受け、社内のWeb会議システム・顧
客とのWeb面談システムや2in1PC等を導
入し、帳票・契約書の電子化等の業務プロ
セスの更なるデジタル化も推進・浸透させ
ました。

　また、生成AIを活用した社内業務効率
化や新たなツール（相続診断シミュレーシ
ョンシステム、資産運用分析ツール）を活
用した顧客サービスの質の向上・進化、業
務プロセスの変革を進めました。
　更に、スマホ専業証券機能や、デジタル
通貨・NFTによる地方活性化策、ブロッ
クチェーン技術等を活用し、デジタル分野
での次世代向け金融サービスツールの拡
充・協業を推進し、経済と社会に貢献する
総合金融グループとしての進化を加速させ
て参ります。

株式会社ふくおかﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

─　銀行業　 ─　8354　 ─

経営におけるDXの位置づけ

　FFGでは、デジタル技術の進展に伴う
お客さまの行動変化や社会構造の変容に柔
軟に対応するため、デジタルを活用して既
存の事業や業務を高度化・先鋭化していく

「既存事業の深化」と、デジタルを前提と
した新しい顧客価値やビジネスを創出する

「新規事業の探索」を同時に進める2wayア
プローチが有効な手段であると考えていま
す。
　2022 年度にスタートした第7 次中期経
営計画では、これまでの「iBankマーケテ
ィング」や「みんなの銀行」といった「新規
事業の探索」で培った経験を活かしながら、
銀行本体においてもデジタルチャネルの構
築を起点とした顧客接点の高度化を進め、
個人ビジネス/法人ビジネスのDXといっ
た「既存事業の深化」を推進しています。

DXの取り組み紹介

　具体的な取り組みとして、「個人バンキ
ングアプリ」の刷新と「事業者向けポータ
ル」の構築を進めています。「個人バンキン
グアプリ」では、「あなたによりそう、銀
行アプリ」をコンセプトに、お客さまのお
金やデジタルにまつわる“分からない”や
“不安”に寄り添ったサービスを提供して
います。また、「事業者向けポータル」では、
経営課題の分析から課題解決に向けたソリ
ューションの提供まで一気通貫で提案する

機能を備え、お客さまの事業成長をデジタ
ル上でもサポートしています。

お客さまの行動や社会構造が大きく変化
するなか、引き続きお客さまに選ばれ続け
るためには、これまで以上にお客さま目線
でのサービス開発が重要です。FFGでは、
今後も、「お客さまにいちばんよいものを
提供したい」という変わらない想いを軸に、
サービスの機能改善や新機能の開発にスピ
ーディーに取り組んでいきます。
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東京センチュリー株式会社

─　その他金融業　 ─　8439　 ─

経営におけるDXの位置づけ

　「自らを変革し、変化を創造する」
私たち東京センチュリーは、変化の激しい
VUCA時代を勝ち抜き持続的な成長を実
現するために、あるべき姿を掲げています。
理想の実現に当たって、私たちは2023 年5
月に公開した「中期経営計画2027」におい
て、「自らを変革し、変化を創造する」こ
とをテーマに掲げ、自らを変革しようとす
る強い意志を「X（Transformation）」に込
め、「TC Transformation（TCX）」を基本
方針としています。
そのTCXを構成する柱の１つであるDX
を、企業活動のあらゆる局面に変革をもた
らす「土台」として捉えており、世の中に
先んじて「変化を創造」することで、ある
べき姿（目的）を実現する必要不可欠な基
盤であり「手段」と位置付けております。

DXの取り組み紹介

「DX」活動の起点となるリース基幹業務
システム（呼称：DYNASSシステム）の更
改
事業戦略とDX推進活動を支える上で、柔
軟性の高いリース基幹業務システムの構築
が業界全体でも喫緊の課題と言われていま
す。私たちはリース業界大手各社に先んじ
て、先見性を持った「DYNASSシステム」
更改プロジェクトを推進してまいりました。
同プロジェクトでは、基盤更改（クラウド

へのLift）を2022 年5 月に完了し、「DX銘
柄2022」選定事例として公表しております。
現在はアプリ開発（BPMツールによる画
面刷新）に取り組んでおり、2024 年6 月に
ユーザー部門へのサービスリリースを予定
しております。
社内業務プロセスの生産性向上やビジネス
変化への柔軟な対応を実現する業務プラッ
トフォーム構想も視野に、業界内でもいち
早くシステム更改を終え、リースビジネス
のバリューアップと新たな価値の創造につ
なげてまいります。

プレミアグループ株式会社

─　その他金融業　 ─　7199　 ─

経営におけるDXの位置づけ

　プレミアグループでは、2023 年５月に
発表した中期経営計画にて掲げる長期ビジ
ョン「ONE＆ONLYのオートモビリティ
企業」の実現のための重要な戦略の1つと
して「DXの推進」を位置付けています。
業務のデジタル化による「既存事業の伸長」
を着実に進めながら、当社プラットフォー
ムを通じた「ビジネスモデルの変革」、「新
規ビジネスの創出」により創造される新た
な価値が、思い描く「エンドユーザー、モ
ビリティ事業者とプレミアなカーライフを
共創する」というDXビジョンの実現に繋
がるよう、変化を楽しみながらプレミアグ
ループ一体となって取り組んでまいります。

DXの取り組み紹介

① オ ン ラ イ ン 故 障 保 証 申 込 サ ー ビ ス
「P-Warranty」の提供
　今までFAX が主流であった故障保証の

申込みをWEB化し、ペーパーレスを実現。
　更に保証料の自動計算や顧客管理機能も
実装することで、お客様のデジタル化への
ニーズにお応えしながら、当社と加盟店の
双方における大幅な業務の効率化に成功し
ました。WEB申し込みの利用率は順調に
伸長しており、今後は申し込みだけではな
く、その先のフロー（故障時の顧客対応等）
においても、AI 等を駆使したデジタル化
を進め、更なる利便性向上と機能拡充を目
指します。
②オートモビリティプラットフォームの深
化
　自動車領域に特化した当社の強みを生か
した当社プラットフォームサービスを、

2022 年7 月から中古車販売店・自動車整
備工場様へ提供。リリース時から提供して
いる新車・中古車の車両情報掲載、お客様
のクルマの不調を診断する症状診断サービ
スに加え、「車検」や「修理」といったアフ
ター領域のサービス、カープレミアあんし
んサービスといったコンテンツ拡充をデジ
タル技術を駆使しながら積極的に図ってお
ります。
　このプラットフォームを通じて、①中古
車を購入されるお客様の利便性の向上②中
古車販売店・自動車整備工場様の経営効率
の向上③当社ビジネスの拡大を同時に達成
し、「唯一無二」のオートモビリティ企業
を目指します。

プレミアグループ シンボルマーク

20mm
55px

20mm
55px

「TM」マークtrademark(商標）無
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ビーウィズ株式会社

─ サービス業 ─　9216　 ─

経営におけるDXの位置づけ

　ビーウィズグループは、「洞察を通じた
社会への貢献」という理念のもと、社会の
ニーズに応え新しい価値を創出することを
目指しています。主な事業であるコンタク
トセンター・BPO事業は労働集約型であ
ることから、自社開発のシステム「Omnia
LINK（オムニアリンク）」を活用し、業務
プロセスのDX化を進めることで、現場の
作業負荷や工数を最小化しています。また、
従業員の教育を通じ、DXを具体的に実践
できる人材の増強を図っています。
　更に、現場で利用し磨きながら、改善を
重ねてきたOmnia LINKの外部への販売
を積極的に進めています。好採算であるシ
ステム外販事業の売上比率を高めることで、
全社ベースの収益性を改善し、企業価値最
大化を目指しています。

DXの取り組み紹介

◆在宅コンタクトセンターの推進
当社は、自社開発システムを活用した完

全在宅コンタクトセンターを推進していま
す。完全在宅の求人は市場にほとんどない
ため、同じ業種、同じ条件でもセンター型
勤務の約6.5 倍の応募が集まります。更に
離職率も半分程度になるため、長期的には
人材の採用コストや教育コストの大幅な削
減が可能です。今後はさらに在宅オペレー
ターの人数を増員し、採用力を強化すると
ともに、従業員の働きやすさの提供につな
げていきます。

◆対面から非対面接客へ　コンタクトセン
ターを通じた提供サービスの集約

対面窓口を縮小する企業に向けて、商談・
本人確認・申込・電子契約までをオールイ
ン ワ ン で 提 供 で き る シ ス テ ム

「UnisonConnect」を開発しました。これま
ではすでに業務が集約されているコンタク
トセンターや事務センターが当社の顧客で
したが、このシステムによって、店舗等に
おいて対面接客をしている事業者もターゲ
ットとなります。新たなコンタクトセンタ
ー市場を創出する革新的な取り組みである
とともに、システム外販を通じて収益力の
改善にもつなげていきます。

SREホールディングス株式会社

─　不動産業　 ─　2980　 ─

経営におけるDXの位置づけ

　当社グループは、「今の先鋭が10 年後の
当たり前を造る」をミッションに掲げ、「リ
アルビジネス内包による実務有用性の高い
テクノロジー」という独自の顧客価値の創
出を経営の基本方針としております。この
経営方針の実現に向け、実業として不動産
や金融、IT/ヘルスケア事業を手掛けるこ
とで実務上の課題や効率化ニーズを把握し、
実務有用性の高いDX/AIソリューション
を創出・提供しております。

DXの取り組み紹介

　当社グループはライフテックカンパニー
として不動産領域に加え、その他生活の各
領域のDXに取り組んでおります。その一
例として、飲食領域における中小飲食店の
開業を支援するプラットフォームをロイヤ
ルホールディングス様と双日様、当社で構
築しております。

本取組みでは、ロイヤルホールディングス
様が長年蓄積してきた飲食業界に関する知
見やノウハウを提供するプラットフォーム
を、当社が有するデジタル技術を活用し構
築しております。飲食店は3 年以内の廃業
率が70%、5 年では80%以上と言われてお
りますが、本プラットフォームによって、
飲食店の開業から安定した運営までの多面
的な効率化と安定的な飲食店経営が可能と

なり、廃業リスクが低減することで、飲食
業界全体が活性化すると考えております。
当社がこれまで不動産/金融/ヘルスケア
等、様々な業界で実現してきたDX実装を、
パートナー企業との共同開発を通じて一段
と幅広い領域において横展開し、皆様の暮
らしを豊かにするべく取り組んでおります。
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トランス・コスモス株式会社

─ サービス業 ─　9715　 ─

オペレーショナルエクセレンスとデジタル技術を
融合した Digital BPO サービス

すべての顧客接点のデジタルフロントをカバーする 
CX プラットフォーム 「TCI-DX for Support」

経営におけるDXの位置づけ

トランスコスモスは、お客様企業の生産
性やブランド価値向上に貢献する「Global 
Digital Transformation Partner」となるこ
とを経営ビジョンとして掲げています。
　これは、事業の原点である 「people &  
technology（先端技術と専門性を持った人
の融合）」を基に、変化するIT環境に対応
し、より社会・経営の課題に応えるアウト
ソーシングサービスへと進化させることを
目指すものです。中期経営計画2023-2025
では、企業ITのクラウド化に対応し、企
業と消費者の接点と業務プロセスにおいて
部分的なDXからEnd to Endでの全体最
適化を支援するテクノロジーソリューショ
ンカンパニーを目指すとし、経営戦略の中
心にDXを位置づけています。

DXの取り組み紹介

　左記のテクノロジーソリューションカン
パニー化を実現するために２方向で取り組
んでいます。
①全体最適化したサービスの提供
これまで個別で提供されていたウェブ制作、
コールセンター、デジタルマーケティング、
データ入力、デジタル設計等のサービス群
をよりお客様企業の固有課題に最適化した
サービスとして提供するために、ITデリ
バリー能力とPM・コンサルティング能力
を重視し、組織的に能力強化に取り組んで
います。また、企業ITのSaaS化に対応し
たワンストップ提供・課金モデル（as-a-
service型）の開発に取り組んでいます。

②社会課題に即したパッケージソリューシ
ョン
多くの企業が共通して持つ課題に対して、
定型パッケージ化したサービスの拡充に取
り組んでいます。例えばGHG排出量算定
や人的資本情報開示といった社会要請に対
し、データ収集サービスとシステムをワン
ストップにしたプラットフォームサービス
を提供しています。
また、AIに関しては脅威以上に機会と捉
え、①においてAIが付加価値の出せる業
務を検証し、ツール開発等に取り組んでい
ます。また②の領域でもAI-OCRを活用し
たデータマネジメントサービス等、AIの
生産性と人の確かさを兼ね揃えたサービス
として提供しています。
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DXの取り組み状況

株式会社日立製作所

データとテクノロジーでサステナブルな社会を実現し、人々の幸せを支えることを

2024中期経営計画で掲げている日立は、社会イノベーション事業のグローバルリー

ダーをめざして、デジタルを求心力にダイナミックな経営改革に取り組んでいます。

リーマンショック後の経営危機からの再建と大きな構造改革を果たし、グローバル

に事業を成長させている同社は、どのように経営や事業にデジタルの力を取り入れ

てきたのでしょうか。取締役 代表執行役 執行役社長兼CEO 小島啓二氏、執行役常務

CIO兼IT デジタル統括本部長 貫井清一郎氏に話を伺いました。

Interview 01

─

　電気機器　

─

　6501　

─
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DXプラチナ企業2024-2026

データとテクノロジーでサステナブルな社会を実現し、
人々の幸せを支える

株式会社日立製作所

―DXを推進するきっかけとなった経営課題

やその狙いについてお聞かせください。

小島）当社は、リーマンショックが起きた

2008 年度に大きな経営危機に陥り、当時、製

造業最大といわれるほどの赤字を出し、会社

が潰れてしまう可能性すらありました。生き

残るためには大きく会社を変えていくことが

必要な状況で、現在名誉会長である川村が、

それまで国内中心に製品・システム事業を行

っていたものを、グローバルに社会やお客様

の課題解決を行う社会イノベーション事業の

推進へ、舵を切りました。社会イノベーショ

ン事業をシングルパーパスと定め、グローバ

ルに成長していくために求心力にしようとし

たのがデジタルの力でした。このときから、

我々のDXに対する取り組みは始まったと思

います。

―DXを推進するため、どのようなことに取

り組みましたか？

小島）まず、社会イノベーション事業を拡大

するためのコーポレートガバナンス体制の強

化に取り組みました。日立の取締役として相

応しいグローバルかつ様々な分野における経

験と知見、優れた人格、経営に関する幅広い

知識を有した者を社内外から採択し、独立性

の高い取締役会を構成しました。会社が変わ

るためには外部の視点をガバナンスに取り入

れることが一番必要なことだったのではない

かと思っています。従来の取締役会では、改

革に対して抵抗勢力が出てくる側面もありま

した。次に、コングロマリット経営から脱却

―まずは、DX推進に対する貴社の経営ビジ

ョンやビジネスモデルについて教えてくださ

い。

小島）当社はお客様の経営や社会が抱える

様々な課題をデータとテクノロジーで解決す

ることで、サステナブルな社会を実現し、人々

の幸せを支えることを目指しています。当社

が目指すサステナブルな社会には、２つの達

成すべきことがあります。１つ目が「ウェル

ビーイング」という１人１人が自分らしく生

きていく幸せを追求すること、もう１つが「プ

ラネタリーバウンダリー」、地球環境の限界

を超えないことです。この２つが両立するサ

ステナブルな社会を実現するにはイノベーシ

ョンが必要で、これをデータとテクノロジー

で実現するのが社会イノベーション事業で

す。「Lumada」は、日立の「IT×OT×プロ

ダクト」のポートフォリオを活かし、お客様

とともに社会課題を解決するための顧客協創

フレームワークです。様々な事業を持ってい

る日立の現場で使われたユースケースを再利

用できるようにして、お客様の課題解決に活

用し、DXの迅速な実現を可能にしています。

取締役

代表執行役 執行役社長兼CEO
小島 啓二
（こじま・けいじ）
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株式会社日立製作所

共有して、使っていくサイクルを作り、それ

をだんだんとスケールアップしていくという

概念がLumadaの根底にあります。

　Lumada事業では、売上と利益を社外に公

開しています。始めた当初は、どのようにし

てKPIを社内外に共有したら、これが日立の

DXの中心事業であり、成長していて、利益

率で他の事業を圧倒しているか、透明性をも

って説明できるかという点で議論になりまし

た。中には、ここまで公開して大丈夫なのか

という意見もありましたが、Lumadaの開示

項目については取締役と執行役で議論したた

め、ここでも取締役の後押しのおかげで開示

に踏み切れました。結果的に公開したことが

社内の意識という点からみても効果的だった

と思います。新しい取り組みには抵抗もあり

ますが、やはりガバナンスなど基本的な仕掛

けを整えることはモメンタムを作る上で重要

だと思います。

し、社会イノベーション事業に集中する経営

体制を整えていきました。事業ポートフォリ

オ改革を進め、22 社あった上場子会社をゼロ

化しました。また類似する事業モデルを持つ

BU(Business Unit)を集めて、３セクター体

制に整え、シンプル化し、各セクターで

Lumada事業を拡大することで収益性とキャ

ッシュ創出力を改善することをめざしまし

た。

　Lumada事業は国内を中心にスタートしま

したが、これが上手くいくことが確認された

ことを受けて、海外展開を本格的に進めるこ

とにしました。日本同様に、その地域の文化

を理解し言葉が分かる人々が必要となること

からグローバルな事業基盤強化を検討しまし

た。

　欧米はもちろんインドやアフリカを含めた

全世界に拠点を持つ、ABB社のパワーグリ

ッド事業(現日立エナジー )の買収、欧州や韓

国、台湾に強みを持つ日立ハイテクの完全子

会社化を実行しました。

　そしてグローバルにデジタルエンジニアリ

ングをデリバリー出来るデジタル人財を獲得

するためにGlobalLogicの買収を実行しまし

た。デジタル人財育成プログラムはそれまで

の日立が持っていたものとGlobalLogicのも

のを融合し、リスキリングやアップスキリン

グでのデジタル人財の強化も加速していま

す。

　このほかにも、全社AI変革プロジェクト

による生産性向上とコスト構造改革や、生成

AIを活用したあらゆる業務の省力化・自動化

を計るなど、積極的なデジタルテクノロジー

の活用も行っております。

―人材面にも力をいれているとのことです

が、人の力とデジタルの融合にも着目してい

るということでしょうか。

小島）Society5.0をめざしては、社会全体で

物理世界とサイバー空間が繋がっていきま

す。生成AIの登場で頭脳労働は相当ハイレ

ベルになっていくと思います。一方で、世の

中のほとんどの仕事は、体を使いつつ頭脳も

使うハイブリッド型の労働形態だと思いま

す。サイバーだけでは多くの問題を解くこと

ができないため、フィジカルとサイバーの両

方を持ち合わせることが当社のスタンスとし

て、大切です。

―Lumada事業について詳しくお伺いしたい

です。

小島）デジタルを求心力にして社会イノベー

ション事業に取り組んでいこうとしたとき、

違う事業体がどのように協力して課題解決に

取り組むかというモデルが必要でした。その

モデルの確立がLumadaの始まりです。IT、

OT、プロダクトにそれぞれ強い人たちが一

緒にお客様の課題をデジタル中心で解決して

いくときに、どのようなフレームワークで、

どういうビジネスモデルで取り組んでいく

か、またどういうGo-to-Marketモデルである

のかという意識を統一すること、違う事業体

が1つになって、お客様の課題解決をするこ

とは非常に貴重な財産だと考えています。そ

のため、課題解決のプロセスを再利用できる

ソフトウェア、あるいはユースケース、デー

タの使い方などをリポジトリのような場所に
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―数年連続での受賞ですが、この1 年で新し

く取り組みを始めたことはありますか。

貫井）DX領域では、本業であるIT・OTの

部分で生成AIを使うことによって、生産性

を上げていくことやお客様サービスを高度化

していくという試みを行っています。加えて、

資料・議事録作成や海外社員とのコミュニケ

ーションを行う際の翻訳など、幅広い社員が

共通的に行う業務に対して生成AIを取り入

れて、効率化を図っています。

　他にデジタル活用に関連するところでいい

ますと、グローバルでの総務や人事、経理、

調達、リスクマネジメントという領域で行っ

ていた従来型のBPRやBPOのような手法で

の効率化から、DXやロボットのような技術

を使った自動化に取り組み始めました。労働

人口が少ない場所においては、より自動化を

進めています。また、予測型で事業の経営を

行うため過去の数字の蓄積、また迅速な収集

というところで、ビッグデータアナリティク

スの領域への取り組みもいくつか行っており

ます。

―最後に、DXを今後どのように展開させて

いこうとお考えでしょうか。

小島）Lumada事業の拡大を通して、お客様

と社会のDXとGXを支援していきたいです。

生成AIは大きな成長機会です。生成AIを活

用し、オフィス・現場での労働生産性向上に

取り組んでいきます。そしてグローバルパー

トナーとのコミュニケーションを通して、グ

ローバルにこのような社会イノベーションを

加速していきたいです。

ではないので、ここにビジネスのユニークさ

があると思います。今後も一層技術が進むこ

とで当然違う世界になっていくと思いますの

で、その中で我々は、常に「DX×なにかの

組み合わせ」を成長のドライバーにしていき

たいと思っています。

足りなくなってしまいます。こういったテク

ノロジーの活用を進めるときに、グリーンエ

ネルギーとペアにして考えなければ、ファイ

ナンスさえつきません。そこで、これまで我々

が取り組んできたDXに、大型M&Aにより

獲得した送変電技術や環境関連データを可視

化するデジタル技術などで強化したGXを組

み合わせてサイバー×フィジカルの実現に挑

戦しています。

―既存のDXに更に付加価値を求め提供して

いくのですね。

小島）そうですね。ここから10 年程度は今取

り組んでいるDX×GXが成長機会だと思い

ます。先述の例でいうと、データセンターが

増えていく中でどのようにグリーンエネルギ

ーを作り出すか、データセンターの用地を用

意するか、更にいうと半導体を確保するか、

こういった課題があります。デジタル技術を

使うにも、デジタルだけで話が閉じる世の中

―DXサービスを提供していく中でLumada

を用いるときには、実証実験のような部分も

あるのでしょうか。

小島）そうですね。我々の強みの１つは、た

くさんの工場や現場を持っていることです。

その中には製造現場も保守の現場もあり、そ

こでお客様と一緒に運用や作業をすることも

あります。この場を、Lumada を適用する最

初のターゲットにしました。そして、ここで

成功したら別のお客様に持ち込む。このこと

によって、既に現場で実証されたものを提案

できるため、説得力や安心感をお客様に与え

ることができています。様々な事業と現場を

持っているという我々のダイバーシティを活

かしている点も、Lumada の非常に重要なポ

イントです。

―貴社ならではのDX、または貴社のDXの

特徴についてお聞かせください。

小島）やはり、ビジネスモデルでもある

Lumadaの顧客共創フレームワークに沿っ

た、IT・OT・プロダクトを活用した「One 

Hitachi」でのGo-to-Marketモデルです。豊

富なITとOT人財が経営と現場を跨るDXプ

ロジェクトをリードすることで、IT単体や

OT単体で強みを持つ競合他社とのソリュー

ションの差別化を可能にしました。

　また、現在力を入れて事業を伸ばしている

フィールドが「DX×GX」です。これらの両

方を事業領域にできる会社は多くないので、

当社のDXの特徴になるのかなと思います。

この取り組みの中で、事業機会として狙って

いるひとつがデータセンターです。生成AI

の活用により、データセンターの需要が更に

増えてくると予測していますが、このデータ

センターは莫大な電力を使いますので電力が

執行役常務

CIO兼ITデジタル統括本部長
貫井 清一郎
（ぬくい・せいいちろう）
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90年以上の歴史をもちながら、「伝統あるベンチャー企業」と自社を位置づけ、DXソ

リューションプロバイダーとして成長してきたトプコン。常に新しいものに挑戦す

るというベンチャースピリットで新しいビジネスモデルやソリューションを提案し

続けてきました。「DX加速」に取り組むことを中期経営計画の柱の１つとして掲げ、

広い視野から成長事業への投資、また成長を支える画期的なソリューションの創出

を目指す同社。持続成長するベンチャー企業であり続けるため、どんな視点を持ち、

どう変化していくのか。これからの飛躍を見据える代表取締役社長 CEOの江藤隆志

氏に伺いました。

Interview 02

─

　精密機器　

─

　7732　

─
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市場を切り拓き 現場を変革し続ける
「持続的DX」で豊かな社会へ貢献

株式会社トプコン

医 ・ 食 ・ 住の DX ソリューション

量機、視力や眼底像などの眼の状態を「はか

る」眼科医療機器に始まり、デジタルデータ

が取得できるようになると、それを管理する

ソフトウェアも必要になります。お客様が抱

える課題に合わせ、ハードウェアとソフトウ

ェアを組み合わせてソリューションとして提

供することで、トプコンはDXソリューショ

ンプロバイダーとして成長してきました。

―技術の進歩とともにDXソリューションが

生まれた具体例を教えてください。

江藤）例えば、距離と角度を「はかる」光学の

測量機に対して、衛星信号で座標を「はかる」

GPS(Global Positioning System,全地球測位

システム)が、1990 年代に信号を民間開放し

ました。当初は上空に飛んでいる衛星数も少

なく限られた時間しか計測できず、測量する

のもやっと、という技術でしたが、次第に複

数の国や地域から衛星が打ち上げられ、その

数も増え、時代の進化とともにコンピュータ

ーの処理性能も向上したことで、24 時間いつ

でもリアルタイムでの位置計測が可能になり

ました。そこで当社は、GPSをはじめとした

GNSS（Global Navigation Satellite System、

全球測位衛星システム）を活用して、建設機

―DX推進にかかわる貴社の経営ビジョンや

ビジネスモデルについて改めて教えください

江藤）私たちは、「『医・食・住』に関する社

会的課題を解決し、豊かな社会づくりに貢献

します。」を経営理念に掲げ、事業領域である

「医（ヘルスケア）・食（農業）・住（建設）」の

分野において多様なDXソリューションを提

供しています。創業来培ってきた光学、セン

シングのコア技術に加え画像処理、機械学習、

自動化、遠隔監視などの応用技術を融合させ、

独自のDXソリューションを通じてグローバ

ルに社会的課題の解決と社会貢献を行ってい

ます。

―90 年の歴史をもちながら、DXに挑戦され

ているのですね。

江藤）トプコンにとって、DXは事業そのも

のであり、DXへの挑戦は当然の流れだった

といえます。当社のDXソリューションのベ

ースにあるのは、コア技術である光学・セン

シングによる「はかる」技術です。建物を建

てるときに、土地を「はかる」。農業において、

作物の生育度合いを「はかる」。眼の検査をす

るときも、眼の状態を「はかる」。当社は「は

かる」技術によって、「医・食・住」の業界を

支えることで90 年の歴史を築いてきました。

距離や角度の3 次元位置情報を「はかる」測代表取締役社長 CEO江藤 隆志

（えとう・たかし）
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のソリューションは世界中で受け入れられて

います。グローバルに事業を展開する中で大

切にしているのは、「Think Globally, Act 

Locally」という考え方です。

　例えば、土木業界ですと、日本であっても

気候の差がある北海道と沖縄では全くやり方

が違います。また、地域によって法令も異な

ります。当社のソリューションも必ずその地

域に寄り添った形があると思っています。そ

のため、営業拠点からの情報を大切に、地域

に合わせたソフトウェア開発を行うなど、ユ

ニークなDXソリューションを地域ごとに適

応させる工夫は欠かせません。

―DXを推進するにあたって、全社的に取り

組みを進めるための秘訣を教えてください。

江藤）当社はM&Aで新しい技術を取り入れ

て成長してきた歴史があり、社員の７割は外

国人材で、拠点も世界中にあります。しかし、

買収した会社に本社のやり方を押し付けるこ

械や農業機械の位置を測り、地図や設計図面

の情報と組み合わせることで運転の自動化を

実現。建設や農業の作業の効率化に貢献でき

るようになりました。

　このように、「はかる」ものがデジタル化し、

データを取得・管理することで新たにお客様

の課題を解決できるようになり、事業領域が

広がる、という変遷をたどってきたのが当社

です。その歩みを振り返ってみれば、デジタ

ル技術によって「医・食・住」領域における

既存の健診や作業プロセスを変革していく、

DXそのものでした。

―次々に新しい技術を導入することが欠かせ

ないように思えますが、成長につながる技術

はどのように導入してきたのでしょうか。

江藤）新技術を取り入れるときにポイントと

なったのが、海外技術ベンチャーのM&Aで

す。当社は1994 年、当社の測量機を使って

建設機械をロボット化する実証実験を行って

いた米国のベンチャー企業を買収し、マシン

コントロール技術を開発して土木分野に本格

的に進出しました。その後も約40 社のM&A

を通じて新しい技術を取り入れ、既存の技術

と組み合わせてソリューションを提案してき

ました。絶えず新しいものを取り入れること

が、成長し続けることにつながっていると考

えています。

―「医・食・住」の領域で変革を継続できて

いる理由はどのようにお考えでしょうか。

江藤）「医・食・住」の領域は当社の生業です

ので、ひたすら脇目も振らずやってきたとい

うところかと思います。また、製品を単に作

るだけ、売るだけでなく、「この技術は何に

応用できるか」「お客様に対してどのように貢

献できるか」を考えてきたことも理由として

挙げられます。先に述べたマシンコントロー

ルも、創業来の3 次元計測技術と新技術の油

圧制御技術を組み合わせることで「建機の自

動化」という画期的な技術に進化しました。

お客様の声を聞き、困りごとを解決するため

に製品や技術を使おうと考えぬくことが、業

界の変革につながるソリューションになって

いくのです。

―試行錯誤の中でうまくいかないこともあり

ますか。

江藤）私自身は長らく営業をしてきましたが、

当社はこれまでにない、お客様の潜在的需要

を掘り起こす製品を作ってきたため、苦労も

ありました。例えばGPSも、世に出たばかり

のときは導入するお客様も多くありませんで

した。それでも、「この技術は使いようによ

ってはきっと作業時間を短縮できる」と導入

してくださる“アーリーアダプター ”のお客様

は確かにいて、そのお客様に育てられる形で

市場を切り拓いてきました。

　現在、建設のワークフローである「測量→

設計→施工→検査」のプロセスの中で、測量

機器はデジタル化され、設計も完全にコンピ

ューター上でできるようになりました。しか

し、施工の現場に出れば設計データを紙に印

刷して、目印に木の杭を打って作業を行うと

いうような、デジタル情報が一旦寸断されて

しまう場面が少なくありません。私たちは、

そうした現場に効率化や省人化というメリッ

トをもたらせるように、デジタル技術の活用

を模索し続けています。

―建設現場ではまだまだデジタル化は進んで

いないのですね。

江藤）建設に限らず、農業も、医療現場もプ

ロフェッショナルな世界ですので、熟練者が

いなくても作業が進む本当のデジタル化や自

動化には時間がかかります。ただ一方で、な

んでもデジタル化すれば効率化するという簡

単な話ではなく、アナログで進めた方が効率

のよいものもあります。現場の声を聞き、デ

ジタルとアナログの融合をどのように進めて

いくか。その道のりの途中に、事業のチャン

スは山ほどあると考えています。

　取り組みの一環として、私たちは、“DXの

はじめの一歩”として現場に受け入れられや

すいハードウェアの開発を大切にしていま

す。ボタン一つとスマートフォンで扱える測

量機や、フルオートで撮影できる眼底カメラ

など、熟練した作業者でなくても使える製品

を提供し、「まずは使ってみてください」と提

案する。あとは製品を使ったお客様がそれを

活用していくことで、もうその現場ではDX

が始まっているといえるでしょう。

―御社はグローバルに活躍されていますが、

地域ごとの取り組みの違いについて教えてく

ださい。

江藤）当社は約30ヶ国に約70 社のグループ

会社があり、海外売上高比率は約80%のグロ

ーバル企業です。「医・食・住」の分野におけ

る社会的課題は世界共通のものであり、当社
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ずは小さいところから始めていくのがよいと

思います。目の前の課題解決のためにデジタ

ル技術を取り入れ、使ってみて、課題があれ

ばそれを解消し、また必要な技術を取り入れ

る、とステップを踏んでいくと、最終的に

DXにつながっていきます。目的がDXにな

るのではなく、目的があって、そのために必

要なデジタル技術は何か、それをどのように

使うのか、そういったアプローチが大切だと

考えています。

　当社も長い歴史の中で、単にITを活用す

るだけではなく、既存事業をベースにお客様

の潜在ニーズを引き出しながら解決へ手助け

するDXソリューションプロバイダーへと転

身してきました。事業を強化することがDX

推進につながり、今後の企業の可能性を広げ

るという認識であれば、全社一丸となって

DX推進ができるのではないでしょうか。

　常に新しいものに挑戦するというベンチャ

ースピリットはDXソリューションの源泉で

す。業務プロセスの効率化にとどまらず、自

社が社会全体にどう貢献できるのか、広い視

野を持って考えるとDX推進の可能性はます

ます広げられると考えています。

ありません。90 年培ってきたコア技術をベー

スにしながらも、今あるものに固執せず、ど

んどん変化し続ける企業でありたいと考えて

います。

―最後に、現在 DX に取り組む企業、なかな

か実現できていない企業にアドバイスやエー

ルをお願いします。

江藤）日本を実際に支えているのは、現場の

力です。その現場でDXを推進し、効率を上

げていくことは、飛躍的な生産性向上を進め

る必要がある日本において必須だといえま

す。だからこそ当社は、現場の方々が簡単に

取り組める「はじめの一歩」の製品を積極的

に提案したり、建設分野ではICT施工を体験

できるトレーニングセンタを設置したりと、

お客様がDXに踏み出しやすい環境を整える

ことでDX推進を図っています。

　DXやデジタル化というとどうしても構え

てしまうところもあるかと思いますので、ま

「持続成長する100 年ベンチャーに挑む」こと

を掲げ、その柱の一つとして「DX加速」を重

要視しています。「医・食・住」の領域において、

次の成長事業を創出し続ける「持続的DX」を

基本戦略に据えています。これまでデジタル

化・自動化・ネットワーク技術の進化ととも

に新しいソリューションを積み重ね、お客様

の現場の生産性向上を進めてきました。現在

はクラウドの活用による業務データの管理・

共有でさらに進化したソリューションを模索

しています。今後は、リアルワールドデータ

を活用した作業効率の向上、またデータ分析

に基づいた課題への先回り対応の実現を目指

し、新たなビジネスモデルを創出し、持続的

な成長を目指します。

　当社は90 年の歴史をもつ伝統あるベンチ

ャー企業として、これまで新しい市場を切り

拓いてきました。これからも、ベンチャース

ピリットをもとに挑戦を続けることは変わり

とはせず、互いの信頼関係を保って議論を重

ねることでグループ一体となったDX推進が

できているのだと思います。

　また、当社では社員のことを「トプコニア

ン」と呼ぶ文化があります。現在はキャリア

採用も積極的に行っており、当社グループに

は異なるバックグラウンドをもつ人財が集ま

っていますが、国や経歴が違っても、私たち

は同じ「トプコニアン」です。その一体感が、

全社的にDXを進められているのではないで

しょうか。

―この１年でさらに進んだ取り組みがあれば

教えてください。

江藤）ヘルスケア分野において、眼底（眼球

の奥）を撮影した画像とAIを活用したスクリ

ーニング検査の普及に向けた取り組みが進ん

でいます。眼底は人体の中でも、体を傷つけ

ることなく血管の様子を観察できる場所であ

り、眼底画像からは眼の疾患のみならず他の

疾患に関するさまざまな情報が読み取れるこ

とが分かってきました。当社は、眼底画像を

AIで分析することにより、糖尿病、心疾患や

アルツハイマーなどさまざまな疾患の事前ス

クリーニング検査を可能にする「Healthcare

from the Eye(眼を通じた全身の健康管理)」

を目指して、2024 年5 月にMicrosoft社とパ

ートナーシップの締結を発表しました。当社

のフルオート眼科検査機器と大手眼鏡チェー

ン店の顧客基盤、Microsoft社のAI・クラウ

ドインフラなどの技術とかかりつけ医の顧客

基盤、互いの強みを活かして「Healthcare

from the Eye」の展開を加速させます。この

取り組みを通じて、さまざまな疾患の早期発

見・早期治療につなげ、医療費の削減や医療

品質向上に貢献していきたいと考えていま

す。

―今後のビジョンについて教えてください。

江藤）当社は「中期経営計画2025」において、

トプコンは、「創業 90 年の伝統あるベンチャー企業」として、 

『尖った DX で、世界を丸く。』をキーコンセプトに、 

独自技術の開発と、新しいビジネス創出による 

事業成長を目指している。
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中外製薬株式会社
成長戦略「TOP I 2030」を策定し、大胆なDX推進に取り組んできた中外

製薬。CHUGAI DIGITAL VISION2030をもとに築いてきた同社のDXは今 

ビジネスを変革するフェーズに入っています。「DXの全社ごと化」を重

視し、革新的な新薬創出やバリューチェーンの効率化を目指し、新しい

テクノロジーにも積極的にアプローチしています。「世界のトップイノ

ベーター」を目指す同社のこれからのDXとの向き合い方について、DX

ユニット長の鈴木氏に話を聞きました。

Interview 01

─

　医薬品　

─

　4519　

─

―まず、前年度からDXへの取り組み状況
にどのような変化があったかをお聞かせく
ださい。
鈴木）私たちはDXの推進にあたって、 
CHUGAI DIGITAL VISION2030を 掲げ、 
その実現に向けて３つの基本戦略「デジタ
ルを活用した革新的な新薬創出」「すべての
バリューチェーン効率化」「デジタル基盤の
強化」を推進してきました。このビジョン
を掲げた2020 年から４年が経ちこれまで
築いてきた基盤を基に、「ビジネスを変革
する」フェーズを邁進しています。例えば、
研究分野では「MALEXA®」というAIを
自社で開発しており、実際に抗体創薬にも
活用して開発候補抗体の選出にも繋げてい
ます。これは創薬分野ではインパクトのあ
る取り組みの一つではないかと思います。
また、人間が取り掛かると膨大な時間がか
かってしまう画像解析を、短い時間で大量
かつ正確に24 時間通して分析できるとい

デジタルトランスフォーメーション

ユニット長
鈴木 貴雄
（すずき・たかお）

った点や、人間には扱えないデータ量をも
とにした定量的な評価による分析など、業
務の圧倒的な高速化や効率化のためにも、
AI利用を積極的に始めています。 既存の
研究分野の中にもまだまだ未開拓なブルー
オーシャンがありますのでAIの活用の範
囲はさらに広がっていきます。まさにAI
Anywhereという感覚で、どこにでも AI
を活用し始めており、新しいプロセスや改
善を考えるときにも、AIを使うことを前
提に考えるのが普通になってきています。
―創薬研究だけでなく、臨床試験（治験）
という点でAIを活用していくことは可能
なのでしょうか。
鈴木）有効性と安全性を担保する観点で臨
床試験は非常に重要であり、膨大な時間と
労力がかかるフェーズですので、AI活用
は生産性向上の観点で効果的であると考え
ています。臨床試験を経て医薬品の薬事承
認を取得するために重要なものはデータで
す。 我々は革新的な医薬品を世界中にい
ち早く届けることを目指していますので、
それぞれの国や地域に合わせた速やかな臨
床試験を行って適切なデータを取得し、承
認申請の文書に落とし込んでいくことが必
要です。このようなプロセスにAIを活用
できれば、得られたデータからインサイト
を抽出できるだけでなく、臨床試験の対象
となる患者さんの効果的なリクルートや、
臨床試験で発生する様々な文書の効率的な
作成等にも寄与できるでしょう。AIを活
用することで、これら様々なプロセスのス
ピードを向上させることができると期待し
ています。ただ、AIを活用する前提として、
結果の信頼性を担保するためにしっかりと

した説明責任や安全性を提示し続けること
が欠かせないと考えています。 そういっ
た点でも、研究や開発に関連するあらゆる
データを収集・分析して、業務にフィード
バックするデータドリブンな取り組みが非
常に重要になってくると思います。
―貴社が現在注目している技術やトレンド
ついてお聞かせください。
鈴木）現在注目している技術やトレンドと
いう点で申し上げると、やはり生成AI技
術だと思います。それから2030 年台には
AGI（汎用人工知能）、2040 年台には、
ASI（人工超知能）といった話題がされて
おり、これらの技術も現実味を帯びてきた
状況だと思っています。
―では、生成AIの活用方法についての考
え方はいかがでしょうか。
鈴木）生成AIをどのように生かしていく
かという観点で申し上げますと、まずは生
成AIがどう我々の仕事を変えうるかをし
っかり考えるべきだと思っています。生成
AIは常に目まぐるしく進化を続けていま
す。そのため、常に最新の状況を把握し活
用できるようにするため、まず社員が積極
的に生成AIを自らの様々な業務に活用し、
可能性を感じること、この変化のスピード
についていくことが必要だと考えています。
一方、生成AI活用には当然リスクもあり
ます。「責任あるAI」については、世界で
様々な議論がなされていますが、我々もそ
の場に参画していかなければならないと思
っています。 ネガティブな面も理解した
上で、常にポジティブなことに使っていく
AI for Goodというアプローチを考えてい
ます。
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「ビジネスを変革する」フェーズへ　DXで革新的な新薬を世界に届ける
中外製薬株式会社

―貴社では既に業務に生成AIを取り入れ
ているのでしょうか。
鈴木）短期的な取り組みの皮切りとして 
2023 年５月からChatGPTのトライアルを
開始し、同年8 月に全社展開を行っており
ます。ChatGPTの導入によって生成AIを
実際に業務に使うことで、技術進化への驚
きとともに、業務の生産性が上がるという
実感を生み出し、生成ＡＩに対するバイア
スや不安を低減する狙いもありました。利
用開始にあたっては、 自社内の利用環境を
立ち上げると共に様々なリスクを特定の上、
生成ＡＩ活用ルールを取りまとめました。
すでに社員は様々な文書の要約や翻訳、議
事録やアクションリスト作成、情報の効率
的な検索や壁打ちなどに活用しており、業
務効率化に繋げています。中長期的な活用
という点で申し上げますと、既存の生成
AIに、我々の持つ製薬会社として貴重な
情報を取り込んでデータをつなげ、当社独
自の生成AIを作り込んでいくといった、
イノベーション創出への活用も視野にいれ
て検討を進めています。
―貴社のスマートファクトリー化の取り組
みについても、お伺いさせていただきたい
です。
鈴木）当社のスマートファクトリー化のプ
ロジェクトは、2020 年ごろから本格的に
始まっています。現在では、国内の3 工場
において、スマートファクトリー化が段階
的に進んでおり、作業計画の自動立案や業
務の可視化を行っています。最少人数で最
大にパフォーマンスが出る人員アサインも
できるようになりました。
―今、DXを取り組み始めた時期を振り返
って、現在との変化はいかがでしょうか。
鈴木）当社のDXの動きが本格化した転換
期は2019 年10 月のデジタル戦略推進部の
発足でした。デジタル戦略推進部では、

「DXの全社ごと化」を重視しており、当時
は他社と比べても遅れていたDXに対して、
まずは組織の風土を変えることから取り組
みました。様々な取り組みを通じて、全社
のデジタルを活用した変革のベクトルが一
致すると、社員の意識も変わり徐々にDX
への勢いがついたように感じています。現
在では全社的にDXが変革のイネーブラー
として認識されており、どの部署でもDX
に対して主体的な取り組みが始まっていま

す。当社の DXは社員のマインドセット・
組織カルチャーのトランスフォーメーショ
ンであり、 今後起こりうる様々なトランス
フォーメーションの礎を築くことができた
とも考えています。
―DXへの変革を数年で起こすことができ
た理由はどのようにお考えでしょうか。
鈴木）一番の成功の鍵は経営陣のDXに対
するコミットメントだと認識しています。
経営陣のデジタル知識や経験は様々です。
ですから、経営陣含めそれぞれの組織のリ
ーダーらとの議論を通じて、共通のＤＸビ
ジョン・目標を絵図化し、その実現に向け
て新しいことへのチャレンジを常にポジテ
ィブに支援し続けてきたことが効果的だっ
たと考えています。また、当社では各組織
内にもDXを推進する組織があり、そのチ
ームと我々が組織として互いに連携・支援
しながら物事を進めています。このような
全社でのコミットメントが組織化されてい
て、日ごろのビジネスプロセスに落とし込
まれていることも、DXを強力に進められ
ている理由だと思います。また、全社DX
をリードするミッションを持つDXユニッ
トは、全社のデジタル人財の獲得・育成に
も取り組んでいます。特に本ユニットの立
上の初期には、短期間でDXを進めていく
ために外部から積極的に人財を採用してお
り、現在ＤＸユニットではデジタルのスキ
ル・経験をもったキャリア採用の方の比率
が全体の約6 割です。製薬業務に関する深
い知識のある社員と、DXの知識をもつ社
員の相互の理解と尊敬の上で一緒に仕事を
するようになってきています。デジタル人
財 の 育 成 に つ い て は、 社 内 にChugai
Digital Academyと呼ばれるＤＸスキル獲
得のための仕組みも設置し、様々なプログ
ラムを開発しています。そのうちの1つと
して全社の各組織から選抜された自社業務
のコアとなるべき人財に対して、デジタル

プロジェクト推進やデータサイエンスに関
連するケイパビリティを高めるための、最
大9か月にもわたる集中プログラムも提供
しています。 
―最後に、DXに取り組む企業にアドバイ
スやエールを一言お願いいたします。
鈴木）当社がこれまで、４年間という期間
で継続してDXを推進することができた大
きな理由は「DXの全社ごと化」に成功し
たことに尽きます。そしてこれは、会社の
成長戦略にデジタルを強く結び付けた戦略
を立てたことが大きな要素だったと感じて
います。デジタルはあくまでもツールであ
り、なぜDXに取り組むのか、何を目指す
のかを明確にすることが重要であると考え
ています。併せてリーダシップのコミット
メントも非常に大切です。自社の戦略のす
べての領域にＤＸを埋め込み、その戦略を
最大のスピードをもって一気に進めていく
ことが必要です。このような大きな変革や
新たな取り組みでは、初めから全員のベク
トルを合わせることは難しく、その変革に
総論では賛成でも実行では消極的な方も一
定数は出てきます。それでも真摯にあるべ
きビジョンを掲げ、患者さんに貢献する、
社会を変えるヘルスケアソリューションを
ＤＸ推進により実現するのだという熱量を
もって進めていくこと、小さくても良いの
で成功事例を積み重ねていくこと、またそ
の姿勢や成果を社内外に発信していくこと
が継続的な変革に繋がっていくと思います。
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株式会社小松製作所
2001年よりデジタルを活用したビジネスを推進してきたコマツは、今、

その技術を更に深化させDXを通じた現場プロセスの業務改革と生産性

や効率性の向上に向けて、開発を行っています。テクノロジーの潮流を

ビジネス機会と捉え、建設機械業界に革新的な技術をもたらすことで

成長基盤を着実に築き上げてきました。様々な分野でのDXを推進し、

スマートでクリーンな未来の現場の実現に向けた同社のビジョンや新

たな取り組みなどを代表取締役社長CEOの小川氏に聞きました。

Interview 02

─

　機械　

─

　6301　

─

コマツ製無人ダンプトラックと、トヨタ製 ALV( コンセプト車両 )

―まず、貴社のビジネスモデルや経営ビジ
ョンについてお聞かせください。
小川）コマツは、安全で生産性の高いスマ
ートでクリーンな未来の現場をお客様と共
に実現することを目指しています。そのた
めのアプローチとして、モノ（建設機械の
自動化・遠隔操作化・自律化・電動化）と
コト（顧客プロセス全体の最適化）の両面
でのイノベーションに取り組んでいます。
土木施工などの分野では、従来から提供し
てきたスマートコンストラクション®を

「DX スマートコンストラクション」に進
化させ、次世代の建設業向けデジタルソリ
ューションとして提供しています。地形や
機材、作業員や材料などの建設現場の情報
をデジタル化し、サイバー空間上で最適な
施工計画（デジタルタスク）を立案し、リ

代表取締役社長

CEO
小川 啓之
（おがわ・ひろゆき）

アルな施工へフィードバックすることで、
安全性、環境適合性を高めていくことがで
きます。
　最近では、Smart Construction 3D Machine 

Guidance（ 旧 名 称：Smart Construction 
Retrofit）を開発・市場導入しています。
これは、メーカーを問わず油圧ショベル・
ミニショベルに後付けするだけで、ICT施
工が可能になるサービスであり、操縦席の
モニター画面に施工部分の完成図やショベ
ルのバケット刃先位置情報を表示し、オペ
レーターの操作をサポートする３Dマシン
ガイダンス機能などを利用できます。鉱山
向けの分野においても、デジタル技術を活
用したビジネスを深化させています。
　鉱山向けオープンテクノロジープラット
フォームを開発し、配車管理などのアプリ
ケーションと合わせて、鉱山現場における
オペレーションの最適化を推進する活動に
取り組んでいます。また、2008 年より鉱
山で商用導入をしている無人ダンプトラッ
ク 運 行 シ ス テ ム（Autonomous Haulage
System 以下、 AHS）については、2024 年
2 月時点で5 カ国23 サイトでの累計導入
台数が700 台となり、2024 年2 月末まで
にAHS 累計総運搬量は75 億トンに達し
ました。さらに、鉱山現場全体の最適な自
動化システムを目指す取り組みの一環とし
て、鉱山内での作業量の輸送や保守点検に
必要なAHS上で自動走行するライトビー
ク ル（Autonomous Light Vehicle 以 下、
ALV）の開発においてトヨタ自動車株式会
社と2023 年5 月より協業を開始していま

す。コマツはAHS の管制システム上に
ALV用管理プログラムを新たに開発し、
トヨタは乗用車で培った自動運転技術を応
用し、AHS の管制システムからの指令に
より自動で走行するALVを開発し、お客
様の現場での実証実験に向けて取り組んで
います。無人ダンプトラックとALVを、
コマツの AHS 管制下で協調制御して自動
走行させることで、鉱山現場のさらなる安
全性と生産性向上の実現を目指しています。
　その他にもコマツは、豪州の100% 子会
社を通じて、建設・鉱山機械運行管理シス
テム(FMS) のプロバイダーであるiVolve
Holdings Pty Ltdを買収しました。iVolve
社は中小鉱山・砕石業向けFMS （フリー
トマネージメントシステム）を手掛ける会
社であり､ リアルタイムデータへのアクセ
スを通じて､ 運行管理情報の見える化､ ラ
ンニングコストの削減､ 安全運行を実現す
るシステムを提供しています｡ 今後は独自
IoTプラットフォームを持つ iVolve社の
FMS を新たなソリューションとしてグロ
ーバルに展開していきます。
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高度化・複雑化していくお客様のニーズに応え
DXで現場プロセスを最適化する 株式会社小松製作所

―プラチナ企業として、現在注目している
技術やトレンドとそれに関する貴社の
お取り組みについてお聞かせください。
小川）近年、私たちを取り巻く外部環境は
不確実性がますます高まっています。この
ような環境下でも持続的に成長しつづけて
いくには、外部環境の変化と事業リスクへ
の対応力を強化するとともに、DX、カー
ボンニュートラル、ダイバーシティ＆イン
クルージョンなどの潮流をビジネス機会と
捉え、成長戦略に落とし込んでいくことが
課題であると考えています。ハード面では、
人手不足や安全性などの観点から、自動化、
遠隔操作化などのニーズが一層高まると予
想されます。ソフト面では、気候変動への
対応なども含めて、生産性・効率性の向上
と環境適合性の向上のため、お客様の現場
施工のデジタル化、デジタルツインが一気
に加速する可能性があると考えており、そ
れらへの取り組みを加速させていきます。
　建設・鉱山機械の自動化や遠隔操作化に
ついては、自動アシスト機能の開発、遠隔
操作開発、自動アシスト機能を搭載した遠
隔操作、自律化の４ステップで進めていま
す。
　鉱山向けでは、すでに超大型ダンプトラ
ックの完全無人稼働（自動走行）を実現し
ていますが、加えて、鉱山向け大型 ICT
ブルドーザー「D375Ai-8  遠隔操作仕様車」
の商用稼働を2023 年5 月より開始してい
ます。遠隔操作化に伴いオペレーターは振
動の大きな環境から完全に解放されるため、
運転時の安全性と快適性が大幅に向上しま
した。引き続き、更なる自動化・自律化レ
ベルの向上を図り、それらの技術を様々な
機種・クラスに展開し、自動化した建設・
鉱山機械のラインナップ拡大に取り組みま
す。
　土木施工などの建設業向けでは、スマー
トコンストラクション®と連携可能な中
型油圧ショベル向けの遠隔操作システムを
開発し、お客様への提供を開始しました。
今後は、この遠隔操作システムにICT ブ
ルドーザーやICT 油圧ショベルの開発で
培った自動制御技術を組み合わせ、遠隔地
からの高精度作業を実現することでお客様
の現場の安全性と生産性の更なる向上に取

り組んでいきます。
　また、製品（モノ）だけではなく、お客 
様の施工プロセス全体を最適化するソリュ
ーション（コト）についても取り組みを進
めています。
　2020 年4 月よりDXスマートコンストラ
クションとして、調査・測量・施工・検査
といった施工の全工程をデジタルで繋ぐ

「横のデジタル化」により、実際の現場と
デジタルの現場（デジタルツイン）を同期
させながら施工を最適化し、工事全体の安
全性、生産性、環境適応性を飛躍的に高め
ることを可能としました。
　建設現場 の地形や機械・労務・材料な
どの情報をデジタル化し、遠隔からリアル
タイムでモニターしたり、分析・改善した
りすることができるデバイス及びアプリケ
ーションの開発・提供を加速させています。
これにより、現場のデジタルツインを作り、
建設現場における生産の全工程をオープン
プラットフォームでデジタルにつないで最
適にコントロールすることができます。
DX ス マートコンストラクションは日本
の事業拡大のほか、北米、欧州、豪州、ア
ジアでの展開を進めています。
―DXを取り組み始めた時期を振り返って、
現在との変化をお聞かせください。
小川）コマツでは2001 年より、建機に
GPS やセンサを取り付けて機械の遠隔稼
働管理を行う「Komtrax」の標準搭載を開
始、2008 年よりAHSの商用導入開始など、
デジタルを活用したビジネスを推進してき
ました。

スマートコンストラクション®は、国
内の 建設現場における人手不足が深刻化

する中、お客様の現場の安全性や生産性の
向上を課題として、2015 年2 月より導入
開始し、「安全で生産性の高い、スマート
でクリーンな未来の現場」の実現を目指し、
国内外のデジタル技術を取り込みながら進
化しつづけ、23 年度は年間で11,000サイ
ト を超える現場へ導入されています。

鉱山においても、安全性や環境適合性の
更なる向上に向けて、AHSフリートのさ
らなる拡大や、ダンプトラック以外の機種
の自動化・無人化対応、さらには、鉱山全
体のオペレーションの最適化に至るまで、
ソリューションの領域が広がり、さらに、
カーボンニュートラルへの対応も求められ
ています。
　このように、従来から求められている安
全性・生産性の向上や、ライフサイクルコ
ストの削減に加え、気候変動への対応や人
手不足の解消などの社会課題を背景として、
ICT 活用やDX推進を通じた現場作業の効
率化・機械化などがより一層求められるよ
うになりました。このようなお客様の高度
化・複雑化したニーズに対応するため、コ
マツでは、機械の販売・サービスを提供す
るだけでなく、お客様の現場プロセス全体
の最適化に取り組んでいます。また、レジ
リエントな企業体質を構築するため、顧客
向けのデジタルソリューションのみならず、
開発、生産・調達、販売・サービス、間接
部門などの社内プロセスにおいても、あら
ゆる分野でのDX化を推進し、業務改革と
生産性や効率性の向上に取り組み、戦略的
な重要な分野や事業にリソースをシフトし
ていくことに注力しています。
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トラスコ中山株式会社
「人や社会のお役に立ててこそ 事業であり、企業である」をこころざしに、

ビジネスを展開する機械工具の卸売業トラスコ中山。2020年からは３年連

続で「DX銘柄」に選定され、その内2020年には「DXグランプリ」を受賞、

2023年には「DXプラチナ企業2023-2025」に選定されました。トラスコ中山

が追及するDXとは。DX推進の裏側に迫ります。昨年につづき、取締役 経

営管理本部 本部長 兼 デジタル戦略本部 本部長 兼 オレンジブック本部 

本部長の数見篤氏に聞きました。

Interview 03

─

　卸売業　

─

　9830　

─

2026 年に次世代物流センター「プラネット愛知」を稼働予定

―DX推進にあたって、貴社で大切にして
いることをお聞かせください。
数見）私たちは、「ありたい姿」として、「2030
年までに在庫100 万アイテムを保有できる
企業になりたい。」・「1 日24 時間受注、1
年365 日出荷できる企業になりたい。」・「欠
品、誤受注、誤出荷のない企業になりた
い。」・「棚卸作業のない企業になりたい。」 
・「問屋であってもユーザー様直送をスト
レスなくできる企業になりたい。」・「業界

『最速』『最短』『最良』の納品を実現できる
企業になりたい」等、１１の能力目標を掲
げています。DXを実現することが目的で
はなく、「ありたい姿」（能力目標）を実現
することが目的です。

 「ありたい姿」とは、様々な企業で掲げ
られているパーパスのような位置づけです

取締役 経営管理本部 本部長 兼 

デジタル戦略本部 本部長 兼　

オレンジブック本部 本部長

数見 篤
（かずみ・あつし）

が、より具体的な取り組みをトップのメッ
セージとして、社内外問わず発信している
点が特徴です。日々進化するテクノロジー
を起点とする、テクノロジードリブンで会
社の成長や新たなサービスづくりを考える
ことも大切ではありますが、私たちは、あ
くまで「能力目標という具体的なありたい
姿を実現するため」に様々なデジタルを活
用した取り組みや変革を行っています。
―デジタル化の推進は、効率を上げること
が目的でしょうか。
数見）効率化というよりはシンプルにいう
と利便性の向上です。私たちはお客様に、
便利だな、便利になったなと感じ続けても
らうことを大切にしており、お客様の利便
性を上げるためにデジタルを活用している
にすぎません。
―在庫管理にあたって、デジタル技術をど
のように活用されていますか。
数見）まず私たちのビジネスのコアは在庫
を持つということです。デジタルを活用す

ることで、私たちが持つ６０万点近くのア
イテムを適切に簡単に管理することができ
るようになりました。マンパワーで膨大な
在庫を管理するのは物理的にも不可能なこ
とです。
　デジタルやデータの力を活用し、過去の
実績をもとに適切な数量を管理する、更に
自動的にメーカー様に発注するところまで
できるようになっています。メーカー様が
より生産計画をたてやすいように、更にブ
ラッシュアップしていきたいと考えていま
す。バリエーションが豊富で、必要なもの
がきちんと揃っている方が便利に違いあり
ません。お客様目線で考えたとき、やはり
在庫はしっかり揃えるべきと考えていま
す。
―データの活用にあたって、重要視してい
るポイントをお教えください。
数見）先ほどの在庫管理の話のつづきです
が、商品バイヤーをゼロにすることは難し
いと思っています。データだけだとユニー
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DXを実現することが目的ではなく、 
「ありたい姿」（能力目標）を実現することが目的 トラスコ中山株式会社

デジタルツインの実証実験クさが失われてしまいますので、やはり人
が目利きして採用するものと、データを軸
にして採用するものを組み合わせていくこ
とが最善だと考えています。その中でバイ
ヤーはデータを信頼し、実直に受け止める
姿勢も大切です。例えば、バイヤーが絶対
に売れないと思っていても、実績があると
いうことは数字が物語っています。データ
はやはり嘘をつかないので素直に受け止め
ることが必要です。また、実際にデータを
活用するにあたって、各々の担当への数字
のレポートやダッシュボードにするだけで
はあまり意味がないというか数字を眺める
だけになりがちです。私たちはお客様から
の見積も、自動で回答する仕組みを動かし
ていますが、基本的には次のアクションに
まで自動化することが大切だと考えていま
す。

タイムリーな情報を使って、どうアクシ
ョンを起こすかを決め、行動することでプ
ラスの効果を生むことができます。
―顧客体験を向上するにあたって意識して
いる点などお教えください。
数見）当たり前ですが、やはりお客様が欲
しい商品を欲しいときにすぐに届けること
ができるということを極めることだと思い
ます。工場で使われる商品は本当に様々な
バリエーションがあるので、簡単なことで
はありませんが、商品マスタ管理が第一歩
です。同じ商品にも関わらず、複数の品番
になってしまうと、在庫数量や販売実績な
ど管理が出来ません。私たちは商品データ
の貸し出しも行っています。商品マスタの
ご提供は、サプライチェーンの中でビジネ
スの大きなポイントの１つになっています。
この商品マスタは、私たちのトラスコ オ
レンジブックという紙カタログを作る過程
でできたものです。これが今のビジネスの
流れの中で大きな資産となり活躍してくれ
ています。様々な変革を行うことは大変で
はありますが、トラスコとしての存在価値
を確立することにつながっています。
―新しく始めた取り組みがあればお聞かせ
ください。
数見）名古屋大学様と2021 年に産学連携
をし、物流センターを実証実験の場として
積極的に活用することで、研究活動を推進

しています。具体的には、倉庫内にカメラ
を設置し、ヒトやモノの動きをデータとし
て可視化し、デジタルツインの実現を目指
しています。可視化することによって、例
えば荷物の置き方をこうすれば作業効率が
上がるなど、現場で実際にやってみる前に、
デジタル上で試行することができます。セ
ンター内のレイアウトや業務手順を変える
のは容易でないので、デジタル上で事前に
シュミレーション出来るようになると効果
を事前に測ることが可能になります。
―物流の2024 年問題について、なにか手
を打っていることはありますか。
数見）私たちは以前から物流センターから
お客様へ商品をお届けする際、基本的に自
社便を使用しています。今はまだ５０％程
度ですが、社員で配達することでお客様の
ご御用聞きとしてお役に立てるよう取り組
んでいます。また、最近では「ニアワセ+
ユーチョク」（荷物詰合わせ＋ユーザー様直
送）というサービスにも力を入れています。
物流センターから直接ユーザー様であるモ
ノづくり現場に複数の商品を１つの箱にま
とめて発送することで納品リードタイムの
短縮、発送業務・送料などのコスト削減、
環境保全にも貢献することで物流2024 年

問題に取り組んでいます。
―現在DXに取り組む企業へのメッセージ
をお願いします。
数見）DXを進めるにあたって、いかに
Fit to Standardにするかということが一番
注意すべきことだと思います。多くの日本
企業が2000 年前後に、海外製のERPを導
入し、それらの企業の多くがカスタマイズ
を加えました。実はそれがネックになって
おり、ERPを使いこなせていない、ある
いは運用に非常にコストがかかるという問
題が続いています。クラウド化が進み、
ERPなどもどんどん新機能が追加されて
いますが、標準化されたものを使っていな
いとアップデートされた機能が使えないの
です。基本的にはきちんと標準機能を使い、
差別化となるところについては、アドオン
ではなく、side by sideでクラウドのプラ
ットフォームを活用し、競争優位になるも
のを作る、こういったことができる時代で
す。現場の声を聴くことはもちろん大切で
すが、個別最適になってしまってはいけま
せん。そうなると、業務もシステムも煩雑
なものとなり、コストが嵩む一方となりま
す。これらの点に注意して、目的を忘れず
DXに取り組むことが大切だと思います。

基幹システムを中心としたアーキテクチャ
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■調査実施概要

■調査参加企業数

「デジタルトランスフォーメーション調査2024」の回答企業数は344社でした。

アンケート参加企業数

─

デジタルトランスフォーメーション調査２０２４ 概要

■アンケートにおける用語の説明

攻めのIT
経営銘柄

2016

347

2017

382

2018

491

2019

448

DX銘柄
2020

535

2021

464

2022

401

2023

451

2024

344



D X 銘 柄 2 0 2 4 100

ここからは「デジタルトランスフォーメーション調査2024」の分析結果を紹介します。

※詳細については、別紙「デジタルトランスフォーメーション調査2024の分析」に記載しています。

①全体概況（回答傾向）

● DX銘柄等は、全体平均と比べると、回答スコアが総じて高く、「デジタルガバナンス・コード」

を実践している企業と考えられる。

─

デジタルトランスフォーメーション調査２０２４ 分析結果
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ここでは、DX銘柄2024に選定された企業がどのような特徴があるのかを見ていきます。

②「DX銘柄2024」の特徴（DX銘柄2024とその他企業との取組比較）

● DX銘柄企業とDX認定未取得企業では、昨年と同様に「KPIの設定」や「挑戦を促す仕組み」に

おいて大きな差が見られる。

● 一方で、今年のDX銘柄企業とDX認定未取得企業との取組の差が特に大きいと思われる項目に

ついては、昨年の11項目から7項目に減少し、企業間の差が縮まっていると考えられる。

101

─
デジタルトランスフォーメーション調査２０２４ 分析結果
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水産・農林業

 1333 マルハニチロ株式会社

鉱業

 1605 株式会社ＩＮＰＥＸ

建設業

 1417 株式会社ミライト・ワン

 1435 株式会社Ｒｏｂｏｔ　Ｈｏｍｅ

 1719 株式会社安藤・間

 1721 コムシスホールディングス株式会社

 1801 大成建設株式会社

 1802 株式会社大林組

 1803 清水建設株式会社

 1808 株式会社長谷工コーポレーション

 1812 鹿島建設株式会社

 1820 西松建設株式会社

 1822 大豊建設株式会社

 1833 株式会社奥村組

 1866 北野建設株式会社

 1887 日本国土開発株式会社

 1925 大和ハウス工業株式会社

 1926 ライト工業株式会社

 1946 株式会社トーエネック

 1951 エクシオグループ株式会社

 1952 新日本空調株式会社

 1959 株式会社九電工

 1969 高砂熱学工業株式会社

 1980 ダイダン株式会社

 6330 東洋エンジニアリング株式会社

 6366 千代田化工建設株式会社

食料品

 2201 森永製菓株式会社

 2229 カルビー株式会社

 2264 森永乳業株式会社

 2270 雪印メグミルク株式会社

 2501 サッポロホールディングス株式会社

調査に協力いただいた企業344社のうち、非公開の希望があった企業を除いた企業名を掲載しています。

※以下に記載している企業は、一部のみ調査に回答した企業も含みます。

※企業名は、業種順、証券コード順で掲載しています。（DX調査回答時点）

【参考】

─

デジタルトランスフォーメーション調査２０２４ 参加企業
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2502 アサヒグループホールディングス株式会社

2503 キリンホールディングス株式会社

2590 ダイドーグループホールディングス株式会社

2802 味の素株式会社

2871 株式会社ニチレイ

2884 株式会社ヨシムラ・フード・ホールディングス

2897 日清食品ホールディングス株式会社

繊維製品

3401 帝人株式会社

3402 東レ株式会社

3591 株式会社ワコールホールディングス

パルプ・紙

3941 レンゴー株式会社

化学

3407 旭化成株式会社

4004 株式会社レゾナック・ホールディングス

4005 住友化学株式会社

4028 石原産業株式会社

4043 株式会社トクヤマ

4114 株式会社日本触媒

4183 三井化学株式会社

4186 東京応化工業株式会社

4188 三菱ケミカルグループ株式会社

4204 積水化学工業株式会社

4452 花王株式会社

4613 関西ペイント株式会社

4631 ＤＩＣ株式会社

4901 富士フイルムホールディングス株式会社

4911 株式会社資生堂

4912 ライオン株式会社

4935 株式会社リベルタ

4967 小林製薬株式会社

7908 株式会社きもと

7925 前澤化成工業株式会社

8113 ユニ・チャーム株式会社

医薬品

4507 塩野義製薬株式会社

4516 日本新薬株式会社

4519 中外製薬株式会社

4521 科研製薬株式会社

4528 小野薬品工業株式会社

4540 株式会社ツムラ

■ デジタルトランスフォーメーション調査　２０２４参加企業
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4568 第一三共株式会社

石油・石炭製品

5020 ＥＮＥＯＳホールディングス株式会社

5021 コスモエネルギーホールディングス株式会社

ゴム製品

5108 株式会社ブリヂストン

ガラス・土石製品

5201 ＡＧＣ株式会社

5233 太平洋セメント株式会社

5332 ＴＯＴＯ株式会社

5333 日本碍子株式会社

5334 日本特殊陶業株式会社

鉄鋼 

5401 日本製鉄株式会社

5406 株式会社神戸製鋼所

5411 ＪＦＥホールディングス株式会社

5440 共英製鋼株式会社

5482 愛知製鋼株式会社

非鉄金属

5711 三菱マテリアル株式会社

5713 住友金属鉱山株式会社

5801 古河電気工業株式会社

金属製品

3436 株式会社ＳＵＭＣＯ

5911 株式会社横河ブリッジホールディングス

5938 株式会社ＬＩＸＩＬ

5943 株式会社ノーリツ

機械

6229 株式会社オーケーエム

6272 レオン自動機株式会社

6301 株式会社小松製作所

6305 日立建機株式会社

6361 株式会社荏原製作所

6367 ダイキン工業株式会社

6406 フジテック株式会社

6481 ＴＨＫ株式会社

7004 日立造船株式会社

7011 三菱重工業株式会社

7013 株式会社ＩＨＩ

■ デジタルトランスフォーメーション調査　２０２４参加企業
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電気機器

3105 日清紡ホールディングス株式会社

6479 ミネベアミツミ株式会社

6501 株式会社日立製作所

6502 株式会社　東芝

6503 三菱電機株式会社

6525 株式会社ＫＯＫＵＳＡＩ　ＥＬＥＣＴＲＩＣ

6617 株式会社東光高岳

6645 オムロン株式会社

6701 日本電気株式会社

6702 富士通株式会社

6703 沖電気工業株式会社

6724 セイコーエプソン株式会社

6742 株式会社京三製作所

6755 株式会社富士通ゼネラル

6810 マクセル株式会社

6841 横河電機株式会社

6845 アズビル株式会社

6856 株式会社堀場製作所

6857 株式会社アドバンテスト

6869 シスメックス株式会社

6952 カシオ計算機株式会社

6955 ＦＤＫ株式会社

6981 株式会社村田製作所

6997 日本ケミコン株式会社

7276 株式会社小糸製作所

7735 株式会社ＳＣＲＥＥＮホールディングス

7752 株式会社リコー

8035 東京エレクトロン株式会社

輸送用機器

6201 株式会社豊田自動織機

6902 株式会社デンソー

7012 川崎重工業株式会社

7241 フタバ産業株式会社

7242 カヤバ株式会社

7259 株式会社アイシン

7269 スズキ株式会社

精密機器

7727 株式会社オーバル

7730 マニー株式会社

7731 株式会社ニコン

7732 株式会社トプコン

■ デジタルトランスフォーメーション調査　２０２４参加企業
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その他製品

7911 ＴＯＰＰＡＮホールディングス株式会社

7912 大日本印刷株式会社

7914 共同印刷株式会社

7915 ＮＩＳＳＨＡ株式会社

7936 株式会社アシックス

7994 株式会社オカムラ

電気・ガス業

9501 東京電力ホールディングス株式会社

9502 中部電力株式会社

9506 東北電力株式会社

9508 九州電力株式会社

9509 北海道電力株式会社

9531 東京瓦斯株式会社

9532 大阪瓦斯株式会社

9533 東邦瓦斯株式会社

陸運業

9005 東急株式会社

9007 小田急電鉄株式会社

9020 東日本旅客鉄道株式会社

9021 西日本旅客鉄道株式会社

9044 南海電気鉄道株式会社

9064 ヤマトホールディングス株式会社

9142 九州旅客鉄道株式会社

9143 ＳＧホールディングス株式会社

9147 ＮＩＰＰＯＮ　ＥＸＰＲＥＳＳホールディングス株式会社

海運業

9101 日本郵船株式会社

9104 株式会社商船三井

9107 川崎汽船株式会社

9119 飯野海運株式会社

空運業

9201 日本航空株式会社

9202 ＡＮＡホールディングス株式会社

9232 株式会社パスコ

9233 アジア航測株式会社

倉庫・運輸関連業

9301 三菱倉庫株式会社

9302 三井倉庫ホールディングス株式会社

9304 澁澤倉庫株式会社

9368 キムラユニティー株式会社

■ デジタルトランスフォーメーション調査　２０２４参加企業
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情報・通信業

 1973 ＮＥＣネッツエスアイ株式会社

 2332 株式会社クエスト

 3636 株式会社三菱総合研究所

 3762 テクマトリックス株式会社

 3778 さくらインターネット株式会社

 3796 株式会社いい生活

 3837 アドソル日進株式会社

 3920 アイビーシー株式会社

 3925 株式会社ダブルスタンダード

 4054 日本情報クリエイト株式会社

 4069 株式会社ＢｌｕｅＭｅｍｅ

 4073 株式会社ジィ・シィ企画

 4074 株式会社ラキール

 4284 株式会社ソルクシーズ

 4298 株式会社プロトコーポレーション

 4373 シンプレクス・ホールディングス株式会社

 4414 株式会社フレクト

 4429 リックソフト株式会社

 4432 ウイングアーク１ｓｔ株式会社

 4441 トビラシステムズ株式会社

 4667 アイサンテクノロジー株式会社

 4674 株式会社クレスコ

 4709 株式会社ＩＤホールディングス

 4768 株式会社大塚商会

 8056 ＢＩＰＲＯＧＹ株式会社

 9432 日本電信電話株式会社

 9433 ＫＤＤＩ株式会社

 9434 ソフトバンク株式会社

 9613 株式会社ＮＴＴデータグループ

 9658 株式会社ビジネスブレイン太田昭和

 9682 株式会社ＤＴＳ

 9749 富士ソフト株式会社

卸売業

 2768 双日株式会社

 3107 ダイワボウホールディングス株式会社

 3132 マクニカホールディングス株式会社

 3153 八洲電機株式会社

 3167 株式会社ＴＯＫＡＩホールディングス

 7438 コンドーテック株式会社

 7451 三菱食品株式会社

 7459 株式会社メディパルホールディングス

 7537 丸文株式会社

 7552 株式会社ハピネット

■ デジタルトランスフォーメーション調査　２０２４参加企業
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 8001 伊藤忠商事株式会社

 8031 三井物産株式会社

 8053 住友商事株式会社

 8057 株式会社内田洋行

 8060 キヤノンマーケティングジャパン株式会社

 8130 株式会社サンゲツ

 8283 株式会社ＰＡＬＴＡＣ

 9830 トラスコ中山株式会社

 9837 モリト株式会社

 9962 株式会社ミスミグループ本社

小売業

 2659 株式会社サンエー

 2664 株式会社カワチ薬品

 2678 アスクル株式会社

 2685 株式会社アダストリア

 3086 Ｊ．フロントリテイリング株式会社

 3197 株式会社すかいらーくホールディングス

 3382 株式会社セブン＆アイ・ホールディングス

 3397 株式会社トリドールホールディングス

 8174 日本瓦斯株式会社

 8242 エイチ・ツー・オーリテイリング株式会社

 8252 株式会社丸井グループ

 8255 アクシアルリテイリング株式会社

 8267 イオン株式会社

 8273 株式会社イズミ

 9262 株式会社シルバーライフ

 9846 株式会社天満屋ストア

銀行業

 5832 株式会社ちゅうぎんフィナンシャルグループ

 7167 株式会社めぶきフィナンシャルグループ

 7173 株式会社東京きらぼしフィナンシャルグループ

 7180 株式会社九州フィナンシャルグループ

 7189 株式会社西日本フィナンシャルホールディングス

 7327 株式会社第四北越フィナンシャルグループ

 7350 株式会社おきなわフィナンシャルグループ

 7380 株式会社十六フィナンシャルグループ

 8304 株式会社あおぞら銀行

 8306 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ

 8308 株式会社りそなホールディングス

 8309 三井住友トラスト・ホールディングス株式会社

 8316 株式会社三井住友フィナンシャルグループ

 8331 株式会社千葉銀行

 8336 株式会社武蔵野銀行

 8341 株式会社七十七銀行

■ デジタルトランスフォーメーション調査　２０２４参加企業
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8343 株式会社秋田銀行

8349 株式会社東北銀行

8354 株式会社ふくおかフィナンシャルグループ

8370 株式会社紀陽銀行

8381 株式会社山陰合同銀行

8399 株式会社琉球銀行

8544 株式会社京葉銀行

8550 株式会社栃木銀行

証券、商品先物取引業

8601 株式会社大和証券グループ本社

8616 東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社

保険業

7326 ＳＢＩインシュアランスグループ株式会社

8630 ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社

8725 ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス株式会社

8766 東京海上ホールディングス株式会社

その他金融業

7199 プレミアグループ株式会社

8253 株式会社クレディセゾン

8439 東京センチュリー株式会社

8566 リコーリース株式会社

8570 イオンフィナンシャルサービス株式会社

8585 株式会社オリエントコーポレーション

8593 三菱ＨＣキャピタル株式会社

8793 ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社

不動産業

1878 大東建託株式会社

2980 ＳＲＥホールディングス株式会社

3231 野村不動産ホールディングス株式会社

3264 株式会社アスコット

3289 東急不動産ホールディングス株式会社

3486 株式会社グローバル・リンク・マネジメント

5527 株式会社ｐｒｏｐｅｒｔｙ　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ

8801 三井不動産株式会社

8802 三菱地所株式会社

8848 株式会社レオパレス２１

サービス業

2120 株式会社ＬＩＦＵＬＬ

2154 株式会社オープンアップグループ

2168 株式会社パソナグループ

2181 パーソルホールディングス株式会社 

■ デジタルトランスフォーメーション調査　２０２４参加企業
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2185 株式会社シイエム・シイ

2196 株式会社エスクリ

2325 株式会社ＮＪＳ

2331 綜合警備保障株式会社

2379 ディップ株式会社

2395 株式会社新日本科学

2462 ライク株式会社

3521 エコナックホールディングス株式会社

4345 株式会社シーティーエス

4544 Ｈ．Ｕ．グループホールディングス株式会社

4694 株式会社ビー・エム・エル

6540 株式会社船場

7030 株式会社スプリックス

9216 ビーウィズ株式会社

9715 トランス・コスモス株式会社

9755 応用地質株式会社

9787 イオンディライト株式会社

■ デジタルトランスフォーメーション調査　２０２４参加企業
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■ 注意事項等

●本資料は情報提供のみを目的としたものであり、

投資勧誘や特定の証券会社との取引を推奨すること

を目的として作成されたものではありません。万が

一、本資料に基づき被った損害があった場合にも、

経済産業省、株式会社東京証券取引所及び独立行政

法人情報処理推進機構は責任を負いかねます。

●本資料で提供している情報は万全を期しています

が、その情報の網羅性・完全性を保証しているもの

ではありません。また、本資料に記載されている内

容は将来予告なしに変更される可能性があります。

記載している過去の情報は実績であり、将来の成果

を予想または示唆するものではありません。

●本資料のいかなる部分についても、一切の権利は

経済産業省、株式会社東京証券取引所、独立行政法

人情報処理推進機構またはその情報提供元に属して

おり、電子的または機械的な方法を問わず、いかな

る目的であれ無断で複製、転載はできません。






